
　平成２２年第１回野洲市議会定例会会議録

招集年月日　　　　　　平成２２年３月１１日

招 集 場 所　　　　　　野洲市役所議場

応 招 議 員　　　　　　　１番　太田　健一　　　　　２番　野並　享子

　　　　　　　　　　　　３番　小菅　六雄　　　　　４番　髙橋　繁夫

　　　　　　　　　　　　５番　内田　聡史　　　　　６番　奥村　治男

　　　　　　　　　　　　７番　矢野　隆行　　　　　８番　梶山　幾世

　　　　　　　　　　　　９番　井狩　辰也　　　　１０番　市木　一郎

　　　　　　　　　　　１１番　坂口　哲哉　　　　１２番　田中　良隆

　　　　　　　　　　　１３番　中島　一雄　　　　１４番　丸山　敬二

　　　　　　　　　　　１５番　西本　俊吉　　　　１６番　三和　郁子

　　　　　　　　　　　１７番　鈴木　市朗　　　　１８番　田中　孝嗣

　　　　　　　　　　　１９番　立入三千男　　　　２０番　河野　　司

不応招議員　　　　　　なし

出 席 議 員　　　　　　応招議員に同じ

欠 席 議 員　　　　　　なし

地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席を求めた者の職氏名

　　　市 長　　山仲　　善彰　　　　　副 市 長　　川尻　　良治

　　　教 育 長　　南出　儀一郎　　　　　政策調整部長　　南　　喜代志

　　　総 務 部 長　　前田　　健司　　　　　市 民 部 長　　髙田　　一巳
　　　（選挙管理委員会書記長）

　　　健康福祉部長　　新庄　　敏雅　　　　　都市建設部長　　橋　　　俊明

　　　環境経済部長　　岡野　　　勉　　　　　環境経済部政策監　　土肥　　義博

　　　教 育 部 長　　東郷　　達雄　　　　　政策調整部次長　　冨田　　久和

　　　総 務 部 次 長　　山本　　利夫　　　　　広報秘書課長　　寺田　　実好

　　　企画財政課長　　立入　　孝次　　　　　総 務 課 長　　川端　　弘一

出席した事務局職員の氏名

　　　事 務 局 長　　田中　　正二　　　　　事 務 局 次 長　　井狩　　重則

　　　書 記　　吉川　加代子　　　　　書 記　　辻　　　昭典

－129－



議事日程

　　　　　　　第１　諸般の報告

　　　　　　　第２　会議録署名議員の指名

　　　　　　　第３　代表質問

　　　　　　　第４　一般質問

開議　　　　　　　午前９時００分

議事の経過

（再開）

○議長（鈴木市朗君）　（午前９時００分）　皆さん、おはようございます。

　ただいまの出席議員は２０名であります。定足数に達しておりますので、本日の会議を

開きます。

　これより日程に入ります。

　（日程第１）

○議長（鈴木市朗君）　日程第１、諸般の報告を行います。

　出席議員は２０名、全員であります。

　次に、本日の議事日程は既に配付済みの議事日程のとおりであります。

　次に、本日、説明員として出席通知のあった者の職氏名は、昨日と同様に配付を省略い

たしたいのでご了承願います。

　（日程第２）

○議長（鈴木市朗君）　日程第２、会議録署名議員の指名を行います。

　会議録署名議員は会議規則第１２０条の規定により、第２０番、河野司君、第１番、太

田健一君を指名いたします。

　（日程第３）

○議長（鈴木市朗君）　日程第３、昨日に引き続き代表質問を行います。

　まず、都市建設部長からの発言を求められていますので、これを許します。都市建設部

長。

○都市建設部長（橋　俊明君）　皆さん、おはようございます。

　昨日の野洲ネットの三和議員さんのほうからご質問がございました大規模空閑地の農地

の取り扱いでございますけども、それの２１．８４ヘクタールにつきまして、昨日、早速

いろんな資料をもとに点検をしてまいりました。それは、一番大きな要因は調査年月日の
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違いでございまして、都市計画の数字でございます６１．８４につきましては、平成１７

年度に行った基礎調査でございます。そして、税務課がはじき出していただきました数字

につきましては、２１年１月１日現在の課税状況調査の数値が４０ヘクタールでございま

す。その後、大規模な開発といたしまして、野洲川左岸の旭化成がございますその前の駐

車場開発、並びに冨波地先のダイハツ寮付近の開発、また祇王小学校付近の開発等、実際

にこれを積み重ねてみますと、その４年間余りで９ヘクタールの開発がございました。そ

して中畑の区画整理はこれの数字に入ってございませんので、９ヘクタール。これを足し

ますと１８ヘクタールでございます。そして、当然、公簿面積と実測値に違いがございま

すので、これは通称縄伸びと申し上げておりますけれども、これが中畑の区画整理の数値

を３．５％引用させていただきますと、これが０．６ヘクタールございます。合わせて１

８．６ヘクタールでございまして、実際に昨日申し上げました２１．８ヘクタール、まだ

３．２ヘクタールの差がございますけども、これにつきましては昨日申し上げましたプラ

リメーターによる誤差と実際にコンピューターがはじき出す数値の差ではないかなという

ふうに受けとめておりますので、そういった点もあわせてご理解を賜りたいと思っており

ます。

　なお、この大規模農地の空閑農地につきましては、まず野洲川左岸の旭化成の前の駐車

場、これが約４．３ヘクタールございます。そして市役所の裏のこの付近でございますけ

ども、これが約２．８ヘクタールございます。また、冨波甲の滋賀銀行前の大規模農地が

ございますので、今後こういった大規模農地につきましては、適正な指導を行い、宅地化

の誘導を図ってまいりたいというふうに考えております。

　以上、修正内容のご報告とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　それでは、代表質問の一覧表のとおり順次、発言を許します。日

本共産党野洲市議会議員団、第３番、小菅六雄君。

○３番（小菅六雄君）　おはようございます。

　それでは、日本共産党野洲市会議員団を代表しまして質問を行います。

　市長ご承知のように、昨年８月の衆院選で、「自公政権はもうごめん。政治を変えたい」

という国民の強い願いのもと、民主党中心の政権が誕生して早や半年を経過しております。

 

　新政権は選挙公約や先の施政方針演説でも、コンクリートより命、命を守る政治と繰り

返し主張してきました。しかし、後期高齢者医療制度の廃止は先送り、経済危機から国民
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生活を守る問題では、行政刷新大臣や菅財務大臣などが「消費税増税議論を今から始めて

次の選挙でお願いしないと財政が持たない」と発言するなど、これは前政権と同様の主張

であります。また、沖縄米軍普天間基地問題でも、日本から米軍基地撤去という基本的な

観点がなく、主張がぶれ、その方向が定まりません。また、政治と金の問題でも鳩山首相

や小沢幹事長の政治資金規正法違反問題や、北海道教職員組合の違法献金問題など、今、

多くの国民から、何のための政権交代だったのかと批判が広がっています。実際、世論調

査でも内閣不支持率が下落しています。同時に、民主党の支持率も低迷しておりまして、

よって、今、多くの国民は今なお新たな政治の方向を模索していると言わなければなりま

せん。

　このように新しい政治状況の中、野洲市の市民の暮らし、営業を守る野洲市政が求めら

れているわけでありますが、１点目に市長の施政方針、また、市予算について、主に集中

改革プランとの関係で何点かお聞きいたします。

　まず１点目に、施政方針でも、今回の集中改革プランは単なる経費の削減でなく、市民

に質の高いサービスを効率的に提供する。また、健全かつ安定的な都市経営を可能にする

という２つの観点からの改革であるとしています。また、この間、素案の段階から学区ご

との懇談会等を開催し、市民と真剣に和やかに、建設的な議論を交わしてきたとされてい

ます。しかし、市民の皆さんは、市長が言うようなこのような観点での推進と認識された

のでしょうか。私自身は極めて疑問と思っています。今定例市議会に提案されています一

般会計、特別会計の予算の中にも集中改改プランに基づく予算が随所に提案されています。

いずれも市民サービス切り捨てや負担強化もメジロ押しといわなければなりません。そこ

で、市長は果たしてこのような一連の施策について、市民の理解と合意が得られたと考え

ておられるのか、初めにお聞きしたいと思います。

　以下、何点か詳細をお聞きいたします。

　市役所分庁舎問題は、この間議論され、５月には廃止されようとしています。この件で

は、昨年の１２月議会でも市長が、２２年度を目途に利活用について検討したいと答弁さ

れました。一方で、市民懇談会などでも、必ず活用ができるとは約束できないとも発言さ

れています。今回の都市計画税導入時の議論の際にも、市民からは、分庁舎を廃止しなが

ら、その上に都市計画税とは何だとの声も寄せられました。つまり、今回の都市計画税の

見送りの際、その理由として、市のまちづくりビジョンと計画が明確でなかったとされて

いますが、その点だけをとればそのとおりでありまして、市は分庁舎廃止後の活用を早期
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に検討し、市民の理解を得るべきと考えますが、改めてその方向をお聞きいたします。

　２点目に、市内循環バスについての質問です。この問題でも、これまでの距離に基づく

料金制からワンコイン制の利用体系になります。大きな改正点は、これまで無料でありま

した７０歳以上の高齢者と障害者について、これを１００円とされました。有料化につい

ての理由は、高齢者・障害者であっても受益の一部を負担してもらうというものです。し

かし、１２月議会にも言いましたように、社会的に弱い立場に立つ方々のセーフティネッ

トとして、せめてこれらの方々については無料化を存続すべきと主張しましたが、いよい

よ４月実施、有料化に当たり、改めて関係者からも無料化存続の声が寄せられています。

障害者の皆さんの社会参加・就労は当事者のみならず政治と行政の責任であります。とこ

ろが、今回の有料化により、これが大きく制限されかねない事態も危惧されます。市内の

共同作業所に通所するある方は、１カ月約２０日作業所に通所し、月額１万１，０００円

から１万２，０００円の給料であります。この中からお昼の給食が２５０円で１カ月で約

５，０００円。これにより手元に残る給料は６，０００円。この方が通所に循環バスを利

用されていますが、これが有料化になると往復１日２００円、２０日間で約４，０００円

であります。このことにより実質月額収入が２，０００円前後になります。私は、障害者

の社会参加と就労の拡大を行政がかけ声をかけながら、このような負担を求めて、実際、

これらの方々の社会参加と就労を奪うような、意欲を奪うようなことを行政が行っていい

のか極めて疑問であります。改めてこのような問題も発生しようとしていますが、これら

の方々の無料化は必要と考えますが、再検討を求めます。見解を求めます。

　最後に、施政方針にかかわって、現在、国でも問題になっております定住外国人の地方

参政権の認識について見解をお聞きいたします。地方政治は本来、すべての住民の要求に

こたえ、住民に奉仕するために住民自身の参加によってすすめられるのが基本です。です

から、外国人であっても、我が国の地方自治体で住民として生活し、納税を初め一定の義

務も負っています。そういう人々が住民自治の担い手となるのは、憲法の保障する地方自

治の根本精神とも合致しています。このような中で、本市でも昨年１２月議会で住民投票

条例を制定いたしました。本条例でも住民投票の投票資格者において、定住外国人を対象

にしています。すなわち、先に言いましたように外国人であっても地方政治の基本がその

地域に住む住民であることを踏襲したものと考えます。この問題で定住外国人に対する地

方参政権は必要と考えますが、市長の見解をお聞きいたします。

　次に、国民健康保険法第４４条に基づく医療費減免についての質問です。
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　国民健康保険法第４４条では、所得の減少などの特別な理由により医療費支払いが困難

な世帯に対して、自治体が独自に基準を決めて減額・免除を実施することが定められてい

ます。しかし、この制度は、５０年前の１９５９年に実施を求める厚生省通知が出ており

ます。同時に、国民健康保険法第４４条に基づき医療費減免の申請がされたら、市町村は

取扱要綱のないことを理由に却下できないとの見解も示されています。しかし、野洲市で

はこれまで実施していません。

　以上、経過と問題点を指摘して質問を行いますが、この問題では、市もご承知だと思い

ますが、厚生労働省は昨年７月１日、生活に困窮する国民健康保険の被保険者に対する対

応についての通知を都道府県に通知いたしました。これによりますと、通知にはこのよう

に指示しています。国民健康保険法第４４条第１項では、保険者は特別の理由がある被保

険者に対して一部負担金の減免又は徴収猶予の措置をとることができるとされている。こ

うした基準や運営方針について、医療機関及び生活保護担当部局とも情報を共有し、対象

者に対して適切に制度が適用されるよう努めることとの通知が出ています。さらには、平

成２２年度中には全市町村において適切な運用が行われるよう、厚労省が一定の基準を示

すと通知をしています。

　そこで、市はこれまで、県内自治体の足並みがそろわないとできない、検討中であると

実施を先送りされてきましたが、昨年出ました厚労省通知が言うように、２２年度中の実

施へ本市でも直ちに検討が必要であります。この際、実施に向けての考えをお聞きいたし

ます。

　大きな３点目、住民投票条例の施行についてお聞きします。

　この問題は、１２月議会で投票条例が制定されました。施行は３年以内という内容です。

市政における市民参加の重要事項であるにもかかわらず、施行が最大３年というのはこの

問題に対する認識が問われなければなりません。３年以内の施行になる理由として、昨年

の議会答弁では、国民投票法の施行や住民基本台帳法の改正により、そのシステムを利用

できる可能性があるということでありました。であれば、この事務経費も軽減できるとい

うものでありました。国の動きを見ながら施行時期を考えるというのは、先に言いました

ように、住民投票制度に対する姿勢が問われますし、この問題は、国の国民投票法に基づ

く投票者名簿作成は連動しないと言うことであります。

　１つに、国民投票制度に基づく投票者名簿作成は、このほど国が明らかにしましたよう

に、当面２０歳以上でスタートさせることが決まっておりますし、その点で本市の投票者
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条件は１８歳以上であります。また、定住外国人も本市は対象でありまして、名簿が合致

しません。何よりも、国の国民投票制度に基づく投票者名簿と本市の住民投票制度に基づ

く投票者名簿は当然兼ねることができず、別立ての条件整備が必要であります。

　以上を勘案すると、これまでの根拠が崩れていると思いますので、３年以内というより

も、至急施行のための準備を進めるべきだと考えますが、見解をお聞きいたします。

　４点目に、農業振興について質問いたします。

　１点目に、平成２２年度に実施されます戸別所得補償制度モデル対策についてでありま

す。この問題は昨年の衆院選でこれまでの農政にかわるものとして民主党が政策の目玉と

して実施を主張してきたものであります。その背景は、今日問題となっている日米自由貿

易協定締結による米価下落に対応する次善の策としての導入背景があります。よって、仮

にこの制度が今後継続されようとも、自給率を高め生産費を保証するようなものになるか

は極めて疑問であります。このような根本的な制度矛盾があるにしても、現実的には２２

年度実施でありまして、農家の願いにこたえる制度にならなければなりません。

　そこで質問ですが、このモデル対策は主食米の生産に所得補償を行う米戸別所得補償モ

デル事業と水田転作を支援する利活用自給力向上事業の２本立てとなっています。そこで、

質問の１つは米モデル事業でありますが、米の生産調整に参加した農家に標準的な米の生

産費と標準的な販売価格の差額を定額部分として支払う。これが１０アール１万５，００

０円であります。さらに、１０年度産米価が標準的な販売価格を下回った場合、それとの

差額を変動部分として支払う２つの部分から成っています。

　しかし問題は、補てん内容が農家の期待にこたえるものになっているかどうかの点では、

決してそうはなっていません。標準的な生産費とした１万３，７０３円は、農水省の米生

産費統計によりますと２００８年産の全国平均１万６，４９７円よりも２，８００円も低

いものとなっています。これは標準的な生産費を算出する際に、政府の生産費統計に含ま

れる家族労働費の８割しか見込んでいないのが大きな原因であります。加えて問題なのは、

標準的な生産に要する費用、すなわち、補償水準の１万３，７０３円といいますが、これ

が機械的に全国一律であります。しかし実際は、地域的、ブロック的に見ると、この補償

水準、生産費は大きな違いがあります。とりわけ近畿地方で見ますと、ご承知だと思いま

すが、１万９，６９８円であり、補てんされるとはいえ、約６，０００円の赤字となりま

す。

　以上、このように現在進められようとしている制度では、平均より生産費の高い地方や
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販売価格の低い米を生産する地域では、赤字の一部が補てんされるにすぎず、これでは水

田農業の衰退を防ぐことはできません。よって、農家のみなさんに誇りの持てる農業がで

きません。よって、いざ、戸別所得補償制度の実施に当たり、問題点の改善を市としても

政府に提言していくべきだと考えますが、見解をお聞きいたします。

　２点目に、市の農業振興策について、市長の施政方針でも平成２２年度に市の農業振興

計画策定を行うとしています。これまでこの振興計画については、本市独自の振興条例を

制定して進めるべきだと提案もしてまいりました。しかし答弁は、条例で縛ったらいいも

のではない、現時点では考えていないというものでした。これまでの本市の農政を見る限

り、以前にも言いましたが、国の農政の具体化は忠実であるが、例えば本市でも現在要望

の強い農家の担い手育成や新規営農者への支援は、言葉では支援と言いますが、実際は具

体的な支援策・システムは弱いと思っております。本人の努力に任されていると思います。

一つの例を示したものでありますが、真に本市農業の振興支援策を進めるには、振興条例

の制定も含め、進めるのが有効だと思います。改めて見解をお聞きいたします。

　次に、中小企業振興条例の制定についてであります。これまで議会でも市内の中小商工

業者への支援を求めてまいりました。中小企業の位置づけを明確にし、系統的な支援をす

すめるこの条例の制定を、市民が今ほど強く願っているときはないと思います。言うまで

もなく現在、日本経済は低迷が一層進み、本市でも雇用そして地域経済は疲弊しています。

市内のある大工の方は、「仕事が全くない。月の半分以上遊んでいる」。また別の個人商

店の方は、「売り上げが激滅。あすの生活費すら心配」などと先行きへの不安が寄せられ

ています。

　それでも、大変な中でも、困難な中でも必死に営業努力を続けているのが中小商工業者

の現実であります。ですから、営業と暮らしは、もはや個人の努力だけではどうにもなら

ない事態です。これまで中小商工業支援策については融資制度を中心に一定されてはいま

すが、加えて、本市でも市内中商工業者の経営実際や小規模工事等契約希望者登録制度の

創設、住宅リフォーム制度の実施など地域経済支援策が必要と考えます。これら野洲市と

しての当面の対策とともに、中長期の振興策が必要でありまして、よって、本市における

中小企業の位置づけを明確にして、行政全般が系統的に取り組むための振興条例の制定が

必要と考えますが、見解をお聞きいたします。

　次に、工業振興助成金についての質問です。この問題も、集中改革プランとの関係では、

市民にはサービス切り捨てと負担強化を求める中、その一方で企業には今後も振興補助金
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を交付することは合理性がないものと考えます。少なくとも資本金５億円以上の大企業に

対してはこの際、補助金を廃止すべきと求めてきましたが、企業との約束だからと今後も

継続することを表明しています。

　しかし、この補助金は雇用の創出も一つの理由にしているにもかかわらず、この間、村

田製作所や日立ツールなどは、多くの派遣労働者や臨時社員の雇いどめ、解雇をしてきま

した。交付の根拠が崩れています。また、企業との約束だから、条例で決まったものとい

う主張ですが、道理ある正当な条例の改正、すなわち、政策変更はあり得ることでありま

す。この点で、今回の集中改革プランで市民への負担強化は条例や規則、要綱の改正で進

めているわけであります。市民への約束は変更するが、企業への約束は変更できないとい

うのは、つまり、これこそ政治姿勢の問題と考えます。

　改めてお聞きしますが、少なくとも資本金５億円以上の大企業については、この際振興

助成金は廃止すべきと考えますが、見解をお聞きします。同時に、現在の資本金５億円以

上の企業数、助成金についてお聞きしたいと思います。

　最後に、教育方針について、教育長にお聞きします。

　教育長の平成２２年度の教育方針では、就学前では心の育ち、学校教育では生涯学習社

会に適応できるための基礎的・基本的な力と自立の能力を、さらに、社会へ出てからは生

涯にわたって学習する行動力を身につける教育として、そのキーワードとなるものは人権・

環境・情報の３つから成るとしています。一見もっともなような見解ですが、問題はそれ

を進める具体的指針と理念であります。

　その点で何点かをお聞きしますが、１点目は保育園を含む幼稚園、小中学校において、

なによりも大事な点は、情操豊かで健やかな人間を成長させる教育実践であります。この

点で、教育方針では学校間格差や競争意識を植えつける全国学力テストの是非や実施の有

無については触れられませんでした。まこと教育長が言うような教育方針を進めようとす

るならば、学力テストはこれに反すると考えます。この際、参加をやめるべきと考えます

が、見解をお聞きします。

　２点目に、３５人学級の実現についてであります。学校教育の基本は、子どもの基礎学

力の向上であることは言うまでもありません。これにふさわしい教育環境・条件整備をす

ることが必要であります。この点、小中学校において３５人学級の早期実現が急務であり、

その要望は強いものであります。この方向について、どのように考えておられるのかをお

聞きいたします。
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　３点目に、教育方針では、人権が根づく教育風土づくりを一つの柱にされています。心

の育ち、生涯学習社会に適応できる基礎的な力、自立などをうたっていますが、これはこ

れでそのとおりなのでしょうが、問題は、この間を見ましても学校現場でのいわゆる差別

発言などの事象に対して、運動団体である部落解放同盟も参加して確認会・学習会などを

行っています。これらの問題は、学校現場の問題・課題は教育現場で解決し、取り組むと

いうのが本来の進め方であります。よって、一部運動団体が教育現場に関与することはあ

ってはならないことであります。教育力が問われている問題でありまして、今後、運動団

体は参加させないことを求めますが、見解についてお尋ねいたします。

　最後に、滋賀県教育委員会が検討を進めている県立高等学校の統廃合問題について質問

いたします。ご承知のように県教育委員会は今後、小規模県立高校について統廃合を行う

ことを明らかにしています。本年９月には一定方向を出し、今後進めようとしています。

いざ検討が具体化されていきますと、野洲高校も統廃合の対象となります。高校教育の地

域的適切な配置と教育条件と環境整備の観点からも、この統廃合計画は本市にとっても重

大な問題と言わなければなりません。この問題について市教育委員会の見解をお聞きしま

す。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（鈴木市朗君）　市長。

○市長（山仲善彰君）　おはようございます。日本共産党野洲市議会議員団の小菅議員の

代表質問のうち、施政方針と予算編成の部分について私のほうからにお答えをさせていた

だきます。

　まず、集中改革プランの市民理解と合意についてでありますが、昨年６月に財政健全化

集中改革プラン（素案）を策定いたしました。この成案化に向けましては、透明性と協働

性を基本として、市の広報、ホームページで情報を公開するとともに、市民懇談会や団体

との話し合いなどで市民のご意見をお聞きし、また、特別委員会を初め議会のご審議を経

て最終案として取りまとめをさせていただきました。

　市民サービスの切り捨てと負担強化がメジロ押しというご指摘でありますが、集中改革

プランが市民サービスの低下につながったということは基本的にはないと考えております。

あえて言いますと、ふれあいセンター一般浴室が老朽化し、改修費に多額の費用が必要な

ことから１２月末で廃止をさせていただいたところであります。また、使用料・手数料の

見直しでは、元気カード所有者につきまして、循環バスやスポーツ施設等の使用料を全額
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免除していましたが、負担の適正化の観点から小額の費用を徴収させていただくこととし

ました。市民懇談会でのご意見も踏まえて回数券や定期券を設けることで一定の負担軽減

を図らせていただいております。

　集中改革プランの見直し項目で議会での議決が必要な項目につきましては、９月、１２

月定例市議会でご審議をいただき、議会の判断をいただいたものを今回、平成２２年度予

算案に反映をさせていただいたところであります。

　なお、コミュニティバスの障害者の方の利用につきましては、具体的には後ほど市民部

長のほうからお答えをいたしますが、これにつきましても一定の負担をいただくというこ

とで、今のご指摘でありますと確かに負担がありますが、バスが利用できない障害者の方

がたくさんおられます。自分で移動しておられる、あるいは施設がバスで便宜を図ってお

られる。そういうことから考えますと、さきの議会でのご質問でもお答えしましたように、

分子しか見ていただいていない。高齢者の方でも４路線から外れておられる方は今移動手

段がないわけです。本当にお金を払ってでもいいからバスを通してくれとおっしゃってい

る方がある中で無料の方がある。そこに、一部適正にご負担をいただこうということで、

先般も当事者のお母さんからお手紙がありました。せめて回数券でもやってほしい。ある

いは、施設の便宜をということでしたので、そういう方向で詰めさせていただいておりま

す。詳細は後ほど市民部長のほうからお答えをいたします。

　次に、分庁舎廃止後の利活用についてでありますが、これも従来から申し上げてますよ

うに、建物ありきで活用を考えることは基本的には困難でありますが、活用方策を民間か

ら募ることや住民の方にもその検討にご参画していただくことで、平成２２年度中には、

利活用の方策を見出したいと考えております。これも昨日申し上げましたように、合わせ

て１４万平米の実質普通財産の市有地があります。そういった膨大な分母の中で市の財産

をどう活用するかという観点で考えるべきでありまして、私が申し上げたようにある建物

をすぐにという簡単な話ではないというふうに基本的には考えております。

　次に、定住外国人に対する地方参政権いついてのご質問にお答えをいたします。

　まず、参政権と市民参加制度として住民の意思・意向を確認して政策決定に反映させる

仕組みである住民投票制度とは、その趣旨が異なるものと考えております。

　日本が今後少なくとも半世紀の間、少子高齢化が進行すること、国の仕組みが先進国の

中ではいわゆる閉じられたものであること、ヨーロッパ連合やアメリカ合衆国のような複

数の国家間の連帯・連携の仕組みを持っていないことなどを考えますと、今後もっと開か
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れたたくましい国の形にする必要はあるとは考えますが、そのためには、国際関係や日本

国籍のあり方、あるいは地方だけでいいのか、国もかといった総合的な検討が必要であり、

現在議論されているような形での参政権の付与につきましては、慎重に対応すべきものと

考えております。

　以下につきましては、担当部長のほうからお答えをさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　教育長。

○教育長（南出儀一郎君）　おはようございます。日本共産党野洲市議会議員団を代表さ

れました小菅議員の教育関係の代表質問にお答えを申し上げます。

　まず、第１点目の全国学力・学習状況調査についてでございますが、全国学力・学習状

況調査の主なねらいは、みずからの教育あるいは教育施策の成果と課題を把握すること、

また、その改善を図るとともに、そのような取り組みを通じまして、教育に関する継続的

な検証改善サイクルを確立して、児童生徒の一人一人への教育指導や学習状況の改善など

に役立てることであります。このことを踏まえまして、本市におきましては、平成２２年

度、抽出されました学校で実施する方向であります。

　第２点目に、３５人学級の実現についてのご質問にお答えします。本市では、市独自で

すべての学校に３５人学級を導入することは考えておりませんが、国に対しましては、県

都市教育長会を通じて、段階的な実現に向けて継続して要望しているところでございます。

　３点目の人権が根づく教育風土づくりについてお答えをいたします。市内の各校におき

ましても人権が根づく取り組みを進めているところであり、学校における課題につきまし

ては、当然ながら学校が主体となって児童・生徒への指導を行っているところであります。

また、確認会・学習会についてでございますが、これは、社会問題として存在する差別を

なくすために、何が課題であるのか、何をすべきかを、行政と関係機関・団体が一緒に学

び合うためのものであり、差別をなくし、人権を根づかせるための機会でありますので、

特定の参加者を拒むものではないと考えております。

　最後に、４点目の高校の統廃合につきましては、現在、県において検討会で論議されて

いると聞いておりますが、その具体的な内容はまだ市では把握しておりません。したがい

まして、現段階ではお答えは控えさせていただきたいと思います。

　以上、小菅議員の代表質問に対する答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　市民部長。

○市民部長（髙田一巳君）　皆さん、おはようございます。続きまして、施政方針と市予
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算案についてのご質問のうち、コミュニティバスについてのご質問にお答えをいたします。

　今回の料金改正につきましは、全く利用しない人や利用できない人との公平性の観点に

かんがみ、来年度から一定の受益者負担をお願いするものであります。県下で高齢者や障

害者の方を無料にしているのは本市だけであり、受益者負担の適正化の観点から、通常料

金の半額である１００円をお願いするものであります。

　なお、市内の作業所に通所されている多くの人が、作業所の送迎バスを利用され、コミ

ュニティバスの恩恵を受けている人は少ないのが現状です。送迎バスを運行している作業

所には、国・県・市からも補助金を支出していますので、議員ご指摘の作業所についても、

他の作業所と同様の対応を期待しております。

　続きまして、３点目の住民投票条例の施行についてのご質問にお答えいたします。

　議員ご指摘の国民投票法に係るシステムが、野洲市住民投票条例のシステム構築に利用

できないことは、さきの１２月議会における総務委員会で説明させていただいているとこ

ろでございます。その折にも申し上げましたとおり、次年度に、入管法等の改正に伴う外

国人登録法の改正及び住民基本台帳法の改正が控えております。これらは、平成２１年７

月１５日に公布されており、その日から３年以内に施行されることになっております。こ

うした法改正には、電算システムの変更が伴いますことは申すまでもないことであります

が、住民投票条例のシステムを構築するに当たっては、そのデータ元となります住民基本

台帳システムを整備した後に行うほうが、二度手間を回避でき、経費面からも得策と考え

ているところであります。

　したがいまして、市の重要課題であります財政危機の折、財政面との合理性を考慮しな

がら、一方で、住民投票条例の重要性にかんがみ、いつでも対応できますよう、３年後と

せず、３年を超えない範囲で施行することとしたところであります。ご理解いただきます

ようよろしくお願いいたします。

　以上、答弁といたします。

○議長（鈴木市朗君）　健康福祉部長。

○健康福祉部長（新庄敏雅君）　皆さん、おはようございます。それでは、小菅議員の国

民健康保険法第４４条の医療費減免についてお答えを申し上げます。

　４４条の減免につきましては、医療機関窓口での一部負担減免の取り扱いについて、そ

の対象者や減免率の適用基準、減免に伴う財源、また、医療機関や審査支払機関、あるい

は他の自治体との広域連携が不可欠で、県域レベルで統一しないと実現が難しいことなど
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から、これまで実施には至っておりませんでした。今年度、病院での医療費未収金問題を

発端として、減免制度や保険者徴収制度の運用に係る国のモデル事業が、本県では甲賀市

で実施されております。今後、その結果をもとに平成２２年度中には一定の基準が示され

ることになっており、広域での取り組みへの課題解決につながるかは不透明でありますが、

国が示す基準を踏まえ、適用に向けた検討を進めてまいりたいと考えております。

　以上、答弁といたします。

○議長（鈴木市朗君）　環境経済部政策監。

○環境経済部政策監（土肥義博君）　皆様、おはようございます。

　それでは、小菅議員の農業振興についてのご質問にお答えを申し上げます。

　１点目の戸別所得補償モデル対策につきましては、平成２３年度、再来年度の本格実施

に向けまして、来年度モデル対策として実施をされるというふうになってございます。モ

デル対策として実施される中で、課題などを、県等を通じて提言してまいりたいというふ

うに考えておりますが、まずは当面、本市といたしましては、今回のモデル対策について、

各農家が取り組んでいただけるように啓発に努めてまいりたいというふうに考えておりま

す。

　なお、新政クラブの河野議員からの代表質問でお答えいたしましたように、小規模農家

への所得補償ですとか、あるいは、それの反面の現象としての土地改良施設の維持管理へ

の影響、それから、今、小菅議員からご指摘をいただいた全国一律のモデル事業の単価設

定については検討の余地があるというふうに認識をしております。

　２点目の市の農業振興策について、条例制定についてのご提案でございますが、これは

議員かられまでも何度もいただいているところでございますが、昨年１１月に野洲市農業

委員会から出されました平成２２年度野洲市農業施策に関する建議の中で、野洲市農業・

農村振興計画の策定と、工程表に基づく確実な実現が重要項目の一つに位置づけられたこ

とを真摯に受けとめまして、今般、施政方針の中でも野洲市における農業・農村の振興の

展望を開く計画策定に取り組むことを述べたところでございますので、条例制定について

は考えておりません。

　なお、昨年１２月議会の一般質問で、小菅議員からこの建議書に対する市としての考え

方について質問をされたときのやりとりを振り返ってみますと、小菅議員からは条例制定

についての言及は一切なされていないことは、市議会のホームページの昨年１２月１０日

の議事録を確認いただければ明らかでございますので、念のため申し上げます。
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　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　環境経済部長。

○環境経済部長（岡野　勉君）　皆さん、おはようございます。それでは、私のほうから、

小菅議員の５点目となります中小企業振興条例の制定と６点目の工業振興助成金について

の質問にお答えをいたします。

　まず、５点目の中小企業振興条例の制定についてでありますが、昨日の新政クラブの河

野議員の質問にもお答えをいたしましたように、商工業振興を推進するための方向性を明

確にいたしまして、また、活性化を図ることを目的として（仮称）野洲市商工業振興指針

の策定を、平成２２年度に着手する予定でございます。ご質問の中小企業振興条例の制定

については考えてございませんのでよろしくお願いいたします。

　次に、６点目の工業振興助成金についてのご質問にお答えをしたいと思います。資本金

５億円以上の大企業についての工業振興助成金は廃止すべきであるとのことでありますが、

これまで条例に基づき交付をしてきた経過もございます。今後も約束しております助成金

については財政状況を見極め交付をしていくものでございます。

　なお、先の１２月議会で、野洲市工業振興条例を改正でもって企業に対し助成金を交付

しないことは法的に違反するのかとのご質問をいただいたところでございます。顧問弁護

士に相談をいたしましたところ、既に債権は成立しており、条例改正をもって支払いを廃

止することは不可能であるとの見解でございました。

　また、２点目のご質問の、今後支払いを予定している資本金５億円以上の企業数あるい

は助成額ということでございますが、企業数は６企業であります。助成額は約２億６、７

００万円を見込んでいるところでございます。よろしくお願いいたします。

　以上、答弁といたします。

○議長（鈴木市朗君）　小菅六雄君。

○３番（小菅六雄君）　ちょっと順番が逆になりますが、教育長にお聞きします。

　全国学力テストそのものもこれまで問題だと言ってきましたが、加えてさっき言われま

したように今回抽出方式ですね。野洲市の場合は、希望参加はされないんですよね。いず

れにしましても、このやり方は百歩譲っても、より一層極めてあいまいな全国学力テスト

になったと思うんです。これまで学力テストを支持してきた教育学者ですら、この抽出方

式に実施の意義が見当たらないと主張しておられるところもあるんです。だから、本当に、

先ほど教育長がテストの結果を検証し改善云々言われましたが、少なくとも今回のやり方
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は、百歩譲ってもそのような方向にはならないと思うんですけども、そういう意味から、

どうしても実施するというのであれば、野洲では２校でしたか、３校でしたか。そういう

感じで本当に野洲市にとってどのような効果を期待しているのか。これははなはだ疑問だ

と思ってますので、もう一度お聞きしたいと思います。

　それと、高校の統廃合の問題ですけど、具体的な内容は知らないというか、つかんでな

いと言われましたが、つかんでないこと自身が私は問題だと思うんです。これは、昨年３

月３１日に県教育委員会の県立高校のあり方検討委員会が今後の県立高等学校のあり方に

ついての報告書を出されたわけです。これは御存じですか。これによりますと、小規模な

改革・改善の対応だけでは不十分、県立高校のあり方を根本的に見直し、学校の廃止を含

めた大幅な統合・再編の必要がある。こういう報告書を出しているんですね。具体的には

県内、現在４６校があるわけですけども、１学年５クラス以下の高校を対象に統廃合を行

うというものであります。５クラス以下の高校は、野洲高校も含め全県で２５校あるわけ

ですけども、具体的には、この平成２２年度に県教委のつくる審議会で検討し、９月には

答申をしてもらい、具体的に統廃合計画を今年度準備すると言っているんですよ。だから、

ちょっと市教育委員会が県立高校といえども、この方向を内容をつかんでいないというの

は、これはこれで問題だと思うんです。言うまでもなく、野洲高校は対象になりますし、

地域に根ざした高校として、野洲市としても看過できない問題だと思うんです。ですから、

市教育委員会のみならず、市全体で統廃合計画の検討をもっと注意深く、場合によっては

統廃合計画をやめるということを求めることも含めまして、意思表明すべきやと思うんで

すけども、もう一度、今言いましたことも含めて見解をお願いしたいと思います。

　それと、工業振興助成金ですが、たしか今答弁では債権は成立している、だから条例改

正をもっても支払いは廃止できない、そう言われたんでしたかね。これは正確ではないで

すよ。これは以前にも言ったことがあると思うんですけど、沖縄県の宜野座村でよく似た

事例なんですけども、企業誘致条例に基づく補助金制度があったわけですけども、村長選

で村長がかわり政策変更をし、条例を廃止し、補助金打ち切りをしたんですよね。そした

ら企業が損害賠償の訴訟をされたんですけども、最高裁では条例廃止を認め、損害賠償は

発生しなかったと。つまり、先ほど弁護士さんに聞いて、債権は成立している、廃止はで

きないと言われましたが、問題は、廃止することに合理性・正当性・納得性があるか、そ

こが問われるんですよ。仮に裁判となってもですね。つまり、地方自治体は住民で構成さ

れてますよね。その住民及び市長による政策変更は当然あり得ることなんですよ。これは
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地方自治体の裁量の範囲ですから、廃止は可能なんです。実際いざ廃止してすべて訴訟が

起こるとは限りませんので、常識という問題もありますので。だから、弁護士さんに聞い

て、債権は成立しています、廃止はできない。今言ったことも含めて本当に検討されたん

ですか。もう一度お聞きしておきたいと思います。

　それと、戸別補償制度ですが、正直言いまして、ある意味農家の皆さんは期待もあるけ

ど不安もたくさんあるということだと思うんですけども、モデル対策には課題があって、

県を通じて提言すると言われましたが、先ほど少し言われましたが、具体的にどういう提

言というか、問題というか、課題があるとかいうのをもう一度教えてほしいんです。こう

いうことについて提言していきたい。その一つが先ほど言った部分なんですけども、本当

にこの土台部分、１万５，０００円の算出についても、本当に正確にきちっと見ていない

ですね。標準的な生産に要する費用は、もうご承知のとおり１万３，７０３円であります

が、統計資料を見たんですけど、近畿地方の統計では、この生産に要する費用は１万９，

６９８円という統計も出ているんですよね。これから見たら実に６，０００円の差ですよ

ね。こんな１万５，０００円、とてもじゃないけど補償されない。大きな問題なんですね。

もちろんこの点については先ほど答弁されましたが、全国一律の単価設定については問題

あるという認識、そういう答弁をされましたね。これは同じ意見なんですけども、そうい

うことも含めて、提言しようとされている問題点、課題、どういうことがあるのかを含め

てもう一度確認しておきたいと思います。

　昨年１２月議会では条例制定の質問はなかったと言われましたが、そういう答弁を聞い

てても、やはり市は市民から言われなければ何も物事を考えない。みずから農政のあり方

を考えていくという姿勢がない。受け身の農政ということの答弁のあらわれですよ、それ

は。そういうのであれば、先ほど政策監も言われましたが、ことし１月ですか、農業委員

かとの懇談会をされましたね。たしかその中でも委員の中から振興条例制定を求める声も

出たと聞いているんです。出ているでしょう。だから本当に私の質問もそうですし、農業

委員会あるいは農家の皆さんからの要望も真摯に受けとめないと私は考えるわけでありま

して、改めて今言いましたように農業委員会の中からもそういう意見が出たということも

踏まえ、本当に条例制定が必要ないと考えておられるのかどうか、改めてお聞きしたいと

思います。

　それと、医療費減免ですが、もちろん去年から全国、周辺では甲賀市でされたモデルも

含めて、当然市のほうは知っておいでだと思うんですけども、今の答弁を聞いても結論的
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には国の方向を見きわめて今後云々言われましたが、この国保法の４４条の精神はそうで

はないと思うんです。これは実施することを地方自治体に本来は求めているんですよね。

これも以前、もう何年か前に言いましたが、仮に市民からこの申請が出れば、市は受理し

なければならないんですよ。市の条例規則があろうがなかろうが、法律では、減免申請が

出れば受理しなければならないんですよ。そこまで法律ではうたっているわけでありまし

て、だから、単に国の方向を見きわめるという消極的じゃなくて、今回、昨年の通知も含

めて、野洲市独自でもやると。全国的には多くの自治体が既に独自でやっているんですよ。

もう一度お聞きしておきたいと思います。

　それと、循環バスでありますが、私は市長の答弁にしても部長の答弁にしても、問題の

すりかえだと思うんです。乗りたくても乗れない人がいるから公平性の観点から一定出し

てもらうと言われましたが、現実、これも先ほどと繰り返しになりますが、作業所に通わ

れるわずかな給料の中で、そこから食事代とか、今回また循環バスのバス代が場合によっ

ては月４，０００円、これで本当に障害者の皆さんの社会参加、就労拡大がなるのか。ブ

レーキの役割を果たしているんじゃないんですか。今回、修学旅行の場合でしたら、根本

的には賛同しているわけではないですけども、所得制限で中学校の修学旅行の準要保護は

事実上全額負担されることにしましたね。そういうことを考えれば、私は今回この循環バ

スのさっき出しました例は、それ以上に深刻な問題だと思うんです。市長でも結構ですし

部長でも結構ですし、先ほどの答弁で本当に責任を果たしてと思っているんですか。もう

一度お聞きしたいと思います。

　最後に、これは市長答弁は結構ですけども、私は市長に言っておきたいんですけども、

就任以来、行政方針及び市長の政策に基づく意思決定、これらについて情報公開なり市民

の意見を聞く場とかいろいろ、これは前市政にはなかったことですから、これは多いに評

価しているんです。しかし問題は、その推進を市民の立場で市民の思いを真摯に受けとめ、

その立場で進めているかどうかというと、私は極めて問題だと思っているんです。都市計

画税あるいは予算のこの間の問題でも、私は全体の印象として市民の声を聞く姿勢が感じ

なかったんです。はっきり言いますが、反対的な意見を受け入れない姿勢が市長にはあっ

たと思うんです。事実、都市計画税、反対なら何も強行的に導入しない。そのかわり、て

きなければ博物館を閉める、コミセンを閉める、市民サービスも下げる。私、こんな説明、

答弁ではとても市民の理解は得られない、建設的な議論はできないと思うんです。あるい

は、私は提案する、決めるのは議会だと、こういう発言もされましたが、こういう市政運
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営の不信を拡大するだけだと思うんです。ですから、もっと市民の思い、市民の主張を真

摯に受けとめて、そこから議論をスタートさせる、そういう姿勢が市長のみならず市の執

行部には必要だと私は思うんです。これは弱かったと思うんです。

　なお、先ほど言いましたように、この指摘は質問でもありませんし、要望でもあります

し、本来の市政運営のあり方についての、これは私の考えの一端でありまして、答弁は結

構ですので、それ以外の答弁を再度お願いいたします。

○議長（鈴木市朗君）　市長。

○市長（山仲善彰君）　質疑ですから、答弁結構と言いながら一方的にご意見というのは、

それはちょっとおかしいです。たまたまバスのことを言っていただきましたので、バスの

ことに絡めてお答えをいたします。

　私は常々オーダーメードサービスをしたい、行政をしたい。普通行政というのは汎用で

先に制度を決めてしまってます。市民の方が何か来られても、いや、これは制度にありま

せん。結局だれにも合わないわけです。だから汎用じゃなしに、むしろ課題あるいは個々

人の問題解決に向けた制度。ただ、それを、制度を無視してはだめでして、それを制度化

する。その制度が結果的には汎用して、いわゆるユニバーサルになるわけですね。オーダ

ーメードがユニバーサルになるという観点でやっています。ですから、この１年間いろん

なことを工夫して、ご意見をいただいたら回数券をつくったり定期券つくろうとかやって

いるつもりです。あと保育所のサービスでも多分来年度から画期的なサービスが個々に始

まります。自慢してませんけれども。いろんなご意見は聞いているつもりです。

　今回のバスも、さっき申し上げたようにきちっと、多分当事者のご家族だと思います。

お手紙が来ました。はっきり書いてました。定期券でもいいから工夫してもらえないかと。

払いますと。そして、市内の全部の共同作業所の実態を調べてもらいました。さっき部長

が説明しましたように、基本的には送迎をしてます。だから、循環バスで通っておられな

いほうが多いわけです。だったら今のその方にも、補助も出しているわけですから、サー

ビスをバスの送迎でという話も今個々にしてます。ご家族は定期券でもとおっしゃってい

る。定期券があれば共同作業所へ行くだけじゃなしに、今回からは土曜日も動かしますか

ら、行く行くは日曜日も動かしたいと思ってますから、より社会参加が広まると思います。

一方では、これも少しご意見があったから、そういう意見もあるので、また後にも説明し

ますけども、タクシーチケットの助成をぐっと上げました。これは先生方から言っていた

だいてません。職員の判断でやりました。だから決して今おっしゃったようなことじゃな
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しに、個別に解決していると思いますから、聞いてるとか聞いてないとか、そういう話で

はないと思ってます。

　ただ、市民説明会で何回も説明をいたしました。これはやはり職員が市民の方の意見も

受けながらつくった案ですから、一定それなりの自信があります。言われてへなへなとし

ているようなものでは、これは失礼でもありますし、ですから対論はきちっとやります。

　それと、お金が限られているわけです。だれかがごちそうを食べているとか、だれかの

懐に市民の税金が行っているということは今の市政では一切ありません。これだけ縮小し

ている中で工夫をし合ってということですから、当然負担が高まって当たり前なんですよ。

天からお金が降るわけじゃないです。市民説明会でも野並議員が同和対策費を減らしたら

いいとおっしゃいました。でも同和対策費、２億円はないんですよ。人権施策の人件費も

全部含んでます。それでも２億しかないわけです。２億切っていると思いますけど、来年

度はもっと切ります。今想定していた都市計画税は３億円です。足らない財源は１０億円

です。その中でどこへ出てくるかという観点から、やっぱり市民の立場、市政の立場に立

ってご判断をいただきたい。何か言いがかりみたいに、聞かないとか強行だとか、そうい

うつもりは私は全くなかったと思いますので、ぜひやわらかい心で対面させていただきた

いと思います。

　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　順次、指名いたします。教育長。

○教育長（南出儀一郎君）　それでは、小菅議員の再質問にお答えさせていただきます。

　１点目は、全国の学力・学習状況調査の抽出についてでございますが、抽出校につきま

しては、小学校２校、中学校１校ということで、平成２２年度実施をする予定になってご

ざいます。また、学校からの希望調査についてはございません。そして、抽出についての

効果等についてでございますが、悉皆調査というのを前回、前々回としたところでござい

ます。そして平成２２年度は抽出調査ということでございますが、全国の学力状況あるい

は学習状況の傾向だとか、あるいはその中の課題を見るということが大きな目的でござい

ます。そういったことで、次の学習指導や、あるいは教育施策に生かしていくということ

が目的でございますので、そういった意味では、この抽出の数ということが十分であろう

かと、そんなふうに認識をしておるところでもございます。

　次に、高校の統廃合のことでございますが、高校統廃合についての検討委員会が県のほ

うで立ち上がっているということは承知をしております。詳細については、今後また十分
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に検討をしていきたいというように考えておりますが、野洲市には歴史ある野洲高校が１

校ございます。そういったことにも関係する内容でございますので、今後そういった県の

動きについては注視をしていきたい、そんなふうに考えております。

　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　環境経済部長。

○環境経済部長（岡野　勉君）　それでは、小菅議員の再質問の工業振興助成金につきま

してお答えをしたいと思います。

　沖縄県宜野座村の例をお話しいただきました。そして、最高裁での判決等のことでお話

をいただきました。このことについては今ちょっと認識はしておらないんですけども、議

員の質問の中で本当に検討されたのかと。弁護士の相談等お答えをしましたんですけど、

本当に検討されたのかということでございますが、弁護士にも今までの事務の経過等も流

れをお知らせして、その中での見解をいただいたところでございます。沖縄宜野座村の訴

訟の内容等は承知をしておられないわけでございますが、今それのお答えは控えさせてい

ただきますが、仮に、大きなリスクといたしましては民事上の問題が発生するのではない

かということが１点ございますので、そういうことも考えに入れて、当然宜野座村のこと

も確認をしていきたいとは考えております。

　ただ、市におきましては、交付の考え方というのは先ほども申し上げましたとおり、交

付をしていこうと、そして政策変更はしないという立場に立っておりますので、そういう

ことで進めてまいりたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。

　以上でございます。

○議長（鈴木市朗君）　環境経済部政策監。

○環境経済部政策監（土肥義博君）　それでは、小菅議員の再質問、農業振興関係につい

てお答えを申し上げます。２点あったかと思います。

　まず１点目は、今の戸別所得保障モデル対策について、どういう意見を言っていくんだ

と、どういうような提言をしていくんだというようなお尋ねだったかと思います。当然こ

れからやっていく中でいろいろまた出てくる問題はあるかと思いますが、そこは今まだ動

いてませんので、それはちょっと今できません。まずは今想定されている話というか、既

にモデル対策をやられるときにも、野洲市のほうからもご意見として農水省に出させてい

ただいている話があります。それは、集落営農組織とか集団化してやっておられるような
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ところと、本当にまだ小規模でやられているところと、これを一律でやるというのが今の

民主党の政権になってからの政策になってますけど、これで本当に守りたい農地を守れる

んでしょうかというところは、これは我々ちょっと考えなきゃいかんかなと。要は、昨日

の三和さんの関係の、いわゆる市街化区域の農地のところの話。ここについても生産調整

さえすれば今の制度では１０アール当たり１万５，０００円もらえますという制度体系に

なっているわけでございます。ですから、本当に、要はそういうところにもずっと、もち

ろん農地を守っていただくというのは、これは可としますけれども、我々、特に農政を担

当するほうの立場としては、いかに農業振興地域の中で農地を守っていくか。そこに集中

をしたいなとい思いがありますので、そこまで幅広く大盤振る舞いしてどうなんですかと

いうようなところのお尋ねはさせていただいているというところでございます。

　それから、あとは、もう１つ、いわゆる条例の話についてですが、受け身ではないのか

と。要は、言われなかったからやらないよという話じゃないのかというような、そういう

話で先ほどのお話を申し上げたわけじゃなくて、もし議員が条例制定についてずっと情熱

をお持ちなのであれば、一貫性を持って１２月のときにも条例について少し言及をしてい

ただけるとありがたいなということで申し上げたということでございます。当然、今、農

業委員会の建議を受けて振興計画を立てると、来年度の早い段階でまずは骨子をお示しを

させていただいて、皆様とご議論をいただいた中できちっとつくっていくということをい

わせていただいております。当然それをつくって、つくった暁の中で、またこれ、要は計

画だけだったらちょっと計画倒れと違うかというようなご意見が、ひょっとしたらまた出

てくるかもしれません。だから、当然、計画をまずは我々のほうでつくらせていただいて、

それから、もしそれで、その実行は不十分じゃないのかとか、そのようなご意見があれば

またそういうようなところでの検討はあり得べし話なのかなというふうに今考えている次

第でございます。

　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　健康福祉部長。

○健康福祉部長（新庄敏雅君）　小菅議員の再質問の４４条についてお答えを申し上げた

いと思います。

　おっしゃっていただきました国保の４４条の法の趣旨については理解をしております。

ただ、この趣旨については、することができるという条項になっていて、市町村が取り組

むかどうかというような形で理解をしております。これにつきましては、先ほど申し上げ

－150－



ましたように、広域化というのか、医療機関含めて理解いただくとともに、野洲市民だけ

でなくて、今、国保も広域化の課題がある中で、ある意味では１つのスケールとしては滋

賀県民が等しくこの法のもとで適用されるべきだということを考えております。国もモデ

ル事業の中でも実はこの課題があるという、ある意味では示しているなど、ここに昨年７

月に来てますけども、本モデル事業の結果を検証し、平成２２年度中には全市町村におい

て適切な運用が行われるよう一定の基準を示す予定であるということですので、国もこれ

から実際のところはできることを考えていくという状況ですので、本市としましても、こ

れを見きわめながら、これまで国保担当課長で検討しておりますので、しっかりと検討し

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（鈴木市朗君）　市民部長。

○市民部長（髙田一巳君）　先ほどの小菅議員のコミュニティバスに係ります再質問にお

答えをいたします。

　以前にもお答えいたしましたように、急激な負担を避けるためには、割引回数券の発行

もあわせて予定しておりますし、これを利用いただきますと、実質１回当たり８７円でご

乗車いただけることとなります。今後は、心身障害者燃料費タクシー利用助成事業の充実

や定期券等の検討など、その対象者それぞれに焦点を当てました福祉対策の取り組みなど

で対応してまいりたいと、このように考えております。コミュニティバスが市の直営とか、

均一料金化、有料化、小型化とした工夫を凝らしたということで来年度から運行するわけ

でございますけども、このことによりまして、先ほど市長も申し上げましたように土曜日

の運行も再開することができたと、このように考えております。

　それからまた、通所施設への送迎サービスの補助や、施設の経済的支援によりまして利

用者負担の軽減を図ってまいりたいと、このように考えております。そしてまた、来年度

の試算ですけども、障害者の皆様に利用料を負担していただく額を予測しておりますのは、

大体３０万ぐらいかなというふうに予測しておりますけれども、先ほど申し上げました心

身障害者燃料費タクシー利用助成事業のうち、タクシー利用の助成につきましては、先ほ

ど市長が申し上げました市長への手紙においてのご提案もいただきましたことから、タク

シー事業の助成につきましては、個人におかれましては年間で３，０００円のアップとな

りました。予算額で申し上げますと、昨年度と比較しますと、１，０８０万が１，３６０

万８，０００円と２８０万８，０００円、財政債権の集中改革プランの中にありましても、
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障害者福祉施策の充実は拡大されたと。トータル的に見ると、障害者福祉は充実したので

はないかと、かように考えます。

　以上、答弁といたします。

○議長（鈴木市朗君）　小菅六雄君。

○３番（小菅六雄君）　いずれにしましても、先ほど市長に言いましたように、答弁いた

だいたんですけども、市政は市民のものでありまして、その代表がある意味市長もわから

ないですけども、私の言いました思いを持って今後市政運営していただきますよう申し上

げておきます。

　以上です。

○議長（鈴木市朗君）　それでは、暫時休憩をいたします。再開を１０時４０分といたし

たいと思います。

　　　　　　　　　　　　（午前１０時２０分　休憩）

　　　　　　　　　　　　（午前１０時４０分　再開）

○議長（鈴木市朗君）　休憩前に引き続き、会議を再開いたします。

　次に、公明党、第７番、矢野隆行君。

○７番（矢野隆行君）　７番、矢野隆行でございます。公明党を代表いたしまして質問さ

せていただきます。

　今回の通常国会での論戦では、鳩山政権の３つのＫが焦点となっています。第１のＫは、

献金偽装などカネの問題であります。鳩山首相の献金偽装、小沢幹事長の政治資金問題と

いう不透明な政治とカネの問題であります。政権与党の党首と幹事長の、それぞれ複数の

秘書が起訴されるという憲政史上空前の異常な事態であります。民主党政権に対します国

民の失望感が広がっております。各マスコミの世論調査では、ついに鳩山内閣に対します

不支持が支持を逆転いたしております。その要因は、政治とカネの問題に対します疑惑が

深まっているだけでなく、一連の各紙の社説で最も多く登場した文言が自浄でございます。

指摘されていますように、民主党内から鳩山首相や小沢幹事長のお金の問題に対する追及

はほとんどなく、民主党の自浄能力が問われており、国民の政治に対します信頼が失われ

つつあります。

　本市においても、今こそ市民の皆様から信頼される市政運営が望まれているときであり

ます。我々野洲市公明党は、市民の皆様にわかりやすい市政と、市民の生命と生活を守る

ため、よりよい政策を訴え、実現を目指してまいります。本市においては、昨年より集中
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改革プランの中で、この大変な経済状況を乗り切ろうとしているところであります。さら

に、今期末は法人税が減収になりそうな気配で、本当に市政の力量が試されているときで

あります。

　そこで、本日は、市長の施政方針および教育長の教育方針並びにその他市政に対します

質問を行いますので、明快な回答をお願い申し上げます。

　初めに、市長に対しまして、施政方針に対します質問をいたします。

　①今回、予算編成市民懇談会を２日持ち、市民の意見等を取り入れていただいて、野洲

の元気と安心の生活をつくる予算案とのことですが、具体的な取り組みについての見解を

伺います。

　②この３月議会へ見送りになりました都市計画税経過と今後の都市を計画する上での位

置づけをどのように持っていかれるのか見解を伺います。

　③市長のマニフェスト、もっとのびのび自由にの中から何点か伺います。

　子どもたちの安全な通学路確保、公共施設のバリアフリー化事業の今後の取り組みと現

時点での危険な個所の認識について見解をお聞かせください。

　次に、もっとワクワク楽しくの中から伺います。

　計画的な新市街地の形成を図りますとありますが、具体的な計画はどのように取り組ん

でいかれるのか伺います。

　市民参画の力強いまちづくりとはどういったことを示すのか伺います。

　農政について、持続可能な振興についての具体的な計画施策、米粉スイーツの加工体制

の整備促進を本市独自のものにし、特産物開発まで繋げていただきたいが、見解を伺いま

す。

　市内循環バスの運行事業を市の直営とし、高齢者の外出支援を図る目的は十分理解でま

す。また、ワンコインでの受益者負担の原理も理解できますが、年金暮らしの高齢者の負

担をできるだけ軽減できる工夫を凝らしていただきたいものであります。例えば、１カ月

１，０００円から２，０００円のカードで、何回でも乗り降りできる、仮称、どこにも行

ける元気カードの発行を提案しますが、見解を伺います。

　景観対策といたしまして、野洲市の特徴ある景観を観光の目玉にできる景観を望みます

が、市長の景観計画の具体的な構想を伺います。

　次に、もっとしっかり安全・安心の取り組みの中から伺います。

　篠原幼稚園、篠原保育園の園舎の一体的な整備について、地形的な問題から横断時の安
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全は確保できているのか伺います。例えば、横断歩道が２箇所できないと聞いております

が、他市におきまして実際行っていた横断歩道の長い歩道を実現している例がございまし

た。これを提案しておきます。

　環境対策について、クリーセンター平成２８年建てかえについて、これからの市民全体

の問題といたしまして、市民への周知はどのように進めていかれるのか伺います。

　障害者の自立支援を目的といたしました障害者社会就労体験事業について具体的な取り

組みを伺います。

　次に、財源について、一刻も早く景気が持ち直すことが望まれるところでありますが、

いまだその気配は少しも見えてきていない状況であります。本市においては平成２０年度

から集中改革プランの中でかなりダイエットしてきたところであり、今後においてさらな

る経費削減の見通しと財源確保についての見解を伺います。

　次に、教育長に、教育方針について伺います。

　本市の将来を考える上で、児童・生徒の成長は大変重要な施策であります、その意味か

らして学校教育、生涯学習が時代の流れに調和していかなければならないと考えます。つ

ぎの点を質問いたします。

　１、教育を取り巻く状況が大きく変革してきているとのことでありますが、具体的には、

平成１８年度前と後ではどのようなことが、変わったのか伺います。

　２、世界に羽ばたく人づくりと掲げておられますが、本市のよいところであります伝統

と歴史遺産を活用した教育が必要と考えますが、どのようにこれらを取り入れていかれる

のか見解を伺います。

　３、年々増加している教育課題について複雑化しているとのことですが、具体的にはど

のような問題が多く発生しているのか、また、問題解決チームを学校以外から選出してこ

れらの問題解決に当たり、少しでも現場の先生方の負担を減らせないか、昨年も提案しま

したが、見解を伺います。

　４、元気な学校、園づくりについて、教師が元気を出して活動とありますが、先ほども

ありましたように、学校問題が複雑になる中、教師の元気づくりの取り組みについて見解

を伺います。

　５、前政権時、緊急経済対策の取り組みで、情報（ＩＣＴ）教育について、来年度予算

にようやくＣＰＵの導入がほぼ全小中学校に決まりますが、これからの社会を生き抜くた

めにも本当に子どもたちの大切な教材と考えます、きめ細かい指導を、特にネット社会の
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サイト等の危険性等、具体的な例を挙げての教育が必要ですが、見解を伺います。

　６、各学校の支援員が配置されていますが、本来の仕事と兼務と聞いております。実際

の仕事内容と実勢がどのようになっているのか。また、今回２校のみコーデｨ ネータを加配

し、配置の充実を考えておられますが、今までの支援員とのかかわり方と今後の人員の増

加は、どのようにされていかれるのか見解を伺います。

　７、子どもたちの読書運動は、大変重要と考えます。２０１０年、本年は国民読書年に

なっていますが、国の取り組みについて、本市の現状と、これまでの学校、学年での取り

組みは違いはあると思いますが、実態を伺います。

　また、市立図書館の取り組みの中で、学校用の貸し出しセットの取り組みをされようと

しておられますが、具体的な内容を伺います。

　次に、以前、各自治会での取り組みで、自治会の図書を順番に回して子どもたちや市民

の皆様に喜ばれていましたが、現状を伺います。

　また、これからの高齢化社会を迎えるに当たり、高齢者が一番近い自治会図書館に足を

運ばれ利用されることが望ましいが、それには新しい図書があることが前提になりますが、

この取り組みについての見解を伺います。

　８、幼保一元化への取り組みが進む中、教育委員会と幼児課との連携が大変重要になっ

てきます。縦割り社会の中で横のつながりをどのように調整されるのか見解を伺います。

　９、安心・安全な教育環境づくりについて、特に公明党は教育施設の耐震化をこれまで

進めてきました、ようやく本市も全小中学校に整備されることになり、一刻も早く整備さ

れることを願います。具体的に時系列で市民の皆様に周知を考えますが、見解を伺います。

　１０、子どもたちにとって健康を維持するために食事は極めて大事であります。学校給

食について問題点は今のところないのか伺います。また、地産地消の観点から地元食材の

使用状況を伺います。

　１１、子どもたちの安全確保のため、朝夕見守り、スクールガード、愛のパトロール、

子どもＳＯＳとご支援をしていただいておられます皆様に対しての感謝の意味を込めまし

て、長年続けてこられた方に対して教育委員会からの感謝状等の気持ちが必要と考えます

が、見解を伺います。

　１２、次に、人権が根づく教育風土づくりの中から何点か伺います。

　「人のよいところを探し、認める風土づくり」が重要との事ですが、具体的には学校・

園ではどのように取り入れられているのか、また子どもたち同士でどのような形で行動に

－155－



移しているのか、保護者の皆さまに、家庭での取り組みについての指導はどのようにされ

ておられるのか伺います。

　人権啓発の民間事業との連携は、どのような形でされているのか伺います。

　１３、次に生涯学習と生涯スポーツの充実について伺います。

　各学区にありますコミュニティセンターとの連携が必要とのことですが、現在は、野洲

市地域子ども教室の中で、地域の子どもは地域で育てるを合言葉に、子どもたちの週末に

おけるさまざまな体験活動や地域住民との交流活動を進めておられることは、大変よい取

り組みと評価しております。

　その中でも際立っているのが、祇王ほほえみ体験学習の中で祇王子ども合唱団・よさこ

い祇王教室、篠原地域子ども教室では、しのっ子ジュニアオーケストラ等は大変多くの活

動をされております。このような取り組みを、さらに多くの子どもたちの参加と地域の住

人の参加、また、各専門分野の指導者の確保が必要になりますが、財源の確保と人員の確

保、さらには持続的な施策として取り組みが必要ですが、見解を伺います。

　生涯スポーツに関しまして、中里学区・兵主学区子ども会による球技大会が、各自治会

の子どもたちが１チームになり、年に２回ほど開催されており、年少から年長の子どもた

ちが一体となって練習をされている姿は、本当に今大事な取り組みと考えますが、他の学

区でも必要ではないかと考えますが、見解を伺います。

　１４、次に文化遺産の継承と豊かな文化の創造の中から質問いたします。

　歴史民俗博物館の利用につきまして、子どもたちにとって野洲市の歴史を知る上でも大

変重要ですが、小・中・園の子どもたち個人の利用状況、また授業の一環として利用はど

のくらい時間を使っているのか伺います。

　絵画・書・音楽などの活動について、滋賀県が文化振興条例をつくりましたが、本市に

おいても昨年、公明党梶山議員が条例の必要性を提案しております。回答は、教育振興基

本計画の中で考えていくとのことでしたが、進捗状況と、これからの取り組みについての

見解を伺います。

　１５、次に、教育委員会の活性化について伺います。

　教育の現場を多くの市民に知ってもらう機会づくりは、これまでどのようにされてきた

のか、具体的な形で伺います。

　これまで、教育委員会に園・学校の保護者からの意見が寄せられていると思いますが、

どのように処理されてきたのか伺います。
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　昨年より毎年１１月１日を野洲市教育の日に告示し行事をされていますが、市民の皆様

への周知、認識はどのくらいのまで来ているのか、また、これからの取り組みについて伺

います。

　次に、本市の安心・安全なまちづくりの４点の角度からお伺いさせていただきます。１

つ目は介護現場について、２つ目は高額医療費の改善について、３番目は診療報酬改定に

よります地域医療への影響は、４番目、子宮頸がんワクチンの公費助成への形でさせてい

ただきます。

　このたび公明党は介護総点検を全国規模で行いました。滋賀県各市、本市においても調

査を行ったところです。この中から何点かうかがいます。

　（１）介護保険事業計画の推進状況の確認と推進の中で伺います。

　①特別養護老人ホームなど、介護施設の待機者の実数把握はきちんとされているのか、

また、その待機者解消策に向けて、実効性のある実施計画が制定されているのか伺います。

　②特養ホームへの入所希望が多いが、なかでも利用料の負担が少ない多床室や、老・老

介護や老・障介護に対応できる２床室の要望もあります。介護施設の調整を行う上で、今

後配慮すべき点でありますが、見解と取り組みを伺います。

　③今後において有料老人ホーム、ケアハウスなどの特定施設の施設整備状況とともに、

当該施設利用者の経済的負担の実態把握とその負担軽減を伺います。

　④介護施設の中で老朽化しているところも見受けられるようになってきております。ま

た、冷暖房等の設備に関しても非効率的な状況になっているところがあり、施設・設備の

改修につきまして今後ルール化が必要でありますが、公的支援に向けた基準づくりと具体

的な取り組みについて伺います。

　（２）要介護認定のあり方について伺います。

　全国市町村調査要介護認定のあり方について、利用者や事業者から寄せられた意見で多

かったものは、「認定審査に時間がかかる」が６割を超え、「認定結果が低い」「認定審

査員や訪問調査員の負担が大きい」が続いております。そこで何点か伺います。

　①介護保険申請から認定までの期間が長いため、早急にサービスを利用したい方が困っ

ている状況があります。本市においては調査、認定までどれくらい時間がかかっているか

伺います。またそ、の時間短縮のためにどのような手立てを講じているのか伺います。

　②法の精神から言いますと、申請申込時点からサービスを受けられることになっていま

すが、現状は何日後から介護サービスを受けられているのか。市として、ケアマネジャー
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による聞き取り調査による仮認定でのサービス提供について、どのように考えておられる

か伺います。　

　③介護保険適用までの事務が煩雑で時間がかかり過ぎている。事務を簡素化してスピー

ディーに、すぐ使える制度に改善すべきであるが、実態と改善に向けた取り組みについて

伺います。

　（３）介護サービスの充実についての中から伺います。

　（ａ）といたしまして、小規模多機能施設の設置促進　について、今後充実していきた

いサービスの中では、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型グループホームがともに４

割を超え、介護老人福祉施設が４割近くに迫っております。このほか、短期入所生活介護、

訪問介護に力を入れていきたいと答えた自治体が多くございます。この中から伺います。

　①地域で暮らせる環境を拡大するため、本市において、現状は１事業者ありますけれど

も、小規模多機能施設の設置促進への取り組みをどう考えているのか。また、今後必要な

サービスについては、どのように考えているのか伺います。

　②地域密着型サービスを充実させ、３６５日、２４時間の在宅サービスが求められてい

ます。そのための拠点整備として、小規模多機能型施設等の整備が求められていおります

が、現状と課題、取り組みについて伺います。

　③小規模多機能施設の設置が進んでいない状況がありますが、課題と改善策及び今後の

設置に向けた取り組みについての考え方を伺います。

　（ｂ）混合サービスについての中から伺います。

　本市におきまして混合サービス、混合サービスといいますのは介護保険制度で使えるサ

ービス以外の実費負担を伴うサービスの混合でありますが、についてはどのように考えて

いるのか伺います。

　（ｃ）介護事業者の駐車スペース確保について伺います。

　市単独で、高齢社会に向けて、介護サービスの充実のためにヘルパー、ケアマネ等の利

用する車両の駐車問題につきまして、地元警察と協議して特別の許可証あるいは公的駐車

スペースの確保についていかに考えているのか伺います。

　（４）認知症を予防し、また介護予防で元気な高齢者をつくるための施策・介護予防策

の拡充を図るべきであり、現在実施されている予防策の現状と課題、今後の取り組みにつ

いて次の点を伺います。

　①介護予防事業の啓発の積極的な取り組みについて伺います。
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　②介護予防体操などの開発、健康体操の普及、中身は、老人会の活動、充実・保健師活

用などの活動状況について伺います。

　④閉じこもり、認知症予防対策について、回想法の取り組みについて伺います。

　⑤音楽療法、園芸療法、学習療法など各種療法をもっと積極的に導入すべきであるが、

現状と今後の取り組みについて伺います。

　⑥地域にある既存の高齢者向け施設等をフルに活用し、転ばぬ先のつえとして転倒予防

体操など本市の取り組んでおられます筋力トレーニングのさらなる拡充が必要と考えます

が、利用状況と今後の取り組みについて伺います。

　（５）介護保険事業外の高齢者のため、福祉施策の推進の現状から見て次の点を伺いま

す。

　①今後の取り組みといたしまして、高齢者専用賃貸住宅等の設置などについてどう考え

ているのか伺います。

　②高齢者の方が常に携帯して持ち歩く安心カードの配布について伺います。この安心カ

ードの中身といたましては、氏名、住所、年齢、血液型、親族の連絡先、かかりつけ医、

本人の持病・アレルギー、国民健康保険の番号などを記入したものであります。

　③地域で支える高齢者福祉の環境整備について、例えば、ふれあい会食、ふれあいサロ

ン等の各自治会の状況について伺います。

　④特に単身者、高齢世帯に対します安否確認、緊急通報事業、宅配弁当事業、お誘い隊

などの本市の状況について伺います。

　⑤高齢者向け、配食サービスをもっと利用しやすくすべきであり、在宅要介護支援者向

けに公的支援の拡充策が必要ですが、見解を伺います。

　（６）介護家族や高齢者世帯に対します相談体制の設置や拡充の現場より伺います。

　①介護難民という言葉が生まれるほど、家族の介護をするために離職せざるを得なかっ

た家族などがおられます。そうした介護家族へのきめ細かい相談業務の実施についてどの

ように考えておられるのか伺います。

　②独居高齢者、高齢者世帯などの介護弱者に対しましてきめ細かい相談体制が必要であ

り、子育てにはファミリーサポートセンターがあり、さまざまな相談、要望に対応できる

環境が整っておりますが、高齢者に対します体制について現状を伺います。

　（７）在宅介護の環境整備について伺います。

　（ａ）住環境の現場から見て、自宅で介護を受けておられる人のうち、困っていること
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は、介護する家族の負担が大きい、身体的、精神的、経済的、これが３５．８％と最も多

い数値になっております。本人や家族の具合が悪くなったときに一時入所できる施設がな

い、これが１８％、利用料が高いが１８％、介護施設への入所待ちは１１％であります。

　そこで次の点を伺います。

　①家族の負担が多いが多数を占めておりますが、その解消のために在宅介護の環境整備

が一番の取り組みになります。地方自治体におきまして介護保険の中で住宅改修をサービ

スとして行うのではなく、一般会計から広く高齢者の在宅生活の居住性・安全性の確保の

観点から、高齢者住宅改修事業を行っている他の市があります。本市においても、在宅介

護家族の応援として、手すりの設置、フロアの段差解消、浴室の改修、トイレ改修など独

自財源で対応することが適切な住環境整備になり、介護予防の観点からも自立支援の観点

からも大切な視点であると考えますが、この点について見解を伺います。

　②身体的・精神的な負担の軽減の意味で、一時入所できますショートステイ、可能な身

近なグループホームあるいは特養におけるショートステイ床数の確保について、本市の状

況について伺います。

　③要介護者でも生活できるシルバーハウジング等の高齢者向け公営住宅の拡充が求めら

れております。既存公営住宅のエレベーター設置へ向けての取り組みとあわせて、バリア

フリー住宅整備に向けた取り組みの状況について伺います。

　（ｂ）福祉用具の貸与の状況について伺います。自宅での介護サービス利用は、デイサ

ービスが４０％、ショートステイが１７％、福祉用具が１６％、ホームヘルプサービスが

１５％の順でデータが出ておりますけれども、次の点を伺います。

　①福祉用具の貸与も最も利用割合としてありますが、その中で重要なのはベッドとポー

タブルトイレであります。ケアマネジャーのレベルによって、その貸与の実態が利用者の

ＡＤＬに即しているのか対応がばらばらな場合がありますが、本市におけるベッドとポー

タブルトイレの貸与等におきまして、担当部課はケアマネジャーにどのような指導をされ

ているのか伺います。

　（８）共助によるボランティア活動の推進について伺います。

　認知症サポーター１００万人キャラバン、今後の認知症高齢者の出現率を考えますと、

認知症サポーター１００万人キャラバンに対します各自治体の積極的な取り組みが急務で

はないかと思いますが、見解を伺います。　

　（ｂ）介護支援ボランティアについて伺います。
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　①全国的な広がりを見せている高齢者が地域で活躍できる環境づくり、元気な高齢者が

支え手になる取り組みが必要でありますが、本市での制度導入を検討しておられるのか伺

います。

　②介護ボランティア活動のポイント制の取り組みについて、例えば、昨年度提案してお

ります、介護施設等へ、ボランティア活動に対しまして１時間当たり１ポイントとして加

算して、年間で調整し、介護保険へ還付できるシステムづくりを提案しますが、見解を伺

います。

　（９）負担軽減について伺います。

　利用料軽減へ公的支援の充実として、認知症対応のグループホームなどでは、利用料の

負担が重いとの声が強く出ております。これら特定施設への公的支援の充実が求められて

いるが、入所者の実態と今後の取り組みについての見解を伺います。

　その他、介護現場の実態より伺います。

　介護職は重労働、低賃金のため、余りやりたくない職場という声が上がっておりますが、

重労働という点では、配置基準の見直し、２対１、夜勤体制の見直し、３交代など、看護

師や男性介護士の充実が求められているが、現状と課題、今後の取り組みについて伺いま

す。

　②介護保険制度のキーパーソンは、ケアマネージャーであります。処遇改善、人材育成、

資質向上を図るとともに、権限を与えるべきであると思いますが、現状と課題、今後の取

り組みについて伺います。

　③外国人の介護職員、研修生も積極的に受け入れるべきであると考えますが、現状と今

後の対応について伺います。

　次に、高額療養費の改善について伺います。

　医療費が高額になった場合に、一定の上限額まで払えば済む高額療養費は世帯で合算で

きます。しかし、７０歳未満の場合に、１回の医療費が２万１，０００円を超えないと合

算できない。高額だからこそ上限を決めているのに、なぜだめなのか。そのほかにも、月

をまたぐと合算できない、同じ医療機関でも、歯科とその他の診療科目が違った場合、歯

科は別計算、２つ以上の医療機関に別々にかかった場合も別計算で合算できない、同じ医

療機関の中でも外来と入院は別計算など、なぜこういうことが起こるのか。このような質

疑が参院予算委員会で公明党の山口代表により行われておりました。これに対しまして鳩

山首相の答弁は、それはレセプト、診療報酬明細書が電子化されておらず、２万１，００
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０円以上の部分を名寄せし、合算しているのが実情、将来的にはレセプト電子化の進展で

運用改善が可能か検討したいとし、まず、今年の４月から政令を変えるとしています。ま

た、一つの病院では科が別だから合算できないので、それは４月から改善すると答えられ

ております。

　次の点を伺います。

　（１）本市の国民健康保険加入者のこのような実情と対応について伺います。

　（２）病院における合算改善の対応について伺います。

　３番目、診療報酬改定によります地域医療への影響から伺います。２０１０年度の診療

報酬改定が２月１２日、中央社会保険医療協議会から厚生労働相に答申され、新年度この

４月から実施されることになっております。改定内容は医療の提供体制や患者の負担に直

結してまいります。地域医療がどのように変化するのか、市民に身近な医療がどのように

変化するのか大いに注目されるところでございます。今回の改定の特徴的なのは、深刻化

した医療崩壊を食いとめるために、医療機関に支払われます診療報酬が１０年ぶりにプラ

ス改定され、その大半が入院治療に配分されたこと。また、疲弊しております病院勤務医

の待遇改善がねらいであります。逆に、緊急入院料などの患者負担がふえることも明らか

になっておりますので、次の点を伺います。

　１、新年度から診療報酬の改定で市民にとって最も身近な医療はどのように変わるのか

伺います。また、診療明細の発行が無料で義務づけされたことは患者さんにとってどのよ

うなメリットがあるのか伺います。

　２、地域医療の担い手であります医師不足が指摘されている救急や産科、小児科、外科

の再建と、病院勤務医の負担軽減についてはどのように配慮されたのか伺います。

　３、社会問題化しております妊婦のたらい回しや救急医療などの現場にどのような配慮

がされたのか伺います。

　次に、４点目の子宮頸がんワクチンの公費負担助成について伺います。

　若い女性にふえ続けております子宮頸がん、その対策が全国各地で大きく前進しており

ます。女性特有のがん検診無料クーポンが大好評なことに加え、昨年１０月に厚生労働省

が予防ワクチンを承認し、１２月には発売がスタートしております。子宮頸がんは、日本

で年間約１万５，０００人が発症し、約３，５００人が亡くなっていると推計されており

ます。主な原因はヒトパピローマウイルスの感染と特定されております。予防ワクチンは、

子宮頸がんの原因の約７割を占めている１６型と１８型のウイルスに対しますもので、が
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ん検診とのセットでほぼ１００％予防できるそうであります。子宮頸がんは、予防できる

唯一のがんなのであります。そのため、ワクチンは世界中で広く使われております。しか

し、接種費用が１回１万円以上で、３回の接種が必要なことから、高額の負担を軽減する

ために公費助成が課題になっております。

　私たち公明党は、子宮頸がんの予防ワクチンの早期承認を強力に推進してきました。こ

れまで政府に対しまして、収入の多少によらず希望者全員が受けられるよう、公的助成制

度を速やかに創設するよう主張しております。国会での論戦や申し入れを重ねてきており

ますが、昨年１０月から、お知らせ運動を全国で実施し、予防ワクチンの公費助成などを

呼び掛けております。大きな反響が出ているところであります。

　東京都杉並区では、２０１０年度から子宮頸がん予防ワクチン接種を無料で行う方針を

発表しております。具体的には、中学生お祝いワクチンとして、中学校進学時の女子を対

象に、必要な３回分のワクチン接種費用が無料になるということです。杉並区議会の議論

では、国内の１２歳女児全員がワクチンを接種した場合、子宮頸がんの発生を７３．１％

減らせるという自治医科大学付属さいたま医療センターの今野教授の試算データも示され

ており、ワクチン接種の効果が強調されております。一方、子宮頸がんに罹患した場合の

医療費や労働損失は、ワクチン接種にかかる費用の約２倍であるという研究報告も紹介さ

れ、費用対効果にも言及されております。

　また、昨年１２月、全国に先駆けて助成実施を表明したのが新潟県魚沼市であります。

本市では、中学１年生の女子２１３人を対象に、費用の全額補助をしております。さらに、

埼玉県志木市では約１，２００人、兵庫県明石市では約６，０００人でも、小学６年生か

ら中学３年生の女子を対象に全額補助を行う予定になっております。

　一方で、がん検診と予防ワクチン接種でほぼ１００％防げるため、ワクチンは世界中で

広く使われており、日本でも12歳女子にワクチンを接種した場合、発症を年間約７３.１％

減らせると試算されております。

　そこで本市においても、財政難のときでありますが、市民の皆様の理解できる施策とし

て自信を持って訴えますが、見解を伺います。どうか予防できる唯一のがんであります子

宮頸がんワクチンの公費助成への英断を下していただきたいものであります。

　以上です。

○議長（鈴木市朗君）　市長。

○市長（山仲善彰君）　公明党矢野議員の代表質問のうち、７項目について私のほうから
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お答えをし、他は担当部長からお答えをさせていただきます。

　まず、予算編成市民懇談会を経ての具体的な取り組みについてでありますが、予算編成

手続の公開による財政の透明化を私のマニフェストでは掲げておりまして、その一環とし

て、昨年度も資料は公開させていただきましたが、今年度は初めて予算編成過程の途上で

予算案の市民懇談会を持たせていただきました。平成２２年度の予算編成につきましては、

財政健全化集中改革プランに基づき一定の削減を提案させていただいたところであります

が、市民の皆様には、このプランが実際どのように予算に反映されていくのか、興味もあ

り、心配もあったことから、特に都市計画税等の導入問題を含めさまざまなご意見をいた

だいたところであります。

　こうした中、予算編成市民懇談会で確認させていただきたかったことについてでありま

が、まずは、昨年度から今年度に１０億円の削減をしております。今年度から来年度に向

けて１０億円ですが、都市計画税を除けば約７億円の削減。それを反映した予算案につい

て、最大限市民サービスには影響を及ぼさない形で編成したつもりでありますが、どのよ

うに評価いただいているのかというのが１つであります。もう１つは、そういった厳しい

財政状況の中ではありながら、学校の耐震対策、あるいは消防署の移転、あるいは学童保

育所といったことで、これからの２０年、３０年を見越した積極型の予算となっておりま

す。これについても、将来の財政見通しを踏まえた上ではありますが、市民の方がどうい

うふうにご評価いただいているのかということをあわせて確認をさせていただきたかった

ということであります。

　こうした中でご意見を賜った上で、新年度予算に反映させていただきましたのは、図書

館の図書購入費の３００万円の追加、あるいは障害者の燃料費・タクシー利用助成事業で

利用枚数を拡大したことなどですし、また、野洲川河川公園のグラウンドゴルフ場の利用

についても、６５歳以上の利用者の１カ月定期券の発行を新設するために今議会で関係条

例の一部改正条例を追加議案で提案させていただく予定としております。

　次に、都市計画税の経過と今後の計画策定における位置づけについてお答えをいたしま

す。

　まず、経過につきましては、合併協議会で都市計画税の取り扱いについて協議がなされ

ております。平成１５年６月開催の第９回合併協議会の報告書では、「都市計画税につい

ては、諸般の事情を考慮すると大局的に必要なものは徴収しなければならないので、新市

において検討する含みについて意見が交換されたが、調整方針としては、都市計画税につ
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いては課税しないこととされた｣と記述されております。それ以前にも、町の時代にもそれ

ぞれ両町において検討されたということは確認をしております。

　今回の都市計画税の導入に当たりましては、本市の財政状況と安全で活力ある元気な野

洲市のまちづくりに打って出るためにも、新たな財源を創出することが必要となり、財政

健全化集中改革プランの中で提案し、議会審議の場や２０回以上にも及ぶ市民懇談会など

により議論と検討を重ねてきました。また、メールや市長へのお手紙でも多くの意見を頂

戴したところであります。これらを通じまして、これからの都市基盤整備などの市のまち

づくりを考え、その必要性については、多くの市民の皆さまにご理解いただいたものと思

っております。しかし、市民全体の十分なご理解を得られるに至ったものと判断できる状

況ではないため、単に理念だけでなく、心情レベルでのご理解も必要と考え、今回は見送

ることといたしました。

　次に、都市計画税と今後のまちづくりについてですが、これまでの代表質問でもお答え

してきましたとおり、都市計画税の導入の議論につきましては、これまで市民懇談会や自

治会からのご意見を踏まえますと、市民の十分なご理解が得られていないというふうに思

っておりますが、これからの野洲市の財政運営として、従来の法人市民税に過度に依存し

た財政構造から脱却し、安全で活力あるまちづくりを進めるためにも新たな財源を別に創

出することは、避けて通ることができないと考えております。

　また、単に財政の確保ということだけではなくて、市民が財源を持ち寄ってまちづくり

をすすめるという基本に立った仕組みとしても必要だと思っております。何度も市民懇談

会の場でも申し上げましたように、１万円をいただいて１万人分で１億円になります。そ

れに、交付金あるいは助成金を活用すれば、それが２倍にもなりますし、起債をすれば３

倍、４倍にもなるといったことで、１万円で道路はできません。１万円で学校もできませ

ん。でも、持ち寄れば学校もできる。あるいは高齢者のための施設、仕組みもできるとい

う観点から、やはり都市基盤整備としてご理解を賜りたいというふうに考えております。

　そうしたことから、来年度から着手します総合計画の改定により、市の新しいビジョン

とまちづくり計画を市民の皆さんと具体化するなかで、改めてご提案をさせていただきた

いというふうに考えております。

　次に、市街地形成と具体的な計画についてのご質問でありますが、新しい市街地形成を

進めていくためには、やはり市街化区域の拡大は必要であると考えております。しかしな

がら、この課題は、野洲市だけで解決できる問題ではなく、大津湖南エリアの中でその面

－165－



積が決められる等、非常にハードルが高くなっております。

　こうしたことから、市街化区域内だけでなく、市街化調整区域内においても地域特性な

どを総合的に判断し、地区計画を利用して土地利用の誘導を図っていく必要があると考え

ております。今回、竹生地区も市街化調整区域でありますが、この地区計画を利用しなが

ら民間開発が予定されていることから、その計画に合わせて、市の方針と取り組みを明確

にすることにより、良好な住環境整備を図っていきたいと考えております。来年度から見

直します総合計画や都市計画マスタープランに、こうした地区計画による良好な土地利用

の転換をきちっと位置づけていきたいと考えております。

　以上、ご答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　教育長。

○教育長（南出儀一郎君）　それでは、公明党を代表されました矢野議員の教育関係の代

表質問にお答えを申し上げます。

　まず、教育を取り巻く状況の変化についてでございますが、時代の流れの中で、子ども

たちを取り巻く社会環境は大きく変貌し、地域意識の希薄さやインターネットの普及など

情報化社会の訪れが、これに拍車をかけてまいりました。教育基本法の改正は、こうした

教育を取り巻く状況の大きな変化を受けたもので、家庭教育の大切さや日本の伝統文化の

尊重などが改めて求められていますし、諸制度の改革も合わせて行われました。こうした

変化が、子どもたちの成長過程において大きく関係していくものと考えております。

　次に、伝統・歴史を活用した教育についてお答えをいたします。

　教育方針でも申し上げましたが、歴史民俗博物館での学習や、各コミュニティセンター

で地域の方々により行われている子ども教室での取り組みを通じて、野洲市には県下有数

の歴史遺産があり、それらは自分たちの宝であり、自分たちが守っていかなくてはならな

いとの意識を子どもたちに持たせたい、そのように思っております。

　次に、具体的な教育課題についてでございますが、特に学校現場では、不登校やいじめ

などの問題がございますし、保護者とのかかわり方など多くの課題を抱えておるところで

ございます。また、問題解決チームに関するご質問につきましては、３月定例議会でもお

答えしましたように、今後、その設置について検討していく必要があると考えております。

　教師の元気づくりの取組みについてお答えをいたします。

　だれでもそうだとは思いますが、やらされてやるのではなくて、自分から企画し提案し、

それを実現していくことは元気になる力のもとを与えてくれるところでございます。まさ
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に、この事業は教師が主体的に企画段階から参加し、地域の皆様とも連携し合って取り組

むもので、教師にとって子どもたちの育ちを体感し、みんなで感動し合えることができた

ならば、これほど教師にとってうれしく元気いっぱいになることはありません。さらに、

教師の負担軽減を図っていくことが必要だと考えております。

　次に、情報教育のご質問にお答えいたします。

　今日の児童・生徒は、ＩＣＴの確かな知識、問題解決思考力など、２１世紀型スキルを

身につけ、来るべき時代を自分たちで形成し、その中で能力を発揮していかなければなり

ません。そのためには、それらを教える教員のスキルアップは当然、要求されるところで

ございます。本市では、研修やＩＣＴ関連講座などを実施し、教員の情報モラル指導力の

向上を図ることが、子どもたちを違法・有害情報などから守ることの最短であると考えて

おります。情報モラルの指導については、教科指導等の中で、教育ソフトなどを活用しな

がら、具体的な事例を示しながら指導を行っております。

　次に、特別支援教育コーディネーターの職務等についてお答えをいたします。

　特別支援教育コーディネーターの職務としましては、校内特別支援教育の推進、研修会

の企画・運営、関係機関との連絡調整、保護者相談等があります。この職務遂行のために

は、発達障害の特性についての専門知識や相談時間などが必要になりますが、教務や担任

等との兼務のため十分できていませんでした。そこで、教務や担任としての職務をコーデ

ィネーター加配が支援することにより、コーディネーターが本来の職務を果たしやすくす

るとともに、十分な研修機会を保障し、校内の特別支援教育推進役を果たせるようにして

いきます。今後、他校への充実も図りたいと考えております。

　なお、これまでの特別支援教育支援員は、児童生徒への具体的支援を行っており、今後

も継続してまいります。

　次に、国民読書年に関するご質問につきましては、野洲市においては、小中学校とも朝

読書の推進や１０分間読書の時間の設定、小学校においては図書館ボランティアによる読

み聞かせの取り組みなども行っております。しかし、図書室の蔵書状況等十分ではないこ

ともあり、野洲図書館の利用など読書環境の充実を図ってまいります。

　また、市立図書館の学校用の貸し出しセットの取り組みについてでございますが、小学

校では調べ学習という授業内容があり、テーマを決めて学習を行います。しかし、学校の

図書室だけでは十分に参考となる本が揃いませんので、その教材として考えられるいろい

ろなテーマごとに類する本を図書館がセットにして事前準備し、学校からの申し込み、要
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望に応え貸し出していくというシステムでございます。１テーマで約４０冊の本が１セッ

トとなっておりまして、いろいろなテーマごとに４０セットほど用意されております。

　次に、自治会図書館についてでありますが、昭和５０年代後半から、野洲町、中主町と

も、県費補助で町が購入した書籍を配る形で、多くの自治会館内に草の根文庫の名で小さ

な図書室ができました。しかし、年月の経過の中で、自治会の世話役の方の負担が非常に

大きかったことに加え、利用者が減少していったことなどで、平成７、８年ごろには閉鎖

状態となり、現在に至っております。補助金も１２年度でなくなりました。

　また、高齢者向けに新しい図書を揃えた自治会図書館をというご提案でございますが、

すべての自治会にそれを実現することは現状では困難でございます。今後、自治会単位で

団体利用登録をしていただき、要望のある本を数十冊単位で配本するなど、お年寄りに限

らず地域の子どもたちや子育てに忙しい女性の方々にも広く利用していただける新たな地

域文庫の運営方法について、自治会それぞれのご要望を伺いながら対応してまいりたいと

考えております。

　次に、幼保一元化への取り組みと連携についてお答えをいたします。

　本市においては、幼保一元化に向けましては、幼児課職員が教育委員会の職員を兼務す

ることにより、連携しながら事務を進めております。また、具体的な検討につきましては、

庁内に野洲市乳幼児保育ワーキング会議を設置し、幼稚園と保育園職員、さらには教育部

次長が、運営方法等の検討を進めております。また、野洲市内全域の幼保の施設のあり方

もかかわってくることから、施設整備についても各部が連携して検討を進めており、今後

も連携を密にして業務に取り組んでまいりたいと考えております

　次に、学校施設の年度別耐震化計画の市民への周知につきましては、平成２３年度を目

途にすべての学校施設の耐震化を進めておりますが、このことについては、既に平成２２

年１月号の市広報に掲載し、市民への周知を図っております。

　また、学校給食につきましては、昨今の子どもたちの食生活から、残食が多くなりがち

であることを問題としてとらえております。今後は家庭との連携を深めながら残食を減ら

す工夫をしてまいりたいと考えております。

　次に、地産地消の観点からの地元食材の使用状況でありますが、米については１００パ

ーセント地元産の特色米コシヒカリであり、野菜については、市内産は１７品目で、約３

０パーセントであります。

　ボランティアの方々に対する感謝状等のご質問につきましては、子どもたちの安全をい
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ろいろな立場で支えていただいている地域の多くの方々に対しましては、教育委員会とい

たしましても深く感謝を申し上げるところでございます。お礼状をお出しするなど、感謝

の意をあらわしたいと考えております。

　次に、人権教育・啓発の取組みについてお答えをいたします。

　幼稚園や小学校では、自分の思いを語るスピーチタイムなど、みんなで共有できる場面

をつくるように取り組んでおります。また、中学校では、授業や行事、部活動などあらゆ

る機会の中で、自分の長所やよさを伸ばし、互いに認め合える仲間づくりを進めておりま

す。このことから、子どもたちは自分に自信を持ち、生き生きと活動できるようになり、

また、自分が認められることを実感した子どもは、自分とは異なるよさや価値観をもった

友達を受け入れるようになっています。また、日常の何げないかかわりの中で、友達のよ

いところやうれしかった思いを伝える力が育っております。

　家庭においては、こうした園や学校での取り組みの様子などを学校だより等で保護者に

発信し、温かく子どもを見守り、子どもたちの興味や好奇心を大切にしながら、子育てに

おいて、子どものよさや自分らしさを認められる家庭教育の取り組みをお願いしていると

ころです。

　また、人権啓発の民間事業所との連携でございますが、野洲市企業人権啓発推進協議会

と連携しながら、事業所が人権に関する諸集会や啓発事業に参画していただくよう働きか

け、地域、企業が一体となった人権啓発の推進に取り組んでいるところです。

　続いて、生涯学習と生涯スポーツのご質問にお答えをいたします。

　地域子ども教室につきましては、平成２１年度においても、１月末までに市内全体で４

４３回の教室を開催し、児童・指導者合わせて延べ７，１７８名の多くの参加を得て運営

をしていただいております。指導者の確保につきましては、地域の方々が自分たちの得意

な分野を受け持ち、指導員として教室を運営いただいているところでございます。今後も、

各地域教育協議会の交流を図りながら事業を継続し、地域の教育力の向上に努めてまいり

たく考えます。

　次に、議員ご指摘のとおり異年齢・異学年間の交流は大切なことと考えているところで

ございますが、子ども会のない地域では、先に述べました地域子ども教室の活動が盛んで

あり、異年齢間の交流活動が違う形で進んでいるところでございます。いずれにいたしま

しても、地域の方々の協力を得ながら地域の特性を生かし、子どもたちの健全な育成を図

ってまいりたく考えております。
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　次に、文化遺産の継承と豊かな文化の創造についてお答えをいたします。

　まず、歴史民族博物館の子どもたちの個人での利用状況は、平成２０年度実績で１，０

３４人であります。また、授業の一環としての利用については、市内の全小学校の６年生

が、年に１回、半日訪問をしております。

　教育振興基本計画については、計画策定が若干おくれておりますが、平成２２年度で

（仮称）野洲市教育振興基本計画策定委員会を設置し、その中で文化振興施策についても

基本的な方向性を定めてまいりたいと考えております。

　最後に、教育委員会の活性化に関するご質問にお答えをいたします。

　まず、教育の現場については、授業の公開や児童・生徒の成果発表会などを開催し、学

校の状況を見てもらったり、保護者だけでなく地域の方々にも学校に来ていただける取り

組みを進めております。また、地域と密着した事業も展開しております。

　次に、保護者からの意見に関するご質問について、教育委員会へ直接意見等が寄せられ

る機会は少ない状況ですが、学校現場に寄せられた意見の中で主要な案件については、適

宜委員会で報告をいたしております。

　野洲市教育の日の周知につきましては、市の広報紙で行っておりますが、三上小学校や

祇王小学校を初め教育の日の行事への参加者も増加しており、周知度は上がっているもの

と認識しております。また、昨年１１月１日には市民との懇談会を開催し、非常に有意義

な時間を持つことができました。引き続きこのような機会を設け、教育の日の取り組みを

進めてまいりたいと考えております。

　以上、矢野議員の代表質問に対する答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　市長。

○市長（山仲善彰君）　先ほど、矢野議員からたくさんご質問をいただきましたので、ち

ょっと忘れておりまして、７項目と申し上げながら３項目でとまっておりました。４番目

からお答えをいたします。

　４点目に、市民参画の力強いまちづくりについてのご質問でございますが、いわゆる協

働ということが大切でして、市民の活動、そして行政の取り組みが一体になるべきだと考

えております。ただ、協働と言われながらも、これまでは往々にして市民の主体的な活動

に行政が情報をお渡ししたり制度的な支援をするというところにとどまっております。あ

るいは、逆に、行政の下請みたいな形の協働、押しつけ型があります。それだけではなく

て、行政の押しつけは改善しないとだめですが、単に市民の主体的な活動に沿うだけでは
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なくて、市民の方が政策決定に参画いただく、あるいはその実現に参画いただくという観

点から協働を進める必要があると考えていまして、これまでの集中改革プランの策定もそ

うですし、予算につきましても可能な限り情報を公開して市民の方々と一緒にというふう

に思っております。今後進めます新しい総合計画の策定、実現もそうです。あるいは、ク

リーンセンターをどうするか。これも市民が入っていただいてやりたいというふうに思っ

ておりまして、そういう観点からの協働を一層進めたまちづくりに取り組んでいきたいと

考えております。

　次に、景観計画の具体的構想についてお答えをいたします。

　本市は、滋賀県景観計画に示された主要地方道大津能登川長浜線沿道景観形成地区、特

に行畑の中山道沿いは伝統的市街地景観に、また琵琶湖岸付近は、琵琶湖景観形成地域と

して、田園湖岸景観、湖畔林景観、砂浜樹林景観、ヨシ原樹林景観と位置づけがされてお

ります。しかしながら、それ以外にも、本市には、三上山の眺望、野洲川、祇王井川、家

棟川などの景観とそれを取り囲む景観、また田園空間から立ち上がる錦織寺や兵主大社な

どの雄姿があり、滋賀県景観計画では対応し切れない、野洲ならではの景観、守るべき資

産があると考えております。そうしたことから今後は広く市民の方々の意見をいただきな

がら、総意のもと持続ある街の発展と調和した野洲市独自の景観計画策定に向けて検討を

進めたいと考えております。

　次に、クリーンセンター建てかえについての市民の周知というご質問でありますが、ク

リーンセンターの建てかえに係る市民へのお知らせにつきましては、現在、平成２８年度

からの新設稼働を目指して手続等を鋭意進めているところであります。その中でも最重要

課題であります用地の確保に関しまして、昨年８月から、現在市が把握している情報をも

とに選定した５箇所のうち、民家からの距離、アクセス道路の有無及び地盤の安定性など、

客観的に見て優位性の高い大篠原地先の地元自治会に現在引き続いて協議をさせていただ

いているところであります。

　ごみ処理施設は、一般的には迷惑施設としての意識が根強く、性能が格段に向上した今

日でも、イメージにより受け入れが困難とされているのが現状でありますが、その協議は

継続して続けていきたいと思っておりますが、現時点では全体のご理解をいただくまでに

は至っておりません。今後も大篠原自治会の皆さまには、ご理解をいただけるよう取り組

みを続けて行くつもりであります。しかし、このことを単に当該地元と行政の問題に終わ

らせてはいけないと考えております。これは自分の出したごみの処理問題である。市民そ
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れぞれが出されたごみの問題である。また、施設整備には多額の税を投入すること。さら

に、ごみ処理経費も、概算ですが、既にお示ししていますとおり全体で毎年約１０億円が

使われております。これに対しまして、ごみの処理手数料として、いわゆるごみの袋代等

でいただいていますのが１億円であります。それと、資源物の売却で約２，０００万円を

いただいておりまして、一般財源から約８億８，０００万円の持ち出しをしているところ

であります。そういったことも市民にご理解いただきながら、一人一人の問題として、こ

のクリーンセンターの建てかえについて考えていただきたいと思っております。

　そうしたことから、まずは用地の確保でありますが、大篠原地先が前提でありますが、

今後は、来たる３月１８日に自治連合会役員会が開かれますので、このことについてご説

明をし、各地域でもご提案があるかどうかといったあたりもご議論いただきたいというふ

うに思っております。

　それと、今後のスケジュールでありますが、現在、基本構想の策定中であります。この

内容につきましても、全体的な処理システム及び処理方式について検討をし、ご選定をい

ただく機関として、４月に一般廃棄物適正処理システム検討委員会を設置して、ご議論い

ただく機会を設ける予定でありまして、本委員会の開催日時につきましては、広報やホー

ムページなどで事前にお知らせし、会議も公開といたしたいと思います。要するに、隠れ

てやらない、隠して進めないという基本的な姿勢でもってクリーンセンターの検討を進め

たいと思っております。

　なお、この基本構想につきましては、委員会からご意見をいただいた後、７月ごろにパ

ブリックコメントの実施あるいは市民説明会の開催により、市民の皆様方のご意見を反映

して策定を行っていきたいと考えております。

　次に、経費削減見通しと財源確保についてお答えいたします。

　集中改革プランで提案をさせていただきました見込み額は約６億４，０００万円であり

ます。２３年度の導入予定でありました都市計画税を見送ったことにより、約３億円の財

源不足が生じることになります。こうした事態を踏まえ、本議会で補正予算の提案をさせ

ていただきましたが、減収補てん債を発行し、財政調整基金からの取り崩し額で３億円を

見合わせることにより、来年度以降の財政運営には、当面は必要な資金の確保ができたと

考えております。

　財政の健全化に向けましては、福祉医療制度における一部負担金の導入や現在検討中の

ゴミ袋代についても一段のご協力をいただくといったことも検討課題になるかなというふ
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うに思っております。基本的には基金からの繰り入れによって資金手当を行わなければな

らないと考えておりますが、加えて、国・県の予算措置の動向にもよりますが、地方財政

計画に基づく臨時財政対策債の発行、さらには国・県の補助制度の活用や未利用の市有地

の売却等を進めながら財源確保に一層努めてまいりたいと考えておりますのでご理解をお

願いいたします。

　以上、ご答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　都市建設部長。

○都市建設部長（橋　俊明君）　それでは、私のほうから、都市建設部に係ります質問に

お答えをさせていただきたいと思います。

　もっとのびのび自由にに関します質問のうち、子どもたちの安全な通学路確保、公共施

設のバリアフリー化の今後の取り組みと危険箇所の認識についてお答えをさせていただき

ます。

　通学路に関しましては、昨年１２月の矢野議員の一般質問でもお答えしておりますが、

教育委員会とも連携しながら危険箇所の点検を行い、市道につきましては可能な範囲で実

施するとともに、県道につきましては、積極的に県に対して早期実施の要望を行ってまい

りたいと考えております。

　また、公共施設のバリアフリー化につきましては、道路については、必要な箇所から順

次歩道等の整備を行うとともに、建物につきましては、平成２２年度から三上小学校と篠

原小学校の学校施設の整備を行う計画であります。

　次に、介護現場につきましての既存公営住宅のバリアフリー化に向けた取り組みについ

てお答えを申し上げます。

　既存公営住宅のエレベーター設置に向けての取り組みとバリアフリー住宅整備につきま

しては、現況では１７棟中６棟は既に設置をいたしておりますが、いまだ未設置の１１棟

のうち吉地団地２棟、永原第１団地３棟および新上屋団地１号棟につきましては設置が可

能であり、平成２８年度までの整備対象に計画をいたしておりますが、構造上、個別階段

方式であります小篠原団地および永原第２団地につきましては、共用通路もなく設置を検

討することといたしております。これらの事業につきましては、次年度以降の後期計画の

中で関係機関との協議を進め、事業化に向けた取り組みを行ってまいりたいと考えており

ます。

　また、バリアフリー住宅設備につきましては、すべての団地に手すり等を整備し、１階
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部分については原則、高齢者や障害者用住宅として運用し入居基準を設けているところで

ございます。現在の高齢者向け住宅としましては、小篠原団地に９戸、高齢者・障害者向

け住宅といたしましては、永原第１団地１７戸、新上屋団地１６戸、木部団地６戸の計４

８戸を設けております。

　以上、ご答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　環境経済部政策監。

○環境経済部政策監（土肥義博君）　それでは、矢野議員の農業関係のご質問ということ

で、営農についての持続可能な振興についての具体的な計画施策についてのご質問にお答

えを申し上げます。

　マニフェストの実施計画にも掲げましたとおり、地域に根ざした農林水産業振興と特産

品づくりの推進の主な取り組みといたしまして、農地利用集積の促進強化、耕作放棄地の

対応及び特産品ＰＲのための販売拠点の設置の３つを考えております。

　まず、農地利用集積の促進強化につきましては、今年度に引き続きまして来年度も市単

独施策として集落営農組織の法人化誘導策の水稲協業化補助金を始めまして、国の農地利

用集積事業等も活用しながら進めてまいりたいと考えております。

　２点目の耕作放棄地の対応につきましては、農業振興地域整備計画を可能な限り市の他

の計画との整合を図りながら策定することとあわせまして、山間部などで解消が困難な地

域につきましては、非農地として農業委員会に判断を委ね、解消すべき耕作放棄地につい

ては、再生・利用のための方策を進めてまいりたいと考えております。

　３点目の特産品ＰＲのための販売拠点の設置につきましては、おいで野洲まるかじり協

議会を通じまして、既存の直売所のネットワーク化による地産地消を推進してまいりたい

というふうに考えております。

　また、米粉スイーツの加工体制の整備促進を本市独自のものにして、特産品開発までつ

なげるべきではないかとのご指摘でございますけれども、米粉スイーツも当然ご指摘のと

おりでございますけれども、先月、農商工連携の計画として野洲市産の近江米、日本晴れ

でございますが、を使いました、やわらかくておいしい冷やし団子の開発・販売が農林水

産省、経済産業省の両省から認定をされたというふうに聞いておりますので、この取り組

みも含めまして、市内での特産品づくりにつなげてまいりたいと考えております。

　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　教育部長。
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○教育部長（東郷達雄君）　それでは、私のほうから、もっとしっかり安全・安心の中の

（仮称）篠原幼児園横断歩道に関しましてお答えをいたします。

　（仮称）篠原幼児園の開園後につきましては、園の行事などで園児が単独で市道１号線

を横断するということはなく、必ず複数の保育士や保護者とともに安全を確認しながら既

設の横断歩道を利用し横断することになっております。また、篠原小学校の敷地の一部を

利用し、駐車場を確保する予定であり、日常の送迎時に関しましても市道１号線を横断す

ることはないと考えております。

　なお、ご提案の、幅の広い横断歩道を設置してはとの件でございますが、滋賀県では横

断歩道につきましては幅３メートルの基準となっておりますので、よろしくお願い申し上

げます。

　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　市民部長。

○市民部長（髙田一巳君）　次に、施政方針についてのご質問のうちコミュニティバス利

用料の負担軽減についてのご質問にお答えいたします。

　議員ご提案の、どこでもいける元気カードの発行につきましては、新年度から実施いた

します割引回数券の利用状況などを勘案した上、特定の方だけでなく、広く市民が利用で

きる定期券等を今後検討してまいりたいと考えます。

　以上、答弁といたします。

○議長（鈴木市朗君）　健康福祉部長。

○健康福祉部長（新庄敏雅君）　それでは、矢野議員のご質問にお答えさせていただきま

す。最初は、障害者の社会就労体験事業につきましては、市内作業所の通所者や野洲養護

学校に通う生徒を対象に、就労体験の場を提供することで働く意欲をはぐくむとともに、

自立と社会参加を目的としておりまして、市役所並びに関係機関におきまして書類の整理、

データ入力の補助などをしていただきながら、障害のある方への適性に応じた就労メニュ

ーの提供を図ってまいりたいと考えております。

　続きまして、本市の安心・安全なまちづくりについての、介護現場についてのご質問に

お答えをさせていただきます。

　１点目の第４期介護保険事業計画につきましては、アンケートのニーズ調査に基づきま

して介護需要を踏まえた施設、また、在宅支援サービスの提供を考慮した実効性のある計

画としております。２点目の多床室の確保につきましては、低所得利用者の負担を配慮し
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まして、一定の確保が必要と考えております。３点目の特定施設は市内にないことから実

態把握はできておりません。４点目の既存施設の老朽化による改修や設備更新につきまし

ては、介護報酬で賄うこととなっており、助成は考えておりません。

　次に、要介護認定のあり方についてですが、１点目の要介護認定までの期間につきまし

ては３０日以内にできるだけ早く実施できるように取り組んでいるもので、訪問調査や医

師の意見書に関する期間を短縮するように講じておるところでございます。

　次の２点目、３点目をあわせますけれども、介護サービスの必要度に応じて申し込み時

点からサービスを受けていただけるように、リクエストに応じて事務を進めておるところ

でございます。

　３点目の介護サービスの充実の中で、１点目から３点目までまとめたことになりますが、

小規模多機能型施設につきましては、施設利用者が他の介護サービスを併用して利用でき

ないことや、２４時間の施設が対応するということで、そのスタッフの確保などが経営面

で厳しいということで、制度上の課題があること、また、身近なところで小規模の通所介

護施設ができてきたことなどもありまして、同施設の利用者数が伸び悩んでいる状況でご

ざいます。こういうことから当面新たな設置は必要ないと考えております。次に、混合サ

ービスにつきましては、利用者が納得してご利用いただいているということもありまして、

問題がないものと考えております。駐車スペース確保につきましては、所轄の警察署へ事

前に駐車許可申請を提出することで、許可証が発行されると聞いております。また、駐車

スペースにつきましては、サービス事業者または利用者の方で確保いただきたいと考えて

おります。

　４点目の介護予防事業ですが、最初の、元気な高齢者対象事業としまして、老人会への

介護予防教室や地域ふれあいサロンへの健康教室を実施しております。虚弱高齢者対象事

業は、のびのび倶楽部により、健康講座や実技による介護予防教室を実施し、広報やす、

高齢者いきいきのびのび欄で介護予防の大切さを啓発しております。２点目は、筋力いき

いき教室の一部の卒業生が、地域ふれあいサロン等で、健康体操の普及に取り組んでおり

ます。３点目の回想法、４点目の音楽療法は、閉じこもりや認知症予防に有効であると言

われており、のびのび倶楽部のプログラムに取り入れておりますが、園芸療法、学習療法

等についてまでは取り組んでおられないところです。今後検討してまいりたいと考えてお

ります。５点目の筋力いきいき教室は、トレーニングマシーンを用いて筋力向上を目指す

ものでありまして、毎年、１クール２０名の定員により２クール実施をしているところで
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ございます。教室終了後は、卒業生が自主グループを立ち上げ、積極的にマシーンを利用

し健康維持に努力されています。今後は、自宅で気軽にできる転倒予防体操を地域で普及

するための人材育成が必要であると考えております。

　５番目の介護保険事業外の高齢者のための福祉施策の推進ということですが、１点目の

高齢者専用賃貸住宅の設置につきましては、高齢化が進む中、必要な施設であると考えて

おります。２点目の安心カードは、現在、市で交付しておりますげんきカードが本人の各

種データを記入できる欄を設け、万が一のときに備える機能を持っておりますので、安心

カードにかわるものと考えております。３点目の小地域ふれあいサロンにつきましては、

本年３月現在で、５９の自治会、６４グループで実施をしていただいておるところでござ

います。４点目の緊急通報システムは、２２年３月現在で１１０人の方にご利用いただい

ておりまして、民生委員さん、近隣の協力者等の連絡網により、安心いただける形で続け

ているところでございます。また、高齢者向け配食サービスにつきましては、約４０名の

利用者がございます。５点目の配食サービスにつきましては、利用者の給食メニューへの

要望を踏まえまして、事業者の選定についても見直しを今進めているところでございます。

　６番目の介護家族、高齢者世帯に対する相談体制や拡充の現場についてですが、１点目

の相談業務は、介護者家族の意向を踏まえ、休日などの相談も実施するとともに、継続的

な支援が必要なケースにつきましては、介護家族から連絡がない場合などにも支援が途切

れないよう心がけております。２点目の相談体制は、地域包括支援センターが相談窓口と

して介護保険制度などあらゆる相談に対して、専門相談機関とも連携しながら対応してお

ります。

　７点目の在宅介護の部分ですが、この１点目につきましては、高齢者が在宅で自立心を

もって生活できる住環境整備を進めるために、高齢者住宅小規模改造助成事業というもの

を実施しておりまして、この事業の助成額は一世帯につき対象経費の２分１、限度額を２

５万円で現在も進めております。２点目のショートステイにつきましては、市内の４施設

におきまして１５４床、現在ございます。年末年始等につきましては少し込むようでござ

いますけども、平日には十分な余裕があると聞いておるところでございます。次に、福祉

用具の貸与につきましては、ケアプランの点検時にその都度ケアマネジャーに状況確認を

行い適正な利用につなげております。また、ケアマネジャーを対象に福祉用具の研修会も

実施しているところでございます。

　次の８点目のボランテイア活動の推進につきましては、１点目の認知症サポーターにつ
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きましては、認知症キャラバンメイトを中心に、平成１８年度から自治会や市内の事業所

に講座を開催して、これまで５７４人のサポーターを養成してまいりました。今後も、積

極的に認知症サポーター養成講座を開催し、認知症についての正しい理解を深めてまいり

たいと考えております。２点目の介護ボランテイア制度は、意欲を持って介護ボランティ

ア活動されることは、自身の介護予防につながるとともに、ボランティア活動へのきっか

けとなる制度であると思っております。しかし、ボランティア活動の実績把握などの課題

があることから、当面は制度の導入については考えておりません。

　負担軽減につきましては、利用者の負担軽減につきましては、施設に入所された場合に

は、低所得の方に対して食費・居住費の負担軽減を設けるなどの軽減制度がございます。

認知症グループホームは共同を営む住居に該当することから、他の在宅介護サービスとの

公平性から公的支援の適用はできません。

　１０番、その他の介護現場の実態よりということで、１点目から３点目をまとめて申し

上げますが、介護の現場では、職員が定着しないことが大きな悩みとなっております。職

員が定着しない最大の原因は、介護報酬が低く抑えられていることです。本年度から介護

従事者の確保を図る観点から報酬の引き上げが行われたものの、介護に携わるさまざまな

職種の職員の処遇改善は依然必要であると考えております。

　なお、今回の引き上げをきっかけに職員の資質向上に向けた研修の実施や非常勤職員を

常勤化するなどの対応もされていると施設から聞いているところでございます。

　続きまして、高額療養費の運用改善についてのお答えを申し上げます。

　高額療養費の対象となった人に申請漏れがないように、申請の勧奨の案内をその都度送

付しております。償還払いにつきましては月に１００件程度の申請を受けているところで

ございます。次に、病院の医療費合算でございますが、総合病院におきましては、診療科

ごとに別々のレセプトを作成されておりましたが、本年４月からは病院ごとに一本化され

るものと聞いております。これにより、高額療養費が利用しやすくなり、新たに対象とな

る件数がふえると思われますが、一方で医療費が増加することも懸念はしております。

　続きまして、診療報酬改定による影響額ですが、平成２２年度の診療報酬改定は、急性

期の機能分化の誘導、地域・介護と医療の連携、在宅医療の重視など、平成２４年度の介

護報酬改定をにらんだものとなっております。患者から見てわかりやすく、生活の質にも

配慮した医療を実現することなどの視点で改定されたもので、中でも救急・産科・小児科

のたらい回しなど、いわゆる医療崩壊を招いた要因に対応できるよう、急性期入院医療に
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多く配分されております。また、診療明細については、医療を提供する側と受ける側の情

報共有が図れ、医療内容や医療費に対する疑問点も解消でき、医療の透明化にもつながる

メリットがございます。２点目の救急・産科・小児・外科の医療再建は、点数の引き上げ

や算定要件の緩和、また、病院勤務医の負担軽減として、医師事務作業補助体制加算や引

き上げなど、医療機関が診療から撤退しないよう配慮されているものでございます。３点

目の妊婦のたらい回しや救急医療の対応につきましては、救急搬送患者の受け入れと紹介

に加算がされたものでございます。

　最後に、子宮頸がんワクチンの公費助成についてお答えを申し上げます。

　本ワクチンにつきましては、１０歳前後の女子に接種することで子宮頸がんの約７割を

予防でき、また、細胞診による定期的ながん検診と組み合わせることで約９５％を予防す

ることが可能とされておりますが、現在、予防接種法に基づかない任意の予防接種として

実施をされております。なお、当ワクチンの接種料は１人総額３万６，０００円というこ

とで、本市で全額公費助成をする場合は約１，８００万円の費用負担となるものでござい

ます。

　また、任意の予防接種は、おたふくかぜ、水痘、肺炎、ヒブワクチンなど多数ございま

す。当ワクチンに対する公費助成の検討は、これら他の任意の予防接種への助成も含めて

検討が必要でございます。現在、本市では、予防接種法に基づき市が実施しなければなら

ない定期の予防接種を対象に公費助成をしており、当面、他の任意の予防接種同様、国に

おいて定期の予防接種に定められた場合や、この子宮頸がんワクチンが、がん対策として

国・県の財政補てんがあれば、積極的に助成への対応をしてまいりたいと考えております。

　以上、矢野議員の代表質問の答弁といたします。

○議長（鈴木市朗君）　矢野隆行君。

○７番（矢野隆行君）　それでは、時間が２分ほどなので、教育長に１点だけ確認の意味

で、大篠原地先に、独特の陶器をつくる土をつくっておられる橋登喜雄さんという方がお

られるんですけども、これは野洲市の歴史ある土づくりで４代目とお聞きしているんです。

こういったのは篠原小学校では今２年生、４年生、６年生が卒業記念とかにその土を使っ

たりして陶器に関する実習を行っているわけですけれども、こういった歴史あるものが本

市にあるということで、他の小中学校もこういった形で、実際に陶器をやるというのは難

しい問題かと思うんですけれども、できたら学校見学とか等々していただけることにより

まして、小中学校の子どもたちが野洲市にこういった歴史があるということを認識するの
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も一つの歴史文化の継承になると思いますが、そういった点でちょっとお答え願えればい

いかと思います。

　あとは、本市におきまして、きめ細かい説明をしていただきまして、ある程度理解はで

きたところでございます。これから山仲市長初め理事者の皆様におかれましては、この後

２年間ですか、大変な状況ではございますけれども、どうか市民の皆様方の安心・安全の

ために全力で取り組んでいただき、元気のある野洲市づくりに取り組んでいただくことを

申し上げまして、公明党の代表質問といたします。

　以上です。

○議長（鈴木市朗君）　教育長。

○教育長（南出儀一郎君）　ただいまの矢野議員の再質問にお答えを申し上げます。議員

のおっしゃいますように、篠原土に関しましては、篠原小学校のほうでそれを使った授業

が行われております。これも先ほど申し上げました元気な学校づくりの発表の中でも実践

発表がなされておりまして、それらを聞いてくれている各小学校の担当の教員、あるいは

校長などにもそういった形で周知がされております。そういった野洲の歴史あるいは文化

遺産、あるいはそういった郷土のものを各小学校・中学校で活用していくことは非常に大

事なことだろうと、そんなふうにとらまえているところでございますので、篠原土のみな

らず、ほかのいろんなことにつきましても大いに進めていきたいと、そんなふうに考えて

おります。

　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　矢野隆行君。

○７番（矢野隆行君）　以上で公明党の代表質問を終わらせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　以上で通告による代表質問は終結いたします。暫時休憩をいたし

ます。再開は１時といたします。

　　　　　　　　　　　　（午後０時１３分　休憩）

　　　　　　　　　　　　（午後１時００分　再開）

○議長（鈴木市朗君）　これより、一般質問を行います。

　一般質問通告書が提出されておりますので、順次発言を許します。その順位は、一般質

問一覧表のとおりであります。なお、質問にあたっては、簡単明瞭にされるよう希望いた

します。

　それでは、通告第１号、第１３番、中島一雄君。
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○１３番（中島一雄君）　第二幕の一般質問ということで、質問をさせていただきます。

１３番の中島一雄でございます。私は、本市事業の建築物設計委託発注過程の疑問につい

てお伺いいたします。

　最近の市事業、特に教育関係に集中している建築物設計委託業務の設計料入札までの進

め方に疑問を感じております。そのため、設計業務を受注してから担当課との協議段階で

かなり混乱が生じ、その結果、大きな設計変更となり、設計業務委託料の変更、工事費の

大幅な増額変更が必要となっております。これでは市が年度当初議会に提出されている当

初予算の算出根拠は何であったのか。事業によっては１年先送りにされておりますが、税

収の厳しい経済情勢になっているきょうこのごろ、もう少し業務内容に変更及び先延ばし

が少なくなるような市として取り組むべきであると思います。私が感じる実情、原因は下

記のとおりではないかと思われますが、市の考えをお伺いいたします。

　１つ目は耐震診断、耐震改修事業及び施設、建物の解体工事を行う前にアスベストの調

査を行うべきであるのに、いきなり耐震診断業務、解体工事を発注しようとした事例がご

ざいます。このために、アスベスト調査、除去工事に多額の費用が必要となり、また診断

業務を１年先送りにした。２つ目は、平成１７年、平成１９年建築基準法の大幅な改正が

あったのに、このことに気づかず設計委託業務を発注したため、既設建物に多額の工事費

が必要となったため、この工事を取りやめました。今後の工事で改修、建築基準法に接触

する工事がふえる場合、当初予算より大幅な工事費の変更の承認を議会に提出される場合

がかなり出てくると思われます。３番目は、通常設計業務には計画設計業務と実施設計業

務があります。本市の場合、計画設計業務なしで実施設計業務を発注しているため、実施

設計業務入札時の仕様書の業務内容のうち構造条件を鉄筋コンクリートづくり、鉄骨づく

り、プレハブづくりについて、最良の手法を比較検討することと示されていたことがあっ

たと伺っていますが、この設計条件は、実施設計時の入札条件としては無理であります。

なぜならば、同じ規模、同じ用途の建物を設計するとき、鉄筋コンクリートづくりとプレ

ハブづくりとでは設計に費やす作業量が全く違うとのことであります。鉄筋コンクリート

づくりは経験年数の多い技術者がかなりの時間携わる必要があるが、プレハブづくりの場

合は現場生産でないため、またプレハブメーカー各社の材料、部分の構成、仕様書があり、

構造関係の業務はすべてプレハブメーカーが作成するため、設計受注者としての作業量は、

意匠図の一部、構造計算書作成、構造図を除いた量となり、鉄筋コンクリートづくりで設

計する場合とでは設計量の算定にかなり差の出るものと同一に並べた条件設定をして入札
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をさせるのは間違っているということでございます。工事費も、鉄筋コンクリートづくり

とプレハブづくりではかなり工事費に差ができますが、このようなあいまいな内容の積み

上げの工事予算を上げているのはおかしいのではないか。このような構造は何にするかと

の検討は、議案書を作成するまでに決定しておくべき事柄であります。

　以上、何点かの例を挙げさせていただきましたが、早期に見直すべきと考えますが、所

見をお伺いいたします。

○議長（鈴木市朗君）　副市長。

○副市長（川尻良治君）　中島議員の市の建築物設計委託に関するご質問にお答えいたし

ます。３点にわたりまして具体的な事例を挙げてご質問をいただいておりますので、この

３点の項目についてそれぞれ申し上げたいと思います。

　まず、ご質問の第１点目でございますが、具体的には、平成２０年度に実施をいたしま

した野洲小学校の体育館の耐震診断の事例ではないかと思います。石綿いわゆるアスベス

トにつきましては、平成１８年３月と平成２０年２月に、その含有量や石綿の種類の基準

が強化されておりまして、アスベストの再調査が必要であるにもかかわらず、その認識不

足から計画をしていなかったものでございました。その後、アスベスト調査が必要である

ことが判明した後、同調査を行った上で耐震診断業務を実施いたしました。その結果、当

初計画より７カ月程度おくれましたが、耐震診断は年度内に完了いたしております。

　次に、第２点目につきましては、中主こどもの家いわゆる学童保育所の改修工事に係り

ます児童昇降口の増築の件であると考えますが、この工事につきましては、設計を受注さ

れました事務所から増築に伴います既存建物の耐震改修工事の必要性などの助言をいただ

き、昇降口の増築を取りやめるとともに、工事内容を一部変更することによりまして、最

終的には、学童保育所の２分割という目的を達成したところでございます。

　第３点目につきましては、野洲と祇王の学童保育所の新築工事の入札に係ります仕様書

の件であると思います。この学童保育所の設計業務委託につきましては、基本設計と実施

設計を一括で発注したものであり、ご質問の中の、鉄筋コンクリートづくり、鉄骨づくり、

プレハブづくりについて最良の手法を比較検討することとの特記仕様書の表記につきまし

ては、基本設計に係る業務で、構造の違いによる工期の問題や建設費用の比較検討資料の

作成を意味するものでございます。この件につきましては、入札前に指名業者からの質問

はございませんでしたが、正確さを欠いた面があったものと考えております。

　いずれにいたしましても、建築工事につきましては、今後、法令等の改正によりまして、
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その解釈がますます複雑になることも予想されますので、職員には専門的で高度な知識及

び質の高い経験とノウハウの蓄積が求められております。こうしたことから、本年４月か

らは建築工事関係の業務を集約する形で、建築工事が集中します教育委員会に施設整備室

を設置する予定であります。今後は、当該組織の職員が切磋琢磨しながら、関係法令をし

っかりと把握するとともに、適正な発注に努めてまいりたいと考えておりますので、よろ

しくご理解のほどお願い申し上げます。

○議長（鈴木市朗君）　中島一雄君。

○１３番（中島一雄君）　それでは、再質問をさせていただきます。

　１点目につきましては、アスベスト調査を予算化せずに耐震診断のみを予算化したとの

ことでございます。結果的に、調査また除去工事で７カ月ていどおくれたと。もちろん多

額の費用も必要となったと思います。私の知る範囲では、野洲・祇王・篠原体育館と加わ

っておりますが、このアスベストにつきましては、今後特に三上・篠原小学校の改修工事

等が行われるので、後ほどアスベストにつきましてはちょっと詳しくお伺いしたい。私か

らその辺のところをお伺いするよりは、提言させていただきたいと思っております。

　２点目の中主こどもの家の件でございますが、受注した設計事務所から既存建物の耐震

改修の必要性等のアドバイスがありまして工事内容を変更されました。もちろんこれも当

初予算より多額の費用が膨らんでいると思います。

　３点目は、特に祇王・野洲こどもの家ですね。この新設は市長の判断で、県下でも先駆

けての３年、５年を見据えた取り組みで、我々といたしましては感謝申し上げるところで

ありますが、鉄筋コンクリートづくりとプレハブづくりは、設計に費やす作業量が全く違

うことでありまして、設計量の算定にかなりの差が出てくると先ほども述べましたが、す

なわちかなり工事費に差が出てくるということでございます。誤解を招いて正確さを欠く

表現で正確さを欠いたということでございますが、このことがこの例だけではありますが、

もちろん当初予算、設計変更、また追加補正へとつながります。今、本市の財政が厳しい

中で、昨年６月から市長提案の財政改革プラン、財政改革集中プランに取り組んでおられ

ます。これも非常に切り詰めた素案がまとまりまして、見込み額が６億３，０００万円で

すかね。約６５％を達成されたという中で、目に見えないむだな金が流れている。こうい

うことをやっておれば目に見えないむだな金が流れていると。このような例はほかにもあ

るように思われますが、もちろん担当事務職員の方は緊張感を持って取り組んでいただき

たい。
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　以上３点に認められたところでございますが、この経緯について一言お願いしたいと思

っております。

　次に、今年４月から教育委員会に工事が集中するために、最後のほうに、施設整備室を

設置するとのことで、これは一歩前進と考えておりますが、既に多くの工事が集中してい

る中で、職員の実績を積んだ方、いわゆるノウハウの知識のある方がおられるのか。この

施設整備室の組織の内容をお伺いしておきたい。それと、充実するための施設整備室設置

は、今教育委員会に工事が集中しているからと受けとめておりますが、市全体として多く

の施設がございます。先ほどもちょっとチェックしておったら約６０ぐらいの施設の数が

あるのと違うかというように感じております。特に例を挙げますとコミセンも確かにたく

さんございます。特にコミセンぎおうなんかは、平成３年に建設されまして、老朽化が非

常に進んでおるわけでございまして、多くの施設の整備、管理となると、近隣の市には建

築課があるために、計画の段階から法令検討など技術職員が携わっておられますが、現在

野洲市の場合、失礼ですが、一般事務職員が計画されているため、この中には建築士の方

もおられると思いますが、受注してから後に設計変更、工事費の変更を余儀なくされてい

ることが多いと思われますが、そのために年度当初予算が膨れ上がり補正予算化されてい

るのではないかと思われます。

　全般的なことを考慮すると、本市に建築課が必要ではないか。その辺のところをお伺い

したいと思っております。

　次に、最近の建築関係の事務は、耐震補強、既設建物への建築物等が多くて、構造関係

規定を検討してからでないと予算が算出できないことが多くて、事業計画等、予算段階に

構造のある程度わかる技術者が携わっていないように思われるわけなんですけれども、専

門家から伺っておりますが、先ほど質問で述べましたとおり改正建築基準法で構造規定の

改正がほとんどのため、予算を組む段階で一般事務職員だけで予算の原案を作成するのが

大変だと伺っておりますが、先ほど申しましたが、要するに一般事務職員がどこまで理解

されているか。その対応の考えをお伺いしておきたい。

　以上でございます。

○議長（鈴木市朗君）　副市長。

○副市長（川尻良治君）　中島議員の再質問にお答えをいたしたいと思います。

　まず、具体的な項目を挙げていただいた件については、先ほどご答弁を申し上げたとお

りでございます。ただ、おっしゃるように、例えばアスベストなんかの調査費そのもので
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すと１３万円程度で、調査そのものは済んでおりますので、そう多額にはなっていないと

いうことでございます。ただし、おっしゃるように事務的な手戻りとか、若干そういった

面で支障があったということはご指摘のとおりかもわかりません。

　それから、２点目の再質問の中で、施設整備室はどういう機能かと、こういうことだっ

たと思いますが、今考えておりますのは、それぞれ今施設を所管しているところで設計か

らすべてやっております。施行管理までやっておるわけでございますが、来年度以降も特

に教育委員会の施設を中心に大変建築が多くなりますので、ということもございますし、

それから、先ほどおっしゃっていただいたように、建築関係の技術者の方を入れて、ある

意味で情報交換しながら蓄積されたノウハウを互いに持ち寄ることによって、一層のレベ

ルアップを図っていただこうと、こんなことをねらいに施設整備室を設けていきたいと、

かように思っております。ただ、教育委員会だけの仕事で終わるかというと、ほかの仕事

も少し請け負っていただかないと回りませんので、この点はあわせて実施をしていただこ

うと、こういうふうに思っております。

　それから、私どもの規模というとあれなんですが、人口５万人程度、職員数で言うと４

００人程度の規模でございますので、なかなかすべての建築部署に別れて技術者を配置す

るということについては限界がございますので、これまではそれぞれの課においてある程

度熟達をした事務職員を含めて対応してまいりました。そこをさっき申し上げたような形

で少し集約する形で施設整備室の中で対応しようと、こう考えております。それから、職

員についても、最近は建築の資格を持っている者もわずかではございますが採用するよう

に努めておるところでございます。

　それから、祇王あるいは野洲のこどもの家ですね。この辺の発注の関係でございますが、

確かに本来ですとこの構造も事前に取り込んで発注をするのが一番妥当だったのかもわか

りませんが、基本設計そのものを受注いただくという中で比較したいという思いがあって、

鉄筋からプレハブまてというようなお願いをしたというところでございます。本来ならや

はり鉄骨あるいはプレハブで出したほうがよかったのではないかという反省をいたしして

おるところでございまして、今後はもう少しその辺の構造についても精査をしながら発注

に努めていきたいと思っておる次第でございます。

　以上、答弁といたします。

○議長（鈴木市朗君）　中島一雄君。

○１３番（中島一雄君）　今の答弁を聞いておりましたら、金銭感覚的な、本当にこれ、
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副市長としてほんまに残念に思うんですけども、たとえ１３万円程度といっても、これは

市民の税金でありまして、アスベストには１３万円程度との感覚、これは私は本当に、こ

ういう感覚であるのが非常に残念だと思うんです。本当にその辺は、今集中改革プランを

非常に皆さん経費節減に努めておる中で、こういう発言は、私は残念に思います。こうい

う感覚はぜひ改めていただきたいと思います。

　それと、今後、施設、先ほども６０ぐらいの施設が、もっとあるのと違うかなと思うん

ですけども、そのことに、先ほど祇王のコミセンの例も挙げましたが、それを施設整備室、

その辺で、特に現在は教育関係に集中しておるわけなんですけども、その辺が、私はやっ

ぱり建築課という非常にその、例えば他市なんかは、大津にしたって、草津、守山、近江

八幡、皆建築課を持っております。その方のメンバー、いろいろと組織の中のことをちょ

っとお伺いすると、すべてノウハウを備えておられるわけですね。今後、野洲市も老朽化

の施設もどんどん出てくると思うんですよ。やはり、その辺は再考を、建築課設置につい

ては再考をお願いしておきたい。ここら辺が私はポイントでございますので、ぜひよろし

く再考をお願いしたいと思っております。

　最初に前段で述べましたが、建築物のアスベスト事前調査についてですが、特に三上、

篠原小の改築、改修を控えておるわけでございまして、耐震改修工事のような古い内装材

を除去して新しい内装材にかえる場合、古い内装材にアスベストが含有している場合があ

るために、工事着工前にアスベストの有無を調査しておく必要があるわけでございまして、

いわゆるアスベストの含有材料には、御存じかもわかりませんけれども、レベル１から３

まであるわけですね。レベル１が吹きつけアスベストのみ、レベル２が保温材料とかの断

熱材ですね。ボイラー、タービン、いろいろ焼却等の熱を発生する部分ですね。レベル３

が内装材の壁とか天井、床材とかいうところで、野洲市の場合は、レベル１のアスベスト

は耐震診断のときに調査されます石こうボード、またビニールタイプ、クロスなどのレベ

ル３のアスベスト含有調査は、改修工事の実施設計業務に含んで発注されておられますが、

これでは古い内装材にアスベストが含有されていた場合と含有されていない場合とでは工

事に大きな違いがあるわけでございまして、例えば大津市等の場合は、計画設計時に、い

わゆる実施設計前にレベル１からレベル３までの調査を終えておられるわけです。なぜな

らば、アスベストが内装材料に含まれていた場合、そのアスベスト含有建材の除去工事を

するときに、特に学校、幼稚園、保育園などの生徒、児童またはその周辺の地域住民に健

康被害が出ない対策をする必要があるということで、工事現場周辺のアスベストの浮遊状
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況、濃度を調査して対策を立てる必要があるということでございます。アスベストの除去

工事は、粉じん飛散対策、材料処分費などに大きな工事費が必要なため、アスベスト含有

調査は実施調査発注時ではなく、事業を計画されたとき、いわゆる計画設計時に済ませて

おくべき調査であるわけでございまして、そうしないとあいまいな工事費しか算出できな

いということになるわけでございます。

　このようなことでございますので、こういうことを含めてぜひチェック機能の充実に心

がけていただきたいということでございます。

　以上、終わります。

○議長（鈴木市朗君）　副市長。

○副市長（川尻良治君）　中島議員の再々質問にお答えをいたしたいと思います。

　まず、アスベスト調査、野洲小学校で１３万円と申し上げましたが、これはもしやると

しても当初予算で見るのか、後で補正で見たかという違いだというふうにご理解いただき

たいなと思います。

　それから、建築課の設置なんですが、さっきもちょっと申し上げたんですが、私どもの

規模で建築技術者だけ集めて、例えば選任の課をつくるのが妥当かどうか。確かに来年度

以降少し耐震を２年間でやりたいと、こう思ってますので集中いたしますが、それ以降に

なりますと事業量が減ってしまうというようなこともございまして、なかなかそういった

意味で正規の職員として抱えるのが果たして妥当かどうか、この辺はやっぱり慎重に考え

ないかんだろうと。ただし、さっき申し上げたように、ここ２カ年あるいは３カ年になる

かもわかりませんが、建築が集中するということから施設整備室を設けて集中的にやりた

いと。それから、その中でのノウハウの共有とか、相互チェック等を図りたいと、こうい

う趣旨でございますので、この点もご理解を賜りたいなというふうに思います。

　それから、アスベスト調査は、実は平成１７年から国の指導もございますし法律的なこ

ともございますので取りかかってはおります。そういった意味で、１７年の段階はまだま

だ目視とかそういった簡単な形だったんですが、アスベストが含有されているというよう

な形で、事前で図面等でわかったものについては再度調査をいたしておりまして、その中

でわかったのが、例えばさっき申し上げたような野洲小学校の体育館とか、そういう形で

ございまして、学校施設については一応その調査を終えておりますので、その点はご理解

を賜りたいと思います。

○議長（鈴木市朗君）　次、通告第２号、第６番、奥村治男君。
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○６番（奥村治男君）　６番、奥村治男でございます。私は、景観条例の制定についてお

伺いをしたいと思います。

　景観づくりは、精神風土や文化を守るには風景、景観が一番大切で、地域のアイデンテ

ティの源泉であります。野洲市は、近江富士と呼ばれる秀麗な姿の三上山や里山、さらに

は潤いと実りを与える野洲川など、地域の河川すべてが流れる琵琶湖など、他の地域に見

られない貴重な自然を有するとともに、多くの銅鐸が出土し、古墳や神社仏閣など豊富な

歴史文化遺産を有するまちであります。このように、美しい野洲市の景観は、先人が守り

育て私たちに伝えてきてくれた野洲の貴重な資産であるとともに、未来からの預かり物で

あります。このため、本市の景観について、適正な維持、保全あるいは新たな創出、再生

を考えるとき、行政だけで進めていけるものではなく、まさしく地域とともに市民が主体

となって柔軟に取り組むことができる仕組みが必要であると私は考えております。

　滋賀県では、ふる里滋賀の風景を守り育てる条例（風景条例）が昭和５９年に制定され、

本市におきましても、これまで西河原ほか８地区の自治会が滋賀県と近隣景観形成協定を

結び、地域の景観維持に積極的に取り組んでまいりました。

　しかしながら、都市化と近代化の中で、ともすれば経済性や機能性を追い求めるあまり、

ふるさとのよさが失われつつあります。

　平成１６年には景観に関する総合的な法律であります景観法が制定され、風景づくりへ

の新たな枠組みが示されました。滋賀県内におきましても、大津、高島、栗東、守山、近

江八幡、彦根、長浜の７市は既に景観条例を制定されております。東近江市におきまして

も、景観法に基づく景観行政団体の指定を受け、景観条例案を本年６月議会に上程される

予定であり、また甲賀市におきましても景観行政団体への移行に向けた準備に入られ、２

３年度に条例制定をされる予定と伺っております。

　本市におきましても、まちの景観を守っていくには、建築物や工作物のデザイン、ある

いは色彩や高さ制限等、都市計画マスタープランとの整合性のもと、景観法第８条に基づ

く景観計画を策定し、景観条例の制定がぜひとも必要であると考えております。

　私は、平成２０年３月議会で本件に関しまして質問いたしましたが、そのときの答弁で

は、景観計画策定委員会を設置して２１年度から進めていくとのことでありましたが、条

例制定に向けての具体的な準備、進捗状況等についてお伺いをしたいと思います。

○議長（鈴木市朗君）　都市建設部長。

○都市建設部長（橋　俊明君）　それでは、奥村議員の景観条例の制定についてのご質問
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にお答えいたします。

　なお、午前中の代表質問で景観対策につきまして市長のほうからもご答弁いだだきまし

たので幾分か重なる点があろうかと思いますけども、ご了承お願いしたいなと思っており

ます。

　現在、本市は、滋賀県景観計画に示された主要地方道大津能登川長浜線沿道景観形成地

区、特に行畑の中山道沿いは伝統的市街地景観に、また琵琶湖岸付近につきましては琵琶

湖景観形成地域として、田園湖岸景観、湖畔林景観、砂浜樹林景観、ヨシ原樹林景観と位

置づけをされていくところでございます。

　しかし、それ以外にも、本市におきましては、美しい三上山と里山の風景、四季折々の

美しい田園風景、兵主大社の鎮守の森をはじめといたします地域の風景、野洲川などの河

川風景、琵琶湖の湖岸風景などの自然的資産があります。

　また、錦織寺などの社寺、古墳や旧中山道、旧朝鮮人街道、祇王井川といった歴史・文

化的資産も数多くあります。

　これらには、滋賀県景観計画で対応できるものもありますが、野洲ならではの景観、守

るべき風景、貴重な資産を保全し、後世に引き継ぐために、広く市民の方々の意見を聞い

て、総意のもと持続ある街の発展と調和した野洲市独自の景観計画を策定することにより、

景観制度の創設に向けた取組みを行いたいと考えております。

　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　奥村治男君。

○６番（奥村治男君）　それでは、再質問を４点させていただきます。

　ただいま答弁いただきました、景観計画を策定して景観制度の創設に向けた取り組みを

これから行いたいということでありますが、先ほど申しましたように平成２０年３月議会

では、景観計画策定委員会を設置して２１年度から具体的な準備を進めていくということ

で答弁をいただいておったわけでありますが、現在までなぜ準備に入ることができなかっ

たのか、理由をお伺いしたいと思います。

　２つ目は、市内の景観づくりは、市民主体で進めていく場合、その組織づくりの手順や、

景観形成重点地区の指定内での建設や、あるいは開発行為等について届出等の基準を定め

ておく必要があろうかと考えますが、所見を伺いたいと思います。

　３点目に、景観づくりについては、中心市街地の活性化とともに都市計画のマスタープ

ランでもまちづくりの将来ビジョン、行政と市民の共同作業として重要な位置を占めると
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思われますが、所見をお伺いしたいと思います。

　４点目は、景観条例を制定するには、基本目標の一つに市民との協働により市民が誇り

と愛着の持てる景観形成が推進されることが必要と考えておりますが、ご所見を伺いたい

と思います。

○議長（鈴木市朗君）　都市建設部長。

○都市建設部長（橋　俊明君）　それでは、奥村議員の再質問にお答えをさせていただき

ます。４点質問をいただきました。

　まず１点目でございますけども、現在までなぜ準備に入ることができなかったのかとい

う質問でございますけども、議員ご指摘のとおり、昨年３月議会におきましては、具体的

な準備を進める方向で答弁をさせていただいたところでございます。その後、自然的景観

だけでなく、今年度より権限委譲を受けました屋外広告物と景観との整合性につきまして、

先行いたします他市の状況や県の担当者との協議、また聞き取りを行う中で、やはり景観

担当職員の配置などの人員的な課題、また組織上の課題の検討が必要となったことからお

くれたものでございます。

　２点目でございますけども、２点目につきましては、組織づくりの手法や景観形成重点

地域内での建設や開発行為の中で、届出において基準等を定めておく必要があるのではな

いかというご指摘でございますが、まず基本的にはよく市民の方々の意見を聞かせていた

だきまして、景観につきまして検討するための策定委員会的なものが必要であるというふ

うに認識をいたしております。すなわち市民総意の結集した景観計画が必要であるという

ふうに考えております。そのことにつきましては、当然また土地利用の制限等にもかかわ

ることでございますので、十分な議論が必要であるというふうに考えております。ご指摘

がございました指定地域内等の制限等の有無、また建築物等の形態や意匠等の届出基準に

つきましても、今後十分な議論が必要となってくる案件でございますので、議論を重ねて

方向性を見出していきたいというふうに考えております。

　また、３点目につきましては、まちづくりの将来ビジョンというご指摘もございました。

行政と市民の共同作業としての重要な位置を占めると思われるがそういった所見はどうで

あるかという質問でございました。まさしく市民総意のもとで策定していくということを

先ほども申し上げましたが、保全等だけでなく、まちの将来ビジョンの中で持続ある発展

と調和が必要であるというふうに考えております。そういった中で各地域の独自性の中で

景観について考える必要もありますので、その意味におきましても行政と市民の共同作業
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とまさしく言えるのではないかなというふうに考えております。午前中の答弁の中でも市

長のほうから、協働というのは市民の声がまさしく生かされるような仕組みづくりが大切

であるという答弁もいただきましたので、そういった視点で今後も進めてまいりたいとい

うふうに考えております。

　また、４点目につきましては、やっぱり市民が誇りと愛着を持てる景観形成が推進され

ることが必要ではないかというご指摘がございました。全くそのとおりでございまして、

市民が誇りを持てるまち、愛着の持てるまち、それがまさしくまちづくりの原点だという

ふうにとらえておりますので、したがいましてそのポリシーに基づきまして景観行政に取

り組んでいきたいというふうに考えております。

　以上、ご答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　奥村治男君。

○６番（奥村治男君）　それでは、再々質問をさせていただきます。

　今４点質問させていただいた中の１点目ですけれど、担当職員の配置だとか組織上の問

題、課題があったから準備に入れなかったというふうに言われたわけですけれど、先ほど

も言いましたように、これは２０年３月議会で景観計画策定委員会を設置して準備に入る

という答弁をされてたわけです。議事録にも出てるわけです。にもかかわらず、今になっ

て担当職員の配置や組織づくりが必要だからと。じゃあ１年間何してたんですか、２１年

度。それは都市建設部は職員の不祥事の問題だとか行政代執行で時間をとられておられた

ことはよくわかります。だけど、２２年度の組織改正あるいは人事が行われるわけですか

ら、そんなことは当然この２１年度で、幾ら忙しいといっても、やはり議会で答弁いただ

いた以上は、そういったことは当然考えておくべきだったと思うんです。それが１年もお

くれて、これからそういったことを検討すると。これでは業務怠慢と言われても仕方がな

いじゃないですか。

　それと、これはやはり２０年の３月時点での議会での答弁だったわけですから、歴代都

市建設部長も十分ご存じなはずです。前任部長から引き継ぎのときにこういった問題はき

ちっと引き継ぎを受けておられたのかどうか、もう一度はっきりした答弁をいただきたい

と思います。

　２つ目ですが、景観法第８条では、景観計画を策定して景観形成を図る区域として重点

地域及び地区を指定する必要があると思われますが、本市におきましては、この景観条例

を制定する場合、考えられる重点地域、地区はどの辺になるのか伺いたいと思います。
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　最後、３点目ですが、野洲市は近江の穀倉地帯とも言われておりますが、景観区域内に

入る農業振興地域について、景観農業振興地域整備計画、いわゆる景観農振計画を策定す

ることも必要かと思われます。また、景観施策と農振施策の調和を図るために、景観農振

計画に従った利用がなされていない、いわゆる耕作放棄地帯につきましては、景観整備機

構が土地所有者にかわって耕作することができると、こういったことも聞いておりますが、

本市においては、こういった耕作放棄地等への対応策及び景観農振計画の策定については

どのように考えておられるのか所見を伺いたいと思います。

○議長（鈴木市朗君）　都市建設部長。

○都市建設部長（橋　俊明君）　それでは、奥村議員の再々質問にお答えをさせていただ

きます。まず１点目でございますけども、都市建設部の怠慢ではないかと。どのような引

き継ぎを受けていたのかというご指摘でございますけども、御存じのとおり私も昨年８月

２６日、９月議会の直前に内示を受けたもので、十分な引き継ぎを受けずに即座に即戦力

という形で組織の中で走り回っておりましたので。（発言する者あり）それからのことを

申し上げたいと思いますけども、ゆっくりお聞きを願いたいなと思います。

　そういった形で、特にさまざまな都市計画課につきましては案件がございました。これ

もまた決して理由ではございませんけども、理屈ではございませんけども、土地収用の問

題、都市計画税の問題、都市計画の見直し、いろいろありましたけども。ただ、１点、私

も数々景観に携わってまいりましたので、そういった意味で、やはりこれは私のまず指導

力のなさが一つの原因かなというふうに反省しております。この反省を今後十分に生かし

まして、平成２２年度にはきちっと仕上げてまいりたいというふうに強く意を決しており

ますので、その点でご期待を願えれば幸いかなと思っております。

　次に２点目でございますけども、考えられる重点地域・地区は今のところどんなものが

あるかという点でございますけども、先ほど申し上げました、冒頭申し上げました、県に

つきましては主要地方道大津能登川長浜線沿道景観形成地区、特に行畑の中山道沿いが伝

統的市街地景観、また琵琶湖岸につきましても、先ほど申し上げましたさまざまな景観が

定められております。野洲市独自の地区につきましては、先ほどもご答弁をさせていただ

きましたとおり、やはり三上山と里山の風景地区、これが一番大きな景観の要素ではない

かなと思っております。また、錦織寺や兵主大社とマッチした田園風景地区といいますか、

それも貴重な景観要素だというふうにとらまえております。また、野洲川付近や祇王井川

地区、これも歴史的景観もございますので、そういったところが今のところ考えられるの

－192－



ではないかなというふうに受けとめております。こういった中身につきましては、具現策

のビジョンを市民の方々に示した上で地区決定の議論に入っていきたいなというふうに考

えております。

　また、次の、耕作放棄地への対応といいますか、景観農振地区の策定、これはどのよう

に考えているのかという点でございます。この景観農業振興地域整備計画につきましては、

景観と調和した一つの営農条件の確保のあり方を定めることになっておりますが、農業等

を営まれることによりまして形成される景観だけではなく、やっぱり集落なり水辺、森林、

里山といった農業とマッチしたさまざまな要素が相まって良好な景観が創出されるという

のもございますので、多様な視点で地域の美しさをとらまえまして、区域を定めていく必

要があると考えております。

　また、耕作放棄地への対応という質問もございました。これは農業等にかかわる良好な

景観を維持、保全する上で重要な課題でございますので、景観農業振興地域整備計画を策

定することで、その解消を図ることも有効な手段の一つというふうに考えております。た

だ、これだけでは根本的な解決は難しいのではないかなというふうに考えておりますので、

景観農業振興地域整備計画におきましては、景観計画及び農業振興地域整備計画と適合さ

せる必要がございますので、今後、景観計画を策定し、検討する中で、農業等にかかわる

良好な景観の保全、創出につきまして、市民や関係団体と議論を深めつつ、策定の必要の

有無について判断をしてまいりたいというふうに考えております。

　以上、ご答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　次に、通告第３号、９番、井狩辰也君。

○９番（井狩辰也君）　９番、井狩辰也です。私は野洲小学校、野洲幼稚園ＰＦＩ管理事

業についてご質問させていただきます。

　私は、１２月の議会でも申し上げましたが、野洲市財政健全化集中改革プランは、緊迫

した財政状況の中、将来の野洲市を展望した建設的な政策であり、大変強い期待を寄せる

とともに、その進捗状況に大いに関心を持つところであります。そこで、集中改革プラン

において見直し対象項目の一つであります、野洲小学校・野洲幼稚園ＰＦＩ管理事業につ

いてご質問させていただきます。

　民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律、通称ＰＦＩ法は、平

成１１年９月に施行されました。ＰＦＩ法は、公共がサービスを提供するよりも、民間に

ゆだねたほうがより安くより上質なサービスが受けられる、ＰＦＩ事業で判断基準となり
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ますバリュー・フォー・マネーがあることが最大の利点であります。本市でも平成１４年

１２月に全国的に見ても早い時期に、このＰＦＩ方式を導入し、野洲町立野洲小学校及び

野洲幼稚園整備並びに維持管理事業として、民間の大和工商リース株式会社が出資する野

洲ほほえみピーエフアイ株式会社とＰＦＩ事業契約を結びました。民間の創意工夫、ノウ

ハウ等を活用することによって野洲小学校においては、校舎を建てかえ、教育環境を良好

に保ち、さらに地域が触れ合う拠点になること、また野洲幼稚園においては園舎を増築し、

３年保育の実施に伴う園舎の不足をカバーすることを期待され、平成１５年末に幼稚園、

平成１６年新学期に小学校の完全供用が開始されました。現在、約５年が経過し、他の小

学校・園と比較しても、野洲小学校、野洲幼稚園は、外観は美しく、高い水準で維持管理

されております。

　しかしながら、ＰＦＩ法が施行され約１０年が経過し、ＰＦＩ事業の中でも採算の合わ

ない事業や自治体の財政悪化により支払いが苦しい事業が出てきております。隣の近江八

幡市が２年半で市立病院のＰＦＩ契約を解除したり、名古屋市の複合商業施設が破綻に追

い込まれるなどしました。本市のＰＦＩ事業を顧みますと、契約金額が約３７億８，０３

９万円、契約期間が平成１６年１０月開始からの２０年間で、現在の年間支払額は約１億

４，６７６万円であり、この年間支払い額のうち、維持管理費分の約４，７８１万円が今

回の改革プランの見直し対象項目の一つになっておる状況であります。

　つきまして、改革プランの中で野洲小学校・野洲幼稚園ＰＦＩ管理事業を見直す上で、

現在供用開始から約５年が経過し、合併後に野洲市立になりました野洲小学校及び野洲幼

稚園整備並びに維持管理事業をどのように検証され、総括されたかご質問します。よろし

くお願いします。

○議長（鈴木市朗君）　市長。

○市長（山仲善彰君）　井狩議員の「野洲小学校、野洲幼稚園ＰＦＩ事業」に関するご質

問にお答えをいたします。まず、私の方から、約５年が経過いたしましたこの事業に対す

る現段階での評価を含めた総括についてお答えをし、その後、担当部長から個別にお答え

を追加させていただきます。

　ご指摘のとおり、平成１３年当時、旧野洲町では、野洲小学校につきましては築後約５

０年が経過しており老朽化が著しかったこと、また野洲幼稚園につきましては３年保育が

始まることとなっていたにもかかわらず、園舎が手狭であったことで、新たに校舎と園舎

の建築の必要に迫られていました。通常ですと、国庫補助金と起債、これに一般財源を加
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えて建設することとなりますが、町ではＰＦＩ方式により整備していくこととなりました。

　この方式自体が、当時ではまだ広く認識されていない、あるいは採用されていないとい

うことでありましたので、議会におきましても、この手法の採用段階では、ＰＦＩ事業に

よる事業費の増大や、契約期間が長期となることのリスク、コスト高となる独特の維持管

理システムなどに対しての疑問が出されました。また、平成１３年４月の調査業務の委託

の予算計上段階、さらに平成１４年３月の債務負担行為の議会提案段階や、同年１２月の

野洲ほほえみピーエフアイ株式会社との契約議決の段階におきましても、同様に厳しいご

意見も含めて大いに議論がなされたところでありますが、結局、実施をされて今日に至っ

ております。

　そのような議会での議論の際において、町のほうからお答えをいたした主なものといた

しましては、平成１４年度の法人税の急激な落ち込みの影響から、自己財源の確保が難し

い状況にある中で、ＰＦＩ方式を採用した場合、これがほぼ不要となること。また、建設

費の負担が２０年の長期で平準化できること。さらには、民間業者の豊富なノウハウが活

用されること。その他、ＰＦＩ方式により整備、維持管理される野洲小学校、野洲幼稚園

をモデル校として、今後の学校施設の整備をしていきたいといったことがありました。

　その後５年が経過する中で、今日、この事業につきましては、色々な事柄が課題として

浮かび上がってきていると考えております。そのため、昨年６月策定の財政健全化集中改

革プラン（素案）でも、管理費４，７８１万円を課題として提案させていただいたところ

であります。

　まず、私が感じますのは、ＰＦＩ一般の問題ではなく、その手法の有効性は否定しませ

んが、この案件に限ってみれば、施設整備費、維持管理費ともに、何が何でも高くついて

いるということであります。そして何よりも問題と思いますのは、１回きりのイベントな

らまだしも、この先の野洲市の厳しい、かつ不安定な財政状況の中で、基本的にこの状態

が今後１５年近く続くということであります。

　まず、建物に関しては、本体整備費が消費税込みで約２３億７，１００万円であります

が、これに利息が加算されて、結果的に約２８億２，４００万円と高額になっています。

この絶対額が高いだけでなく、坪単価で見ますと、利息を除いて約１００万円となってお

り、いわゆるぜいたくな建物になっています。通常ですと、国の補助基本額が６０万円弱

でありますから、これに１割加えたとしても７０万円以内でおさまったのではないかと見

られます。これは、他人任せであったことによることも一つではないかと推測しておりま
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す。この他人任せであったということにつきましては、建物がデザイン優先で、例えば教

室すべてが横長になっていて使いにくくなっていること、あるいは児童の増加に応じて、

現に今教室がもう不足しておりますが、施設の拡張性が全くないといったこと、また、実

際はお金をかけて設置されてますが、危険なために児童が利用できない屋上庭園があると

いった、いずれにしても豪華な体裁になっております。

　また、維持管理費につきましても、野洲小学校で毎年約３，６５０万円、幼稚園で１，

１３４万円、合わせて、先ほど申し上げました４，７８０万円となっています。これは、

学校で見ますと、他の５校合わせて１年間、来年度の見込みですが、７７６万円ですから

１校当たりで見ますと、２０倍になっています。たとえて言えば、私たち、お昼食べるの

に１，０００円までぐらい毎日だと思いますが、２万円のお昼を毎日食べているといった

状態ではないかなというふうに思います。

　それと、ご指摘のようにＰＦＩというのはサービスの供給ということであるわけですが、

学校のサービスというのは維持管理ではなくて、まさに教育の内容であります。今回のＰ

ＦＩは、学校の維持管理、清掃、保安管理をサービスととらえていただいているといった

ことも一つ課題ではないかなというふうに思います。

　このように、この手法を採用するに際して検討されてきたねらいが十分に満たされてい

るかどうかという問題があると思います。

　さらに、施設の建てかえ及びＰＦＩの検討の状況を振り返ってみますと、平成１２年度

からなされております。その当時の議会での答弁、先ほどお示ししましたが、財政が厳し

いということですが、税収、基金を含めて見ましても、先般、予算の説明会でお示ししま

したグラフを見ていただくとわかりますように、この段階では決して悪くなかったのでは

ないかと考えております。万が一悪かったとしても、そのような見通しの中でなぜぜいた

くな建物が建てられているのかといったことも今になって思えば不可解ではないかなと思

います。

　以上のことから、財政的なメリット、デメリット、建物管理に係る業務内容の妥当性な

どを検証し、契約の相手方との協議を重ね、今後の方向性を見出してまいりたいと考えて

おります。

　以上、ご答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　教育部長。

○教育部長（東郷達雄君）　それでは、私の方からは、もう少し具体的に現段階での考え
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方と今後の方針についてご答弁申し上げます。

　まず、野洲小学校、野洲幼稚園の施設は、ＰＦＩの維持管理システムによりまして、建

築後５年が経過いたしておりますけども、非常に良好な状態が保たれております。その反

面、この事業が持っておりますシステム自体の基本的な部分で、次のような課題や問題点

がございます。

　１点目には、建物管理や日常の維持管理におきましては、管理目的会社である野洲ほほ

えみピーエフアイにほぼ主導権があることから、施設の修繕等に相当の時間をかけて協議

が必要となりますが、その際に契約当事の計画に想定できていない修繕等につきましては、

市の負担で管理目的会社へ随意契約をしなければならいこと。

　２点目には、野洲小学校と野洲幼稚園の非常に手厚い維持管理業務に比べまして、他の

学校・園におきましては、厳しい財政事情もありまして、先ほど市長からご答弁ございま

したように十分な手当てができておらず、市内の学校・園の間で大きな格差が生じている

こと。

　さらには３点目としまして、２点目にも関連をするんですけども、手厚い維持管理業務

を行うことで、必然的に契約の相手方に支払う管理費が過大になってしまっているといっ

たことが言えます。

　こうしたことから、財政健全化集中改革プランにおきましても、早期の改善が求められ

たところでございます。

　この事業を採択した当時では、前例も乏しく、今日あらわれてきております課題、問題

点を的確に予測することは困難であったかとも思われますが、改めてこの事業を検証しま

すと、一定の見直しが必要であると認識をいたしております。

　このことから、平成２１年度には市の考えを相手方に伝え、見直しすべき維持管理業務

の内容について協議を行いましたが、残念ながら結論を見出すには至っておりません。し

たがいまして、平成２２年度からは、本格的に法律的な視点も考慮しながら、具体的な内

容の協議を進めてまいりたいと考えております。なお、一たん成立いたしております契約

の見直しとなりますので、慎重に対応しなければならないというふうに考えております。

　以上、お答えとさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　井狩辰也君。

○９番（井狩辰也君）　それでは、再質問させていただきます。

　ＰＦＩ事業につきまして、その経緯、経過、その評価について大変詳細にご答弁いただ
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いたと思います。私自身、今回一般質問させていただくに当たりまして、勉強、調査させ

ていただきましたところ、私自身も以下２点につきまして当初の目的が達せられていない

と考えております。

　１点目は、当初の目的であった野洲小学校が地域の触れ合い拠点となることが実現され

ていないという点であります。つまり、教育環境を良好に保つ維持管理のみをＰＦＩ事業

で行っていることであり、維持管理のみであれば他の小学校や園と同じく公共事業で処理

できる範囲であり、ＰＦＩ事業で行うその効果は大変薄いものと考えます。

　次、２点目は、野洲小学校、野洲幼稚園の維持管理は、先ほどもご指摘がありましたけ

れど、他の小学校・園の全部の維持管理費よりも高いという点です。計画当初、野洲小学

校をモデル校と位置づけ、他の小学校も順次建物や維持管理を野洲小学校の水準まで上げ

ていくという予定でありました。しかし、現在、当初計画の甘さや財政状況の悪化など複

数の要因は考えられますが、野洲小学校、野洲幼稚園と他の小学校・園との間には建物維

持管理の点で大変大きな格差があり、今後も野洲小学校の水準まで持ち上げていくのは大

変な状況にあると考えております。

　以上２点について私は、このＰＦＩ事業は当初の目的が達せられておらず、課題のある

事業であると考えております。

　そこで、今回改革プランにおいて、野洲小学校・野洲幼稚園ＰＦＩ管理事業は、現在、

相手方とどこまで交渉できており、また、この１年の中でどこまでの覚悟で取り組まれる

かご質問させていただきます。よろしくお願いします。

○議長（鈴木市朗君）　教育部長。

○教育部長（東郷達雄君）　井狩議員の再質問にお答えをしたいと思います。２点ござい

ました

　１点目は、まず、進捗状況的なものでございましたね。平成２１年度につきましては、

契約の相手方であります野洲ほほえみピーエフアイと契約内容の見直しについて、昨年の

６月２５日と８月１９日、１０月２７日、そしてことしの１月２６日に合計４回の話し合

いの場を設けております。また、昨年の１２月９日付で契約書の第１１１条にあるんです

けども、その１１１条の規定に基づきまして正式な協議書を市長名で相手方に送付してお

ります。協議の内容としましては、井狩議員からもご指摘ございますＰＦＩ契約の維持管

理経費の関係を中心に協議させていただいております。その前にＰＦＩ契約につきまして

は大きく２つに大別されます。施設整備の関係と維持管理の関係の２つでございますけど
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も、その中でも維持管理も細かく分けますと、日常的な業務、清掃とか保守管理ですね。

それが１つと、もう１つは長期修繕、いわゆる今後の施設の改修、修繕、更新ですね。そ

ういったものに当たる積立金といいますか、そういった経費の２つに別れるんですけども、

協議の内容としましては、どちらかといいますと、維持管理の日常的なものにつきまして

協議をさせていただいたというところでございます。先ほども答弁申し上げましたように、

野洲市の考え方は一定理解をいただいているとは思うんですけども、損害が相手方に及ぶ

という可能性がございますので、結論を得るところまでは行っておらないという状況でご

ざいます。

　今後の取り組みで決意というご質問でございますけども、一たん成立しております契約

ですので、見直しの内容によりましては民事上の問題が出てくる可能性が大いにございま

す。このことから、法的な問題につきましてアドバイスを受けるために、平成２２年度の

当初予算におきまして、教育費で弁護士の指導を受けるための必要な経費、予算ですが、

それを１５０万円計上させていただきました。この予算をもちまして、弁護士とできるだ

け深く詰めていきたいなというふうに考えております。今後の交渉過程では、法的な問題

解決を主眼に置くことはもちろんなんですけども、本市の金額的なメリット、デメリット、

いわゆる委託経費の削減額と損害賠償額が出るとしましたら、その額との比較検討をしな

がら慎重な対応をしていきたいというふうに思っております。

　また、時期的には２３年度予算の関係もございますけれども、相手のあることで確たる

ことは言えないんですけれども、年内を目途にしまして、円満な解決方向を見出していき

たいなというふうに考えております。

　以上、再質問に対する答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　井狩辰也君。

○９番（井狩辰也君）　ありがとうございます。私も今回、このＰＦＩ事業、ＰＦＩ契約

が大変厳しい契約条件というのも理解しております。しかし、今回このＰＦＩ事業の中で

一番の課題は維持管理の点で小学校間、幼稚園間に大きな格差があることだと思っており

ます。その格差を、市長初め職員の方々の鋭意努力によってぜひ是正していただきたいと

思います。その大前提といたしまして、まず野洲小学校・野洲幼稚園の保護者の方々、ま

た野洲ほほえみピーエフアイ株式会社の方にもご理解、ご納得をいただいた上で、野洲小

学校・野洲幼稚園の高額な維持管理費をほかの小学校・幼稚園に回していただき、行政サ

ービスが平準化されることをお願いいたしまして、私の一般質問とさせていただきます。
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ありがとうございました。

○議長（鈴木市朗君）　次に、通告第４号、第５番、内田聡史君。

○５番（内田聡史君）　５番、内田聡史です。若手の２番手として登壇させていただきま

す。

　質問に先立ちまして、今回の議会から一般質問も総括質疑、そしてまた一問一答制が選

べるということで、また今まで各常任委員会に付託されておりました予算審議も、予算特

別委員会ということで確実に議会改革として一つ一つ進めていってると思っております。

その中におきまして、私も今回１８回目の一般質問になるに当たりまして、今まで私自身、

あちらの都計を見ながら、この３０分をどうやって使っていこう。そしてまた、再質問、

再々質問、これを必ずやっていかなあかんもんやと、そういうふうな認識でやっていきま

したが、議会改革を進める中で、そして私自身も質問の中身においては、３問まで質問さ

せていただくこともあると思いますが、そういった今までの感覚を少し省みて、また反省

しながら、今回の質問をさせていただきたいと思っています。

　それでは、質問に入らせていただきます。子どもたちの夢の実現へ向けての取り組みは

ということでお伺いいたします。先月１３日より３月１日までの１７日間、４年に１度の

冬季オリンピック、バンクーバーオリンピックが開催されました。そして今月１３日から

はパラリンピックが開催され、４月１日までの１７日間、再びバンクーバーの地で熱戦が

繰り広げられます。競技をテレビで見ておりますと、メダルを手にした選手が自国の国旗

を掲げ、喜びあふれる笑顔を見るたびに本当に胸が熱くなりました。それが日本選手であ

るとなおさらであります。私がそうであったように、多くの日本国民が祖国の期待や誇り、

また自分自身の記録に挑戦する選手に大きな声援を送ったことだと思います。日本国民の

多くが喜びと感動を与えられ、そして勇気と元気をもらったのではないでしょうか。

　とりわけ多くの子どもたちにとっては、希望やあこがれを抱かせてくれる機会になった

と思います。私もあの選手のようになりたい、あの競技をしてみたい、そして将来オリン

ピックに出場したいなどと夢やあこがれを抱かせてくれたことだと思います。近年は日本

を代表し、世界で活躍する日本人スポーツ選手、芸術家、音楽家、企業家、さらには特殊

ではありますが、宇宙飛行士、ノーベル賞受賞者、科学技術者などの方々を、テレビや雑

誌、またインターネットで見る機会がふえてきました。こういった記事を見聞きすること

により、子どもたちは将来の夢を大きく膨らませていることだと思います。しかし、その

夢の実現のためには、大きな努力と時間が必要であります。この夢の実現に一歩でも近付
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けるように、サポートしてあげることが我々大人の役割ではないでしょうか。子どもたち

には大きな夢を持ってほしいと思います。子どもたちが夢を持つことは、成長段階では極

めて重要なことだと考えます。その夢の実現には多くの壁が待ち受けているはずです。そ

の夢に向けて走り出す子どもたちの背中を押してやり、見守ることは、子どもの成長と将

来の心豊かな人生を送ることにつながるのではないでしょうか。夢を持つことの大切さ、

夢を実現するまでのプロセスの大切さ、あきらめない志を持つことの大切さをしっかりと

伝えていかなくてはなりません。さらには、実現のためには努力や仲間とのきずなを深め

ることが必要であるということや、自分を支えてくれる周囲の大切さ、夢を持つことで今

まで以上の力が発揮できることなど、夢を持ち続けることのすばらしさを伝えていかなく

てはならないと思います。子どもたちの夢をつむいでいくことは、その先にある夢の実現

へとつながっていくはずだと考えます。日本の子どもたちは他の先進国の子どもたちに比

べて夢や目標を持つ子が少ないという調査結果があるそうであります。これは夢や目標を

持つきっかけや環境にないだけであって、こういった機会をつくっていくことも大切なこ

とだと思います。アメリカの大リーグで活躍中のイチロー選手は、幼いころからプロ野球

選手になりたいと思い続け、その強い思いとたゆまぬ努力によって、プロ野球選手になる

という夢をかなえました。宇宙飛行士の野口聡一さんに至っては、幼いころは普通の子で、

このころはまだ宇宙に対して興味を持っていなかったそうであります。そして、高校生の

ときにスペースシャトルの初飛行を見て興味持ち、その後、宇宙からの帰還という本に出

会い、宇宙飛行士になる決心をしたそうです。イチロー選手のように幼いころからこれが

自分の夢であるとはっきりしているほうがむしろ少数で、僕は何になりたいのか、私は将

来どうしたいのかと探りながら子ども時代を過ごす子のほうが圧倒的に多いと思います。

そうした時期を過ごす中で多くの出会いや小さなきっかけで小さなつぼみのような夢が芽

生えてくるのではないでしょうか。子どもたちの夢の実現に向けて、質の高い教育はもち

ろん必要であると考えますが、その夢を実現させてあげられるよう、子どもたちにかかわ

る親を初めとする大人の理解と協力が大切であると考えます。以下の点に対してお伺いい

たします。

　１番、子どもたちの夢の実現に対してどのようなお考えをお持ちなのか所見を伺います。

２番目、本市では子どもたちの夢の実現といったことに対してどのようなサポート、取り

組みを行っておられるのかお伺いいたします。３点目、子どもの夢の実現に向け、親と子

のかかわりが非常に重要だと考えます。子どもたちの親であるＰＴＡとはどのような連携
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をしておられるのかを伺います。４つ目、夢を実現された方々の体験談を聞くことは、子

どもたちにとって大きな希望につながると考えます。そのような機会を設定されたことが

あるのかをお伺いいたします。５番目、夢に向かって努力し、自分自身で道を切り開いて

いくことが私の考えます生きる力の一つであります。教育長が描かれます子どもたちの生

きる力とは何かをお伺いいたします。

　以上です。

○議長（鈴木市朗君）　教育長。

○教育長（南出儀一郎）　内田議員の、子どもの夢の実現に関するご質問にお答えいたし

ます。

　まず、第１点目の子どもたちの夢の実現に関する所見についてのご質問ですが、野洲市

の未来を築く子どもたちが、自分たちの夢を持って、世界へ羽ばたき、活躍してくれるこ

とは、私たちの願いでもございます。また、子どもたちが夢を語り、夢に向かって努力し、

夢を実現することを実感できる社会をつくり上げていくことは、私たちの責務でもあると

思います。学校教育においても、子どもたちが個々の個性や特性を生かし、将来の進路に

ついて展望と目標を持てるよう教育における取り組みを進めていくことが大切であると考

えます。とりわけ、さまざまな体験や豊かな体験を子どもたちに与えていくことも大切か

と考えます。

　次に、２点目と４点目の実現のためのサポートと体験談を聞く機会に関するご質問にお

答えいたします。キャリア教育の一環として、総合学習における進路学習の中で、小学校

６年生の夢をかなえる学習等の取り組みで、Ｊリーグ等で活躍するサッカー選手や地域の

音楽家、例えばピアノ奏者あるいはフルート奏者などでございますが、そういった方々、

あるいは、ものづくり職人の方、例えばお菓子屋さんの職人さん、あるいは家具の職人さ

んなどです。あるいは、海外青年協力隊員の方など、各界で自分の夢を実現され、活躍い

ただいている方をゲストティーチャーとして招き、学習しております。夢を実現させるま

での過程、成功談や失敗談、あるいは苦労したことなどについて、生の話を聞く機会を持

つことで、子どもたちが自分の夢の実現に向けた具体的な目標などを考えることができる

機会となっております。また、市内すべての中学校の２年生におきましては、チャレンジ

ウィークとして、５日間にわたる職場体験学習の実施により、多様な職業についての理解

を図り、個々の具体的な進路実現に向けた学習を行っております。また、事後学習におい

ては体験交流会を開催し、職業についての理解を深める機会を持っています。
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　次に、３点目の保護者との連携についてですが、子どもたち一人一人が、具体的な自分

の将来像を描き、目標を見出し、努力する姿を支えるためには、親や家庭の理解と支援が

なくてはなりません。そのために学校は、進路指導の取り組みについて、保護者対象の説

明会を開催したり、学年便り等を発行したりして情報発信を行っています。

　最後になりますが、５点目の生きる力につきましては、私は常々、夢や希望を追い求め

る飽くなき創造力や探究心が社会を今まで動かしてきたと、このように思います。また、

夢や希望を持つことは、困難を克服する大きな力のもとになると考えます。著しい情報化

の進展や不安定な経済状況の中でも、子どもたちが進む未来は楽観視できる状況ではあり

ませんが、しかし、子どもたちには、こうした社会の変動に対応できる柔軟な力あるいは

力強い力を身につけることが必要であると考えます。野洲市のすべての子どもたちが、さ

まざまな課題に柔軟にたくましく対応し、夢の実現に向け努力し続け、自立した社会人と

して羽ばたいてくれることを期待するところでございます。以上、答弁とさせていただき

ます。

○議長（鈴木市朗君）　内田聡史君。

○５番（内田聡史君）　教育長のおっしゃるとおりでございます。今、教育長がおっしゃ

られましたし、教育方針でも郷土に根差して世界に羽ばたく人づくりと言っておられます。

本市に限らずすべての子どもたちが夢に向かって挑戦し、その実現に向かって努力してい

ってほしいと思っております。しかし、その実現に向けましては、多くの困難が待ち受け

ていると思います。しかし、途中で挫折してもいいと思います。また、夢も変わっていっ

てもいいと思います。その経験が、またこの子どもたちの未来の大きな糧となることと私

は思っております。今後とも夢を持つことの大切さ、夢を実現するまでの大切さ、あきら

めない志を持つ大切さを子どもたちに伝えていっていただきたいと思っております。

　２点目と４点目の進路学習の中、またキャリア教育の中で夢をかなえる学習ということ

で、Ｊリーガーの方、音楽家、地域の職人さん、青年海外協力隊の方のお話、こういう方

の生の声を聞くということを今現在やっておられるということですが、確かに苦労話とか

体験談というのは、子どもたちの胸に大きく響くことだと思っております。子どもたちの

心の奥に眠っている夢や目標を呼び起こすためにも、今後とも継続して続けていっていた

だきたいと思っております。また、スポーツ選手の中でも、スポーツ選手に限らないんで

すけど、できれば職人さんや音楽家の方は地元の方と伺っておりますけれども、Ｊリーガ

ーさんとかは野洲市には多分おられないとは思うんですけど、できればスポーツ選手でも
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本市から出ておられます選手や芸能界で活躍しておられます有名アーティストの方が帰っ

てきていただきまして、子どもたちに今までの経緯なんかを説明していただけますと、ま

た子どもたちに親しみがわき、夢を身近に感じることができると思っておりますので、よ

ろしくお願いいたします。

　それと、中学校２年生では職場体験をやっておられるということであります。私も市内

の散髪屋さんや商店で見させていただいたこともあります。また、市内の大手の農業法人

さんのところでも受け入れをやっておられると聞いてます。この体験が夢の職業であるな

しにしろ、働くことの大切さや自分自身の適性を考える非常に重要な機会であると思いま

す。受け入れ事業所の依頼等でご苦労なさっていることとは思いますが、今後とも進めて

いっていただきたいと思っております。

　少し紹介をさせていただきたいんですが、子どもたちの夢ということで、数年前、第１

回子ども生活実態基本調査報告書、ベネッセ教育開発センターというところが、なりたい

職業のベスト２０ということで調査をされておられます。ちょっと紹介させていただきた

いのが、小学生のなりたい職業、ご想像つくと思いますけど、１番、２番が野球選手、サ

ッカー選手になっております。これは男の子ですけれども。中学生になっても野球選手、

サッカー選手。そして、小学生のなりたい職業の１８番目に公務員さんということです。

そして、中学生の男子の意識調査で、小学校のときは１８位だったのが、公務員さんが５

番に上がっております。そして、高校生の調査になりますと、１番が学校の先生、２番目

が公務員、このようになっております。そして、女子のほうですが、小学生で言いますと、

保育士、幼稚園の先生、同様に中学生もそうなんですけれども。ここで６番目に公務員と

いう、非常に現実的な夢になってきているなというふうに思います。

　この中で私がちょっと気になるのが、子どもたちがよく知っている政治家、議員、市長

も政治家でありますけれど、政治家になりたいという希望を挙げている子が少ないという

ことなんです。このベネッセの調査ではありませんが、子どもたちがなりたくない職業の

ワースト１位が国会議員、政治家である。そういったイメージがついているそうでありま

す。こういったイメージを払拭させるためにご提案させていただきたいのが、市長が小学

校や中学校へ行っていただきまして、子どもたちの未来のためにどのようなまちにしてい

くか、そういったことを語っていただければと、そんなふうに思っております。ふだん、

議員さんて何してはるのと、よく幼い子から聞かれますし、可能であれば議長もまた子ど

もたちにそういった機会を提供していただければなと思っております。
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　ちなみに私、大学生の議員インターンシップを、今回は受けておりませんけれど、前回

の夏まで受け入れておりました。私自身がインターンシップを受け入れておりますのは、

将来議員になる子を育てていこうとか、そういうおこがましいあれではないんですけれど

も、議員に対して凝り固まったイメージを少しでも取り払って、また自分の住んでいる地

域の行政に少しでも興味を持っていただきまして、政治に無関心ではいられても無関係で

はいられない。こういったことを少しでも認識してもらうために行っております。

　４点目に、保護者とのかかわいり合いなんですけれども、この夢の実現に向けて保護者

との連携の部分が、親や家庭でのかかわりが本当に大きいと思っております。親が、自分

が果たせなかった夢を果たしてくれるよう子どもの夢をサポートする親、逆に親が果たせ

なかった夢を自分が実現するんだと努力をする子どもたち。しかしながら、今はその子ど

もの夢を踏みにじる実の親が少なからず存在することは残念なことであります。昨日の代

表質問でもありました親の教育、また、昨年、私は親でもないのに親学ということを提案

させていただきました。この親学についても積極的に今後も取り組んでいただきたいと思

っております。

　そして５点目に、教育長に、子どもたちの生きる力とはというふうにお伺いしました。

このことについては、教育者である教育長の言葉に異論を挟む余地もございません。今後

もしっかりと教職員の皆さんとともに歩んでいっていただきたいと思っております。そし

て夢の実現ということで、将来なりたい職業に今重点を置かせていただきまして質問をさ

せていただきました。しかし、この夢の実現、これは現在の社会の既に存在している職業

や仕事に必ずしも当てはまるものではないと思います。例えば、琵琶湖を世界で一番きれ

いな湖にしたい。そこに注ぐ川もきれいにしたい。世界の砂漠化を食いとめたいといった

願いもまた夢であろうと思います。現に本市でも琵琶湖や里山、河川で行われているさま

ざまな事業に多くの子どもたちが参加してくれています。また、その事業を進めている方々

の夢は、子どもたちにこの自然を残すこと、またそれを受け継ぎ守ってくれることを望ん

でいると思います。その思いを受け継いでくれる子どもたちにしっかりと理解と協力をお

願いしたいと思います。

　そして最後にもう１点だけご紹介させていただきたいのが、東京の世田谷区で子ども夢

プロジェクトというのが行われているそうであります。国内の小学生から友達と一緒にや

ってみたい夢をということで、世田谷区が、行政が実現に向けて応援するとしている企画

だそうでありますが、これまでミニピラミッドの建設、花火の打ち上げ、カフェ開店など
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を展開していったようであります。これは一般財源から出されているのか、継続的にやっ

ていっておられるのかわかりませんが、きのうも代表質問の中で、ふるさと納税、まちづ

くり寄付金のお話がありました。この中に、早速きのう言われてきょう早速議会のほうの

テーブルに置かれてたので見させていただきますと、子どもたちの夢を実現するというこ

とで、この中のまちづくりを担う人を育てるための事業、子どもたちが将来この野洲市を

担ってくれる子どもたちでありますので、こういう事業のお金にも使われるのか、また、

その他、条例の目的を達成するため、ここでは子どもたちの夢の実現、条例ではないので

できないかもしれませんけれど。そしてまた国のほうでも子ども夢基金というのがあると

いうふうに聞いてます。またこれも多くの自治体から申し入れもあり、採択が難しいかも

しれません。その中で、幾つかの自治体がやっています、自分のまち独自で夢基金、子ど

も夢基金などをつくっておられるところがあります。こういったことも夢の実現に向けて、

子どもたちの夢を少しでも実現させていこうというお考えがあれば、検討していただきま

して、またこれを、夢基金の創設を提案させていただきまして、質問を終わらせていただ

きます。答弁は結構です。

○議長（鈴木市朗君）　暫時休憩いたします。

　　　　　　　　　　　　（午後２時３７分　休憩）

　　　　　　　　　　　　（午後２時５５分　再開）

○議長（鈴木市朗君）　それでは、休憩前に引き続き会議を再開します。

　次に、通告第５号、第１１番、坂口哲哉君。

○１１番（坂口哲哉君）　それでは、議長のご指名によりまして、質問をさせていだたき

ます。２つの質問を用意させていただきました。よろしくお願いいたしたいと思います。

　まず第１に、１つ目は農業後継者対策についてでございますけれども、この質問の内容

につきましては、３月１０日の野洲新風クラブの代表質問と一部重複するところがあると

思いますので、よろしくお願い申し上げます。

　我が国においては、戦後食料難にあえぎ増産増産に一目散に取り組まれ、日本の農業が

経済を支えてきたと言っても過言ではないと思います。この農業の将来展望を考えると、

決して明るいものではありません。生命を維持するのに不可欠なのは食料であり、その食

料を生産確保する農業、漁業はおしなべて不振であり、後継者に悩んでいることは憂慮す

べき現象であります。

　そこでお伺いしたいのは、農業後継者の問題であります。人口の高齢化に伴って、農業
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従事者も高齢化し、後継者がいないので農業は自分の代で終わりだといった話をよく聞き

ます。私もそうでございますけれども。後継者がいる、いないは基本的には個人の問題で

ありますが、第一次産業である農業だけに看過できない問題であると考えます。そこで本

市の実態として現在、専業農家は何戸あり、そのうち後継者のいる数といない数はどのよ

うな状況になっておりますか。

　次に、行政としての対応でございます。世界的に見ますと、人口が増加するが食料の増

産は追いつかないので大変な飢餓時代が訪れるだろうと報じられております。一方、我が

国の現状は、モノ余り、食物余りでありますが、多くは輸入に頼り、自給率は４０％に満

たず、先進国中最低と言われています。長期的に見て、日本の農業がこのままでよいとは

考えられないのであります。日本の自給率を向上させるため、輸入食品に依存する農政を

やめ、安心・安全な食料は日本の大地からを合い言葉に農業を再生する必要があると思い

ます。その対策として第一に考えるべきことは、農業後継者を確保することであると考え

ます。

　後継者の問題は私生活の問題でありますから、農家のお子さんに、あなたは農業をしな

さいと言うわけにはいきません。したがいまして、後継者を確保するために、魅力ある農

業を目指すには行政として何か打つ手はないのかどうかお聞きいたします。

　あわせまして、特産品ともお聞きしますが、先ほど言われました代表質問でシュンギク、

みかちゃんメロン、などを言われましたけれども、現在的には野洲の特産品としてはブラ

ンド化されてない部分はあるかと思いますが、また、その規模、収入等をわかれば教えて

いただきたいと思います。

　それと、後継者問題については最後でございますが、これは後で答弁していただく必要

はございませんけれども、３月６日の京都新聞に、農家直接支援に転換、政府素案判明、

農協経由を見直しという文面が出ております。これを読みますと、政府が今月に改定する

食料農業農村基本計画の素案が５日、判明した。これまでの農協を経由する政策の大幅見

直しを明記。農家自身による取り組みを重視し、農家への直接支援に切りかえる農政大転

換を掲げた。農業の大規模化路線は転換し、小規模を含めた多様な農家の育成に力を入れ

ると。こういう言葉がございますけれども、後継者がいないのに力を入れても何になるの

かなと、私はこのように思います。

　次に、平成２２、２３年の指名参加資格申請についてでございますが、これにつきまし

ては、インターネットによる指名願いを提出しなさいと言っているようでございますが、
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種目別にどれだけの事業所が提出されましたか。また、前回と比較してどれだけの事業所

が提出されていないのかお尋ねしたい。これは資料を提出いただいておりますけれども。

と言いますのは、個人事業所でインターネットをつないでいない事業所、またパソコンを

利用していない人たちの対応はどうなさるのかお伺いいたします。

　以上でございます。

○議長（鈴木市朗君）　環境経済部政策監。

○環境経済部政策監（土肥義博）　坂口議員の農業後継者対策についてのご質問にお答え

申し上げたいと思います。まず、あらかじめ申し上げておきますが、シュンギクとみかち

ゃんメロンの規模とか、それはちょっと今担当のほうに調べさせております。ちょっと今、

通告いただいてなかったものですから。これは後でお調べさせていただいて回答させてい

ただきますので、よろしくお願いしたいと思います。

　まず、１点目の専業農家数と後継者数でございますが、本市における専業農家の戸数は、

平成２０年１１月に農業振興地域整備計画の基礎調査の一環といたしまして行いましたア

ンケート調査によりますと、調査数３，４８１戸に対して、回答率は７９．２％、有効回

答数２，３５２戸ございました。その中で専業農家としていただいたのは２１８戸、パー

センテージにいたしますと９.３％という状況でございます。後継者についての設問で、有

効回答数は１，５６４回答がございましたけれども、そのうち後継者があるとか、あるい

は後継者になる予定があるというふうにしたのは、５２５戸で３３.６％。その内訳を詳細

に申し上げますと、後継者がいる方が１０９戸で７.０％、農業以外の仕事に従事をされて

ますけども将来農業を継ぐ予定というのが３６６戸の２３.４％、それからあと、現在は在

学中で、将来農業を継ぐ予定とされている方が５０戸で３.２％ということでございまし

た。

　一方で、後継者がいないとか、あるいは予定がないとしたのが９０３戸、５７.７％。農

業を継ぐ意思はなさそうというのが今の９０３戸のうち５７３戸、３６.６％に相当しま

す。後継者がいないため農業は自分の代でやめるとしたのが３３０戸で２１.１％という状

況になってございます。

　次に、後継者確保のための施策の展開のご質問でございますけども、アンケート結果も

示しておりますように、後継者問題というのは急務の課題というふうに考えております。

現在、農地の受け皿づくりといたしまして、認定農業者の育成ですとか、あるいは営農組

織、集落営農組織の法人化、農地流動化などの施策を講じまして、農作業の効率化とか、
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あるいは合理化を目指しておるところでございますが、ご指摘のとおり、農業後継者が生

まれるには、生活が維持できる所得の保障、当然これは最低限の条件ですけれども、それ

以外に農作物をつくる喜びが感じられて、それがひいては営農意欲がわいてくると、こう

いうような魅力ある農業を目指していく必要があるというふうに考えてございます。

　施政方針でも述べましたように、農業に係る諸課題を直視させていただきまして、本市

における魅力ある農業、農村の振興の展望を開く計画策定を来年度中に行いまして、農業

施策につなげてまいりたいと考えます。

　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　総務部長。

○総務部長（前田健司君）　それでは、坂口議員の２点目の平成２２、２３年度指名参加

資格審査についての一般質問にお答えをさせていただきます。

　まず初めに、議員ご質問の中で、指名参加資格申請についてはインターネットにより指

名願いを提出しなさいとのことでございますが、本市といたしましては、わざわざ申請書

をとりに市役所までお越しいただかなくてもよいようにということで、市のホームページ

から申請書の様式を受信していただけるように配慮しているものでございまして、議員お

っしゃってますインターネットにより申請をしていただくということではございませんの

で、よろしくお願いしたいと思います。

　さて、指名参加資格申請書につきましては、昨年度までは市が準備いたしました申請書

と市のホームページから受信した様式を印刷した申請書の２種類からの選択としておりま

した。それを今年度からは、申請書作成作業の簡略化と市の紙の使用量の削減を目的とい

たしまして、原則として市のホームページから受信した様式に統一をいたしました。それ

と同時に申請書のパンチ入力業務に係る委託料の削減もできまして、企業情報の取り込み

が瞬時に可能なメディアディスクでの提出を原則とした受付方法に変更させていただいた

ところでございます。

　議員お尋ねの平成２２年度の指名参加資格申請件数につきましては、建設工事が１１７

件、コンサルタントが３０件、物品販売・役務提供が９１４件でございます。前回の平成

２０年度の申請件数と比較いたしますと、建設工事は３９件の減少、コンサルタントは１

件の減少、物品販売・役務提供は１５件の増加となっております。また、前回の物品販売・

役務提供申請者の中で今年度申請されなかった事業者は５０件でございました。

　なお、パソコンは使用されながらインターネット環境のない事業者におきましては、空
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のメディアをお持ちいただきまして、データの入ったメディアとの交換をさせていただい

ておりますし、また、パソコン自体をお使いでない事業所に対しましては、申し出をいた

だきました時点で、昨年度と同様に申請書を印刷してお渡しをさせていただくなどの対応

をさせていただいたところでございます。

　以上、お答えとさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　坂口哲哉君。

○１１番（坂口哲哉君）　後継者問題についてですが、魅力ある農業というのは、例えば

収入の問題だと私は解釈するんですけれども、例えば、サラリーマンの方で５０歳前後の

人たちが、年収１，０００万ほど収入があると思われますけれども、その収入に見合う農

業収入を得ようとすれば、１人でどれだけの規模で何をすればそれだけの収入が得られる

のかということが私は知りたいんですけども。また、それと特産品として、先ほど聞きま

したけれども、その規模、収入を教えてくださいということは後で結構でございますから、

それはいいんですけれども。農業というものは重労働でほこりだらけで収入が低いことか

ら後継者がいないのではないかと私は推測するんでございます。低賃金水準で、誇りを持

てる農業ができるでしょうかというとなんですけれども。そして、また、ちょっと意欲の

ある人は施設園芸を行いたいと思っても資金がないわけですね。それらのことは、農業近

代化や資金貸し付け制度がなくなりまして、資金調達ができない状態でございます。施設

園芸を行う方々に補助なり考えられませんか。貸し付け制度も復活することも考えられま

せんか。そういったこともひとつお聞きをしたいと思います。

　それと、指名願いでございますけれども、総務部長にお答えいだたきましたけれども、

そういう手立てをしていただいているのは結構ですが、市の商工会への対応はどういうふ

うにされたのか、それをお聞きいたします。

　以上です。

○議長（鈴木市朗君）　環境経済部政策監。

○環境経済部政策監（土肥義博君）　坂口議員の再質問にお答えを申し上げます。再質問

の前に、先ほどちょっと統計の数字が答弁できてなかったので補足をさせていただきます。

シュンギクでございますけれども、今かちっとした数字ではありませんが、大体５０戸程

度が生産をされています。面積については十分把握をしておりませんが、売り上げは７，

０００万程度というふうに聞いてございます。あとみかちゃんメロンに関しましては、現

在は７戸の方が生産をされておりまして、年間の売り上げが２，７００万というふうに承
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知をいたしております。

　あと、再質問のほうの中身でございますが、いわゆる収入でございますけれども、先ほ

どサラリーマン年収１，０００万という一つの例を示されましたけれども、これは、本市

のほうでは農業経営基盤強化法に基づく基本構想というか、それの中では基本的に収入５

００万で労働時間２，０００時間というようなイメージでいくと、水稲で言うと、今イメ

ージしているのは１７ヘクタールぐらいやると５００万。逆に言うと、１，０００万とい

うと単純に倍というわけにはならないんだろうと思いますけども、５００万というそこの

指標でいきますと、水田でいえば１７ヘクタールというようなイメージを示させていただ

いております。これは平成１８年ごろに策定をさせていただいて、今、農地法の改正を踏

まえて、経営基盤強化法の改正も行われて、今その基本構想の見直しを行っているところ

でございます。

　それから、もう１点は施設園芸とか、こういったものについての貸し付け制度とかいう

お話ですけれども、今般、農水省のほうでも、新規就農者への補助ということで、基本的

に４００万を上限としたような形の中で、初期投資の軽減を支援するというような制度が

ございます。これで４００万を上限として２分の１の補助という形でございますけれども、

そういう制度があります。これは河野議員のときのご質問の中で、経営体育成交付金とい

うこれの中の一つの政策手段の一つではあるんですが、残念ながらというか、今回は新規

就農者補助についてのご応募はございませんでしたけれども、そういう制度はございます。

あと、当然、市独自としてそういう貸し付け制度というようなところの話も、これは魅力

ある農業とか、そういうようなところの視点でいけば、こういった制度も導入を検討しな

きゃいかんのかなと。大体、基本的には国の農業というのは水田農業とかそちらのほうへ

の補助のほうがかなり手厚くはされてますけれども、ややもすると、食料自給率にダイレ

クトに直接的に貢献をしないような施設園芸みたいな話になると、ややもすると少し補助

が手薄いのかなというような印象もございます。そういった中で、先ほどの答弁の繰り返

しになりますが、今の農業農村振興計画を策定する際にも、そういったことも採り入れる

べきではないかとかいうようなものも一つの論点の一つにして検討をしてまいりたいとい

うふうに考えてございます。

　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　総務部長。

○総務部長（前田健司君）坂口議員の再質問で、市内事業者の指名参加資格申請に係りま
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しての商工会への対応はどうかということでございますが、これにつきましては以前は申

請時期前には申請用紙の配付は商工会のほうにも実施をしておりましたが、今回から、先

ほど言いましたように、手続等について改めましたので、市役所と同様に窓口の配置は今

回からやめることといたしたものでございます。

　以上、お答えとさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　坂口哲哉君。

○１１番（坂口哲哉）　最後になるわけですけれども、やはり今の水稲で１７ヘクタール、

１人で１７０反。私は３０反やってますけども、大変なんですよ。場所にもよりますけど

も。これで５００万しか入らないということは、魅力がないということですよね。やはり、

それだけのものを水稲だけで、今日の世界の農業情勢を見ますと、そうした農業転換期に

当たるんだろうと私は解釈して、施設園芸をやらないと生活ができていかないという観点

から私も取り組んでまいりました。そういったことも今後の計画の中でお考えをいただき

たいと思います。やはり、これから、そしたら小規模でやろうとするなら、今言うてる近

代化資金とか担い手のことについては、たしか近代化資金貸付制度がありますね。その以

下の人たち。例えば１町とか、そういうことをやっておられる、個人個人の農業者に対し

ても、これから何かやろうかと言うても、資金がないわけですね。施設園芸をするにして

も。資金の調達の部分を何とかお考えをいだたきたいな、こういうふうに思います。これ

はお答えをいただかなくても要望だけで終わっておきますけれども、そうしたことでお願

いを申し上げたいと思います。

　指名願いの問題でございますけれども、今、総務部長にお答えいただきましたけども、

あくまでも商工業の育成の見地からして、こういうことをことしから指名願いについては

こういうことでやりますから、よろしく頼むぐらいは商工会の事務局長にでもお電話いた

だいたら、そのように対応はできるんじゃないですか。そこも、実は２月２４日に商工会

の事務局長に確認をいたしております。そういったことの必要はなかったと。要するに、

先ほども言いましたように、私が商工会員から聞いてるんですよね。インターネットもパ

ソコンもなぶれない。そういうのはどうするのやと。市役所へ行かんならんということで、

商工会へ行けば、その商工会でその書類が整理できるということであるならば、そういう

ふうになぜ商工会に指導していただくことができないんでしょうか。そこら辺が私にはわ

からないんですが。

　そしてもう１つ、建設工事で３９件のマイナスですけど、これは倒産なのか廃業なのか、
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それとも届けなかったのか、そこら辺がわかりましたらこれだけお答えをいただきたいと

思います。

○議長（鈴木市朗君）　総務部長。

○総務部長（前田健司君）　坂口議員の再々質問にお答えをさせていただきます。

　まず、今回の手続申請等の変更につきまして、事前に市の商工会のほうにもやはり一言

あってもいいんではなかったかというようなことでございます。おっしゃるように、ご指

摘いただいてますように、確かにその辺については私どもも少し配慮に欠けておったとい

うことで反省をしておるところでございます。今後また商工会とも十分連携を密にしてま

いりたいというふうに考えております。

　それから、件数の減少の要因でございますが、これは、指名参加資格申請といいますの

は当然申請主義でございますので、申請するしないにつきましては事業者の判断に基づく

ものでございまして、それぞれの事業者の事情等があろうかと思います。いわゆる経済の

この不況の中で廃業なさっておられる事業者もあるかもわかりません。あるいはまた今回

の期間に申請をお忘れになられた事業者もあるかもわかりません。ただ、その内訳につき

ましては、これは個々の事情でございますので、把握し切れてないのが現状でございます。

　以上、お答えとさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　次に、通告第６号、第１２番、田中良隆君。

○１２番（田中良隆君）　１２番、田中良隆でございます。議長のお許しをいただきまし

たので、私は野洲市のまちづくりにプラスになるという思いから提案型の質問を１件させ

ていただきたいと思います。

　野洲市の市民憲章、市の木・花・鳥、また歌などの制定をというテーマで質問させてい

ただきます。野洲市も合併して５年半になろうとしておりますが、市民の心を一つにしま

して一体的なまちづくりを進める上でそろそろ市民憲章を制定をしてはどうか、また、市

の木・花・鳥・歌などの制定も重要ではないだろうかと考えまして質問をするわけでござ

います。市民憲章は、市民の生活や活動の最高規範であります。心の支えとなり続け得る

半永久的な理想を示すべきだと思います。それが、午前中も市長の発言にもありましたが、

協働のまちづくりにつながるという、そんな思いをしております。旧野洲あるいは旧中主、

そんな意識を超えて、市民の一体感の醸成を図れる有力な方法ではないでしょうか。平成

１５年１２月の合併協定書では、慣行の取り扱いの中で、合併後検討期間を設け新たに定

めるものとするとあります。合併協定書に書いてあるから絶対という、そんなつもりは全
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然ありませんけども、まちづくりを進める上で大事なこと、非常に有効なアイテムの一つ

であると考えます。市長はどうお考えを質問したいと思います。

○議長（鈴木市朗君）　市長。

○市長（山仲善彰君）　田中議員の、野洲市の市民憲章、市の木・花・鳥・歌などの制定

についてのご質問にお答えをいたします。

　まず、積極的なご提案を賜りましてありがとうございます。市民憲章制定等のご趣旨は、

私も賛同はいたしますが、ただ、この問題につきましては、まちづくり基本条例の制定時

にもう少し議論があったほうがよかったんではないかと考えています。過去にも同じご質

問がありまして、私の答弁ではございませんが、今も基本的にはそのときと同じような状

況ではないかと考えております。いわゆる基本的には、市民憲章が理念のみを規定したも

のでありますのに対して、まちづくり基本条例が理念を実現するための各主体の役割や具

体的制度までを盛り込んだ総合的、かつ野洲市にとっては最高の規範といったものに位置

づけられておりますので、まだこのまちづくり基本条例が制定されて間もないですし、今

年度、住民参加の条例、投票条例も制定させていただいたところでありますので、もう少

し時間が必要かなと。

　それと、市の木・花・鳥・歌などについても、制定に私も後ろ向きではございませんけ

れども、これまで集中改革プランあるいは都市計画税、あるいは予算で３０回近く市民と

の話し合いの場を持たせていただきましたけども、そこでもご議論、ご提案がございませ

んでした。そういったことから、今後、市民の方々の意識の盛り上がりを期待する中で検

討を進めてまいりたいと考えております。

　以上、ご答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　田中良隆君。

○１２番（田中良隆君）　答弁いただきました。平成１７年６月に森田議員が、２０年３

月、ちょうど２年前ですが、奥村議員が質問をされておりまして、そのときの政策監の答

弁書、今の市長の答弁とほとんど同じような感じの答弁であります。この中にもうたって

ますのは、今市長からも話がありましたけども、コミセンやそういうところでの話の中で

も全然そんなこと出てこうへんやないかという、そんな話だったわけですが。協働のまち

づくりを進めるという意味で、やっぱり市から何かきっかけなりそういうのがなければ、

何もない人がそういうのをつくれと言うて、この前の都市計画税の反対の請願みたいにあ

んな署名活動するわけがないと思いますよね。その中身について。そんなことで、私は市
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から何かを投げ込むような感じでされたほうがいいんじゃないかなという気がしておりま

す。

　ちなみに、滋賀県では１３市のうちの９市で取り組みをされてますし、全国では８０７

市のうちの６６８市、８割以上の市でされております。よそがしているからどうこうとい

う、そんなつもりはないわけですが、当然これだけの市がしているということは、何らか

それに対してのメリットなり、そういうことがあるということでされているわけですから、

その辺はどうなのかをもう一度お聞きをしたいと思います。

　それと、基本条例ができているから、それにこの２年前の答弁では、それをできて十分

にそれを市民にＰＲ、啓発して、協働のまちづくりをしますよというようなことが書いて

おりますが、じゃあ、今、ちょうどこれおととしですかね、まちづくり基本条例ができた

のが。そのときは、投票はどうするとかいろんな議論で議会の中でも熱い議論がありまし

たが、それから以降、どないかたっておりますが、そのまちづくり基本条例について、中

身について、投票条例は別ですけども、議会もそうだし、市の中でもそんなに議論なりそ

ういうので、話題にもなってないような、そんな気がします。確かに、前文の部分でいろ

いろ、里山に朝日が上り、湖面に夕日を照らしと、ポエム的なことが書いておりますし、

その条例の部分の目的の中では、市民、市議会及び市の役割や行動を明記し、市民の知恵

や力をまちづくりに生かすことにより、人権と環境を土台に生きる意味が実感できる活力

ある自立した地域社会の実現を図るのを目的という、そういうことが書いてます。これも

何かもう一つわかったようなわからんような内容なんですが、実際には、生きる意味が実

感できるて、その生きる意味が実感できるというのはもう一つわかりにくいと。例えば、

生きる喜びがわかる、生きる喜びが実感できるとか、そういう言い方ならわかるんですが、

その辺もう一つ私もわかりにくいですから、この辺の解釈含めまして、市長、哲学書が専

門だそうですから、ちょっと解説していただければありがたいと思います。

　再質問はそれぐらいにしたいと思います。

○議長（鈴木市朗君）　市長。

○市長（山仲善彰君）　田中議員の再質問にお答えをさせていただきます。

　まず基本的にはご趣旨は私も全く賛成です。それと基本条例についての考え方も、割合

長い前文が置かれてます。普通、条例に前文を置くというのは異例でして、よほどのこと

でないと置かないです。日本国憲法と同じような考え方だと思うんですが、文言が、私が

就任する前に皆さん方でご議決いただいてますが、むしろ私の解釈よりは、前から議員を
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なさっている方のほうが詳しいと思いますけれども、やはりおっしゃるように抽象的な部

分があったり、論理的でない部分もあると思います。むしろもう一度そこを議論していた

だくほうがよくて、資源の無駄遣い、１つあるものをまた重ねる。これは施設もそうです

し、制度もそうですし、どうもそういうふうになりがちですので、もう一度まちづくり基

本条例の内容なんかを、今おっしゃってもらったような形で議論するほうがふさわしいの

ではないかなと思います。

　それともう１つは、これもまちづくりの基本条例の議論があったときに申し上げたんで

すが、どうしても日本国憲法の焼き直しみたいになります。人権ですとかいろいろ。だか

ら、野洲ならではのものを出すのか、野洲市民としてもう一度日本国憲法を確認するのか

といったことも、やはりそうしないと二重になります。あるいはどういう場合にそれを皆

さんが活用する、具体的に言えば唱和する、そういう場面を考えますと、今野洲市の催し

では人権の誓いを言ってます。また、まちづくりの憲章を言うのか、入学式で、卒業式で

どうするのかといったこともありますので、やはり、いい意味で実務的な観点からも物事

を考えるべきで、つくっても、今のおっしゃったように条例みたいに使われなくては意味

ないですから、そういった観点からもう少し総合的に検討を進めたいというふうに思って

おります。

　以上、ご答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　田中良隆君。

○１２番（田中良隆君）　ありがとうございます。共感できる部分はどれだけかありまし

た。再質問もう最後ですけども、実は、昔の、今の分庁舎の前に中主町という石碑があり

ました。あれは今現在分庁舎の裏の児童公園の中にひっそりと置いてます。近くの子ども

が遊ぶ程度のところです。一方、野洲町という石碑、あるいは野洲町民憲章の石碑は、私

どもこの議場へ来るたびに車をおりまして必ず毎日それを拝んでから入らないかんわけで

す。だから、その辺も私非常に、合併して、ここへ通いかけたときから気になってる部分

でして、もちろんそれを捨てるのはもったいないですから、どこかへ置くのはいいんです

が、ああいうところに置いてもらうとかえって今市民の一体感の醸成だとか言うてるのに、

中にはそういうので私のようにこだわる人もゼロではないと思いますから、例えばそうい

うのを、さくら墓園でもいいですし、あるいは銅鐸博物館でもいいですし、銅鐸博物館な

りどこかそういうような、体育館のどこか隅っこのほうでもいいですけど、せめてそうい

うところへ持っていっていただけないかなという、そういう気がします。いつまででも、
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新しい市民憲章が仮にできて、玄関の前にぼんとあれば、それは昔のやというイメージが

ありますが、それもないのにいつまででもそれがありますと、かなりひっかかる部分はあ

ります。もし引っ越しするための予算がないのでありましたら、私どものユンボでもトラ

ックでもいつでも貸しますし、人がなければ人もつけますから、その辺をお願いしたいと

思うんですが。その辺だけちょっと確認しておきたいと思います。どう思われるかだけ確

認しておきたいと思います。

○議長（鈴木市朗君）　市長。

○市長（山仲善彰君）　田中議員の再々質問にお答えをさせていただきます。

　ご提案の趣旨はよくわかりますので、経費とか合意形成も含めて前向きに検討させてい

ただきます。

○議長（鈴木市朗君）　次に、通告第７号、第４番、髙橋繁夫君。

○４番（髙橋繁夫君）　それでは、質問をお伺いいたします。２点お伺いいたします。篠

原駅周辺整備についてと篠原幼稚園跡地活用についての２つを質問いたします。私、髙橋

繁夫でございます。平成２２年度第１回一般質問に当たりまして、まず私の思いの一端を

述べさせていただきます。

　昨今の野洲市の財政状況が非常に厳しいことから、山仲市長は財政集中改革プランを策

定され、財政改革の方向を示されました。その中でも都市計画税を賦課する案を提案され、

各学区や自治会でも精力的に市民へ説明していただきました。結論は皆様もご承知のとお

り、市長は最終局面で今議会への条例提案は見送られました。このことを私流に申し上げ

ますと、私も市内で商売をさせていただいております。近江商人を象徴的にあらわす表現

としててんびん棒がございます。このてんびん棒に商品をかついで、全国を売り歩いた、

これが我が近江商人のルーツであります。山仲市長をこの近江商人になぞらえますと、て

んびん棒に商品であります都市計画税をかついで市内へ売り歩かれました。私も説明会場

へ足を運びましたが、この都市計画税という商品はなかなか売れない。しかし今流で申し

上げますと、トップセールスで売る、従う番頭や従業員を鼓舞し、励ましながら懸命に売

り歩かれました。最終的には、これまた近江商人のもう１つの代表的ないい言葉でありま

す、売り手よし、買い手よし、世間よしの、買い手よしまで至らなかった。このことで見

送られたと私は思っております。ただ私は、近江商人の営業理念であります、世間よしの

ために、将来の野洲市のために都市計画税は必要であるという信念のもとに山仲市長は動

かれたと思っております。この評判のよくない商品を世間よしのためにいかに買っていた
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だくか、てんびん棒は言うまでもなく重さをはかるものでございます。この市民の思いの

重さをはかって、市民に説得して、そして納得して買っていただく。これはまさしく損得

抜きの商いであります。この商いが今後成立するか否か、売り手も買い手ももう一度足元

から見詰め直し、将来の野洲市の世間よしのために、再度議論していく必要があると思っ

ております。

　それでは、一般質問に入らせていだたきます。まず１点目であります篠原駅周辺整備事

業についてお尋ねするものであります。篠原駅周辺整備事業については、本市と近江八幡

市、竜王町で構成いたします篠原駅周辺都市基盤整備推進協議会が平成４年に設立され、

きょうまでさまざまな課題と直面しながらも、はや１７年が経過いたしました。この間、

関係者の方々が篠原駅の橋上化、南口の開設、北口の広場の拡張など、地元入町自治会や

竜王町の長年の課題解決に向け努力を重ねていただきました。その苦労に対しまして、ま

ずは感謝の意を述べさせていただきたいと思います。

　私もこの質問をさせていただくに当たりまして、過去の経過を調べさせていただきまし

た。まず協議会におきまして、平成６年には篠原駅を中心としてどのようなまちづくりを

していくのかといった一番肝要な部分、すなわちビジョンに当たります整備構想が策定さ

れました。その後も長年の課題でありました篠原駅南口を暫定的に整備ができないかとい

った検討調査や、また周辺整備のポイントにもなります排水の現況調査などが実施され、

周辺整備のネックとなります課題を浮き彫りにされております。さらに南口整備に対し、

駅前広場の用地として活用できる変電所の隣接地４，７２３平方メートルが購入なされて

おります。関係者の懸命の努力にもかかわらず、当時はＪＲ西日本が篠原駅周辺整備事業

に積極的でなかったことから進展しなかったと聞き及んでおります。しかし、平成１７年

のバリアフリー法の改正で大きく局面が転換され、篠原駅についても、大正１０年の開業

から改修がなされていない数少ない未改修駅であることから、改修の必要性が指摘される

ようになり、ＪＲ西日本もやっと重い腰を上げざるを得ない状況になったものであります。

　こうしたこともあり、平成１９年度には基本構想、基本設計が発注されましたが、ここ

に至っても幾つかの課題が明らかになってきましたので、その状況を確認させていただき

ます。

　まず１点目ですが、駅の橋上化に関して、ＪＲ西日本との協議状況はどのようになって

いるのかをお尋ねするものであります。近江八幡市が独自の案を提案されたと聞き及んで

おります。私は篠原駅の周辺整備の最大のキーポイントはＪＲ西日本との協定をいかに早
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期に締結するかであると強く確信いたしております。そういった意味で、ＪＲ西日本との

協議状況を注意深く見守っている一人であります。したがいまして、現時点の協議状況と

今後の動向を伺うものであります。

　２点目といたしまして、周辺整備に直接大きく関連いたしますアクセス道路についてお

尋ねいたします。特に駅南口に当たります入町のアクセス道路の進展状況と、これに関連

する県道安養寺入町線の進捗状況が現在どのようになっているかをお伺いします。

　３点目といたしましては、私はスケジュール的に、平成２６年度の新駅駅舎供用開始が

おくれるのではないかと懸念いたしております。特に先ほどから申し上げておりますＪＲ

西日本との協議、アクセス道路の地元協議状況などを見ておりますと、２市１町の篠原駅

整備にかける思いがどうも一つになっていないのではないか。特に中心となります近江八

幡市が安土町との合併で大変な時期であると思いますが、そういうときこそ野洲として近

江八幡市をリードしていく気構えが必要であると強く感じますが、そういう点を踏まえて、

平成２６年度新駅供用開始がどのようにめどを立てていくのかお尋ねいたします。

　続いて、２点目の篠原幼稚園跡地活用について質問させていただきます。平成２２年度

から篠原保育園と篠原幼稚園を総合化し、野洲市立篠原幼児園を開設されます。これは、

児童福祉法に基づく保育園と学校教育法に基づく幼稚園が同じ施設内にあり、それぞれの

よいところを生かした乳幼児保育を総合化した施設で、これまでの保育園、幼稚園がそれ

ぞれに培ってきた保育、幼児教育機能や知識、経験等を統合し、子どもや保護者に対して

必要な支援を一体的に提供することを目指そうというものであります。

　私はこの幼児園のあり方や内容については、新生クラブの代表質問でありますので省略

させていただきます。今回、この幼児園開設に伴い、篠原幼稚園の施設が今後どのように

活用されるかをお尋ねしようとするものでございます。

　この周辺の施設は、篠原幼児園、篠原小学校、篠原コミュニティセンターが立地し、周

囲も農地ですが篠原学区の中心であります。この篠原学区も高齢化率が高く、児童数も激

減しており、選出議員として将来を危惧いたしております。この将来という表現も、２０

年、３０年というスパンではなく、今から１０年後の姿を心配いたしております。そのた

めにはまさに今、手を打つ必要があると痛感いたしております。

　篠原学区も、村田製作所や井上金属など企業誘致が促進され、先ほどお尋ねしました篠

原駅周辺整備ふるさと農道として整備されました市道大篠原入町線や現在整備が進んでお

ります県道野洲中主線などハード整備はおくれながらも整備されようとしています。しか
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しながら、私は学区全体のまちづくりに関しては明確なビジョンが描けていないとかねて

より強く感じております。そういった意味におきまして、篠原幼稚園跡地を有効的に活用

すべきであると強い思いをいたしております。

　そこで、行政として篠原幼稚園跡地をどのように活用しようとしているのかをお尋ねす

るものであります。

　よろしくお願いいたします。

○議長（鈴木市朗君）　市長。

○市長（山仲善彰君）　髙橋議員の篠原駅周辺整備計画の進捗状況についてのご質問にお

答えをいたします。

　その前に、都市計画税の推進にかかわって、職員及び私について力強いご評価を賜りま

してまことにありがとうございます。それと、常々申してましたように、これは買い手、、

市民の方にとっても本当はいいものだと思っておりますので、そこがもう少しご理解いた

だけるように努力を重ねてまいりたいと考えております。

　まず、１点目の駅舎の橋上化に関する取り組み状況でありますが、当初、平成１９年度

に策定された基本設計に基づき示された案では、事業費が４６億円でした。私としまして

は就任当初、この計画では変電所の移設あるいは南口広場５、７００平米、こういったこ

とを含めまして、過大であるとともに、できるだけ早く進めるという観点から、事業費の

精査による適正化と圧縮を提案を２市１町の協議の場でいたしました。しかし会長市であ

ります近江八幡市側からは、これは２市１町で合意のもとでこういう案で進めてきたとい

うことでございましたので、当面はこの案を了として進めてまいりました。

　そうした中、昨年度の協議会の総会におきまして、駅舎の自由通路に関しまして、整備

費に係る鉄道事業者と都市側の事業負担について、会長であります近江八幡市側から、Ｊ

Ｒの負担増など、都市側にもっと有利な条件を見出すため、ＪＲや国に働きかけたいとの

提案がありました。具体的には、自由通路すべてをＪＲ側に負担を求めたいという提案で

ありました。しかし、その後一切進展がございません。ただし、これでは困りますので、

こうした事態を踏まえまして、いずれの市町も厳しい財政状況の中でありますので、懸念

しておりました近隣の駅と比較しても４６億円と過大な事業費であることや、駅利用の利

便性を損なわない適切な事業計画となるように事業内容を見直してはどうかという提案を

させていただいたところであります。

　その結果、協議会としても、規模の適正化、結果として圧縮という基本的な合意を得ま
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したことから、駅舎の利用実態に即しまして、事業費の縮小と工期が大幅に短縮できるこ

と、さらには整備後の維持管理コストが低いといったことから、駅舎は半地上化駅として

整備する方向で現在検討しているところであります。また、駅の南口広場につきましても、

当初計画しておりました変電所移設しない方向で面積を縮小して十分な空間がとれるとい

う内容で検討を進めております。ただし、近江八幡市ではまだこの段階でも一層のＪＲ負

担に期待をしておられるようであり、現在の事業費で見ますと、当初の４６億円からほぼ

半分と見込めるのでありますが、まだあきらめておられなくて、進展の見通しは厳しいと

いうふうに認識をしております。そして、ご指摘のように安土町との合併で安土駅の課題

も並行して動くとなると、野洲市としては本当に急いでおりますけれども、相手さんはの

らりくらりという状態ではないかなというふうに思います。

　次に、２点目のアクセス道路についてお答えをいたします。駅南口広場へのアクセス道

路及びアクセス道路と接続する県道安養寺入町線改修事業につきましては、県南部土木事

務所におきまして、法線検討のための現地測量調査が実施され、バイパスルート案が安養

寺町・入町両自治会に提示されましたが、現在のところまだ合意には至っておりません。

　現在も協議会、県南部土木事務所及び両自治会で協議を続けているところでありますが、

地元自治会の要望を優先する中で、駅利用者にとって最良のアクセスルートとなるよう、

早急に法線決定に努めてまいりたいと考えております。

　次に、３点目のスケジュールにつきましては、２１年度総会でお示しした事業計画が、

ほぼ１年おくれている状況ですが、先ほども申し上げましたとおり、駅舎を半橋上化する

こと、あるいは駅広場の縮小を行うことにより工期が圧縮できることから、現時点では協

議がとどこおりなく進めば、作業上としては当初計画どおり平成26年度の供用が可能では

ないかと考えております。

　また、先ほど申し上げましたように、近江八幡市におかれましては、本年３月２１日に

安土町との合併により新市となることから、篠原駅周辺整備にかかわる環境の変化がある

など懸念される面もあり、正直申し上げまして、これまでどおり本当に進められるのか大

いに心配をしているというのが現状でございます。

　以上、ご答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　教育部長。

○教育部長（東郷達雄君）　髙橋議員の篠原幼稚園跡地の活用に関するご質問にお答えを

いたします。
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　現篠原幼稚園の園舎につきましては、耐震性能が不足している保育室棟は取り壊し、幼

児園職員の駐車場とする計画でございます。また、新耐震基準で建築されています約４０

０平米の管理棟につきましては、教育委員会内での活用の可否を検討中でございます。

　現在の幼稚園の園庭につきましては、幼児園舎の増築で園庭が狭隘となることから、運

動会や夏祭りなどの全体行事や日々の保育において利用する計画であり、今後は幼児園の

施設の一部として活用を図ってまいりたいと考えております。

　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　髙橋繁夫君。

○４番（髙橋繁夫君）　では、再質問させていただきます。

　ＪＲ西日本との協議状況や今後のスケジュールを聞かせていただきました。大分輪郭が

見えてきた状況であります。ただいま答弁いただきました半橋上駅案のイメージがわきに

くいのでわかりやすい説明と、当初と現時点の案での事業費をお伺いいたします。

　次に、駅南側のアクセス道路についてですが、道路の位置どりは重要なものでもあり、

また非常に神経質にならざるを得ません。まして今回の篠原駅南側のように野洲市と近江

八幡市にまたがるとなおさらあると思います。当然本市の入町自治会の思いと近江八幡市

の安養寺自治会の思いは異なります。野洲としての最善案といわれるベスト案を現時点で

はどのように考えておられるのかをお尋ねするものであります。

　３点目の質問に移りますが、先日も新近江八幡市の人事異動の内容が新聞紙上に発表さ

れておりました。当然ながら篠原駅周辺整備の人事を注意深く見守っておりました。する

と、担当される部長級、これはまた新近江八幡市では理事になるんですが、安土駅周辺整

備と篠原駅周辺整備を１人の理事が兼任されている。人事のことまでは口を挟むことは毛

頭ございませんが、篠原駅は平成４年から足かけ１７年の歴史がございます。一方安土駅

は今回の合併でクローズアップされて、まだ協議会的な組織さえ結成されていない。これ

が同じスタートラインとなるのか、当然今までの経過を尊重していただけるのか、こうい

ったことを踏まえて野洲市は今後この篠原駅周辺都市基盤整備推進協議会をどのようにリ

ードされていくのかをお尋ねします。

　次に、篠原幼稚園跡地活用についてお尋ねいたします。今、答弁をお聞きいたしますと、

グラウンドのあるところに文化財の倉庫に活用されるということでございますが、それは

教育用財産としての活用策であり、地域の活性化をにらんだ活用策ではありません。私は

学区内の市民の方々からお声を聞いておりますと、高齢化社会の将来を見据えた策として、
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地域の高齢者の方々が集い憩える福祉サロン的な施設ができないかと常々思っております。

幼児園、小学校があり、子どもや孫が通う。またコミセンではさまざまな地域の催しや生

涯学習が開催される。ここに福祉サロンが立地されれば、一つの理想郷、ユートピアがで

き上がると考えますが、当局のお考えをお伺いいたします。

○議長（鈴木市朗君）　市長。

○市長（山仲善彰君）　髙橋議員の再質問にお答えをさせていただきます。

　篠原駅に関しまして３点いただきました。１つは半橋上駅でございますけれども、これ

は橋上駅の形をとりつつ、普通橋上駅ですと全体の真ん中に駅舎、改札等がございますが、

どちら側かの位置にあると。普通ですと陸上に駅舎がございますが、そうではなくて自由

通路あるいは一般の通路と同じ高さのところに駅舎が隣接しているというもので、具体的

には滋賀県の高月駅、あるいは草津線の甲賀駅がそういうふうになっております。私とい

たしましては、南北どちらからでも均等に利用いただけるということで、橋上駅に最後ま

でこだわっていたんですが、両駅を実際に見ますと、そんなに不便でもなくて、かつレー

ルの上に駅舎をつくらないということから、工法、工期が随分短く、かつ安くなるという

ことですし、内々ＪＲ側もお薦めということですので、この線でどうかなというふうに思

っております。そんなに地上駅と比べると橋上駅と変わらない便利は保たれるというふう

に考えております。

　それと、県道のアクセスに関しましては、基本的に県の道路ですので県の案をもって両

市の当該町が、安養寺と入町の意向を尊重してと思っておりますので、その中で解決がつ

くところがふさわしいかなと思っております。ただ、先ほど申し上げましたように、一定

の法線が引かれて合意されたという前提で基本設計レベルまで行ってます。それが今滞っ

ているという意味で、県としては合意の上に進めてきた案がもう一度、特に近江八幡市サ

イドの意見によってとまっているという状況ですので、県道については少し厳しい状況に

なっているという認識を市としては持っております。

　あと、組織についてはご指摘のとおりでございますが、リードするというよりは、野洲

市としては半橋上駅でおおむね妥当な案だと思ってますし、ご質問にありました経費につ

いても、先ほど申し上げましたように約２分の１でいけると思ってます。維持管理費も当

然それに伴って後々の後年度の負担が低くなってきますので、そういった案を合意形成に

向けてできるだけ働きかけていく形で早く実現するように取り組んでまいりたいと考えて

おります。
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　以上、ご答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　教育部長。

○教育部長（東郷達雄君）　髙橋議員の再質問の中で、管理棟の利活用につきまして文化

財の保管庫というお言葉があったようでございますけども、私のご答弁では、４００平米

の管理棟につきましては教育委員会内での活用の可否を検討中でございますというふうに

申し上げましたので、ご理解いただきたいと思います。

　あと、介護施設、福祉施設の関係は、健康福祉部長のほうからご答弁させていただきま

ので、よろしくお願い申し上げます。

○議長（鈴木市朗君）　健康福祉部長。

○健康福祉部長（新庄敏雅君）　髙橋議員の再質問にお答えをいたします。

　高齢者の集える場所ということですけども、今、市としましては、保健センター内にあ

る福祉センターを、一つは高齢者の集う拠点としておりますし、また、各学区で、私ども

としては総括が生きがいづくりとしてはコミセンを活用しながら健康づくりに努めるとい

うことですし、また、要介護の少し軽度の方につきましては、篠原周辺にも、いわば通所

介護型の軽度のサロンも多くできておりますので、そのような形で市としては健康づくり

に取り組んでまいりたいと考えております。

　以上、答弁とさせていただきます。

○議長（鈴木市朗君）　髙橋繁夫君。

○４番（髙橋繁夫君）　ぜひとも部長、篠原学区も高齢者がふえておりますので、前向き

に福祉サロン的なことをお考えいただきまして、私の質問を終わらせていただきます。

　最後に、きのうの会派の代表質問で、篠原学区の活性化について市長から篠原駅を中心

とした新たなまちづくりの展開か開かれると答弁されております。その答弁の実現に向け

まして、地域と行政の力を結集して、この実現をかなえていただくことを要望いたしまし

て、質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。

○議長（鈴木市朗君）　お諮りいたします。

　本日の会議はこれにとどめて延会したいと思いますが、ご異議ございませんか。

　　　　　　　　　　　　（「異議なし」の声あり）

○議長（鈴木市朗君）　ご異議なしと認めます。よって、本日はこれにて延会することに

決定いたしました。

　なお、明１２日は午前９時より本会議を再開し、本日に引き続き一般質問を行います。
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　本日はこれにて延会いたします。（午後４時０１分　延会）
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